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特 集 Ⅰ

第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

ポスト人口転換期の日本

―その概念と指標＊―

佐藤龍三郎＊＊・金子隆一

Ⅰ．はじめに

20世紀末から21世紀初頭にかけて，日本が人口レジームの新たな位相に入ったことは明

らかである．この新しい人口レジームは，従来「少子高齢化社会」とか「人口減少時代」

などと呼ばれているが１），このような表現は人口に生ずる現象の一面を捉えているに過ぎ

ない．社会経済の変容を含めより本質的な一群の変化として，総合的に捉え直すことはで
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本研究は，従来「少子高齢化社会」，「人口減少時代」などと呼ばれる日本の人口レジームの新し

い位相を，人口転換理論の再考を通して，「ポスト人口転換期の到来」あるいは「第二の人口転換

の開始」と捉え直すものである．本論文では，この新しい概念の定義について検討するとともに指

標化をおこなう．日本における第二の人口転換の開始の指標として，総人口の増加から減少への転

換（2000年代後半），人口増加曲線の下に凸から上に凸への転換（1970年代半ば），生産年齢人口の

増加から減少への転換（1990年代半ば）などに着目し，この移行が1970年代半ばから2000年代後半

にかけて起こったことを示した．また，この移行の原動力として，出生力（fertility）と死亡力

（mortality）が従来想定された「出生力転換」と「死亡力転換」をおのおの完了した後，もう一

段の変化を遂げたことを対応関係として示した．

* 本論文は「ポスト人口転換期の日本」に関する2部作の第1部分である．第2部分は「ポスト人口転換期の

日本：その含意」の題目で『人口問題研究』第71巻第3号（2015年9月刊）に掲載を予定している．本研究

の骨子は日本人口学会第64回大会（東京，2012年6月2日），アジア人口学会（APA）第2回大会（バンコ

ク，2012年8月27日），国際人口学会（IUSSP）第27回大会（釜山，2013年8月31日）等で口頭報告をおこ

なった．

**中央大学経済研究所客員研究員

1）現代から近未来にかけて日本が直面する最大の問題の一つとして，「少子高齢（化）」社会，「少子高齢化・

人口減少」社会（時代），「人口減少」社会（時代）の到来という表現が随所で用いられている．たとえば，人

口学研究会の「人口学ライブラリー」シリーズ5,6,7,9（大淵・森岡 2006,阿藤・津谷 2007,兼清・安藏 2008,

吉田・廣島 2011），宮本（2011），大淵（2011），嵯峨座（2012），高橋・大淵（2015）など．



きないだろうか．この問に答えるには，長期的人口変動のグランドデザインを与える「人

口転換」理論の再考が求められるであろう．その際，われわれは人口史における「プレ人

口転換期」，「人口転換期」，「ポスト人口転換期」という時期区分に基づいた上で，新たな

人口転換すなわち「第二の」人口転換が始まったという見方を提起する．本論文では，こ

れらの定義について検討するとともに指標化をおこなう．このことは，この新しい人口レ

ジームが近年の日本の社会・経済・政治など様々な分野における劇的な変化とどのような

関連をもつのか考察する上で基礎となるものである．

Ⅱ．「ポスト人口転換期」の概念

日本の近代から現代，そして今世紀末までの将来に至る人口の動きを展望すると，人口

が増加からピークを経て減少へと向かうこと，著しい人口高齢化が起こることが2つの大

きな特徴をなす（図1）．すなわち2010年国勢調査人口を現在時点とし，将来については

2012年1月に公表された国立社会保障・人口問題研究所（2012）の全国の将来推計人口を

用い（出生，死亡ともに中位の仮定に基づく推計結果のみ示す），過去約130年間と将来の

1世紀を合わせたおよそ200年間の日本の人口と人口増加の推移を描くと，人口は今まさ

にピークを通過した時点にあり，今後持続的に減少してゆくことが示される．2060年には
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図１ 日本の総人口と年齢３区分別人口の推移：1880～2110年

資料：旧内閣統計局推計，総務省統計局「国勢調査」「推計人口」，国立社会保障・人口問題研
究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計［出生中位・死亡中位推計］）



約8,700万人にまで減る見込みであるが，これは1950年代初めの人口規模に等しく，ちょ

うど左右対称な山の形をしている．人口増加率は現在ゼロを割り込んだところであるが，

今後は持続的に低下し，今世紀半ばにはマイナス1％にまで落ち込む見通しとなっている．

わが国が現在直面している人口問題は，一言で「少子高齢化・人口減少」問題といわれ

ることが多い．しかし，人口の変化は人口規模と年齢構造の変化だけでその本態を言い表

すことはできない．人口は人口静態と人口動態が相互に影響し合いながらたえず変化を遂

げていくものであり，この人口ダイナミックスを包括的に捉えることなくして，長期的な

人口変動を説明したことにはならない．かつて長期的な人口変動は「人口転換」（demo-

graphictransition）と呼ばれる理論で説明できると考えられた．しかしながら，いま日

本などの先進諸国は従来の「人口転換」理論の想定を超える事態に至っており，次項で述

べるように人口転換論を再考する必要に迫られている．

1． 人口転換の概念と実際

近代社会における人口と人口増加率の変化は多くの国に共通するものであり，それは多

産多死から少産少死への「人口転換」という理論によって説明される２）．人口転換理論は

18世紀後半から20世紀前半までのヨーロッパの経験を基にして，フランスのランドリー

（AdolpheLandry），アメリカのトンプソン（WarrenS.Thompson），ノートシュタイ

ン（FrankW.Notestein），デービス（KingsleyDavis）らによって構築されたものであ

る（河野・佐藤 2012）．

図2は人口転換の模式図である．この図に太い線で示されたように元来の人口転換の考

え方では，人口転換前の多産多死の均衡状態から人口転換を経て少産少死の均衡状態へと

移行するものと想定された．人口転換は経済・社会の近代化に伴って起こる普遍的な現象

と考えられるので，全人口史は，人口転換が始まる前の「プレ人口転換期」，人口転換の

開始から終了までの「人口転換期」，人口転換が完了したのちの「ポスト人口転換期」に3

区分されることになる３）．

なお細かくいえば，人口転換は 4つの段階からなると説明されることがある（阿藤

2000,p.34）．すなわち①高出生率・高死亡率（多産多死）の段階，②死亡率の先行低下

の段階，③出生率の追随低下の段階，④低出生率・低死亡率（少産少死）の段階の4つで

ある．この場合，「人口転換の第1段階」は「プレ人口転換期」に相当し，「人口転換の第

4段階」は「ポスト人口転換期」における状態を描いたものである．

人口転換以前の前近代社会，日本でいえばおよそ江戸時代までの社会では高い出生率と
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2）人口転換についての一般的説明は，井上（2002），阿藤（2000），河野（2000,2007），Casterline（2003），

Caldwell（2006），Vallin（2006a,2006b），Dyson（2010），Lesthaeghe（2010），LeeandReher（2011），

阿藤・佐藤（2012），Wilson（2013）など参照．

3）Wilson（2013）は，プレ人口転換期に「転換前人口レジーム」（pre-transitionaldemographicregime），

ポスト人口転換期に「転換後人口レジーム」（post-transitionaldemographicregime）の語を対応させてい

る．但し，この呼び方にはおのおのがある種の位相を指すという意味合いが込められており，Wilsonのこの

論文では「人口転換期」に対する呼称はない．すなわちレジームは状態であり，時期区分とは見られていない．



高い死亡率が均衡し，その差に相当する自然増加率はごく小さなものであったとみられる．

この時期すなわち「プレ人口転換期」において，人口が長期にわたり停滞したのはそのた

めである．時には飢饉や疫病の流行あるいは戦乱により死亡率が一時的に上昇し，これを

反映して自然増加率も上下し，人口も増減した．やがて産業革命すなわち工業化とともに

経済や社会の近代化が始まると，出生率，死亡率はともに低下し，ついには低い出生率と

低い死亡率による均衡に落ち着き，人口はふたたび静止に近づく．人口転換理論によれば，

この段階では死亡率は安定し，ときおりベビーブームなどによって生ずる出生率の変動が

自然増加率の変動の主な要因となる．ただし，この段階では人口規模に比べて出生数の比

重は小さく，また国際人口移動も活発化しているため，人口変動への影響はわずかである

とされる．

この人口転換過程で特徴的なことは，死亡率低下が出生率低下に先行することである．

もし死亡率低下と出生率低下が同時に起これば，人口は増えることはない．つまり死亡率

低下と出生率低下のタイムラグ（時間差）によって人口増加が起こるわけである．なぜ死

亡率低下が先行するのかといえば，たとえば栄養の向上，重労働の減少，医療・衛生水準

の向上など，一般の人々の生活水準に何らかの改善が起こると，死亡率はこれに直接反応

して，いわば反射的に低下が生ずる性質を持っている．これに対して，出生率が低下する

には結婚や家族のあり方についての規範の変化，すなわち多産をよしとする考えから少産

をよしとする考えへの価値観や社会制度の転換を要し，さらには出生抑制手段の開発・普

及が前提条件として必要となることから，それだけ時間がかかると考えられる．
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図２ 人口転換の模式図

（注）実際のポスト人口転換期の人口動態（細線）は，古典的「人口転換」の想定
（太線）を大きく外れたものとなった．



実際の統計で日本の人口動態率（粗出生率，粗死亡率，自然増加率）の推移を見ると

（図3），第二次世界大戦前の日本では死亡率の水準に比べてまだ出生率水準がかなり高く，

その差としてかなりの自然増加があったことが分かる．しかし戦争の時代を挟んで持続的

な死亡率低下が続き，出生率も戦後まもなく急速に低下したため，1950年代後半に至ると

出生率，死亡率ともに低い水準で均衡するという人口転換の終末期を迎えた．それでも引

き続き人口増加が続いたのは，過去の人口年齢構造の影響が残っていたためである．しか

し，1970年代半ばから始まったさらなる出生率低下（いわゆる少子化）はこの影響を打ち

消し，ついに21世紀初頭に自然増加率はゼロとなり，その後はマイナスへと転じた．すな

わち人口増加時代の終幕を迎えたのである．

ここで人口転換を俯瞰すると，まず人口動態の面では，多産から少産への変化（女性の

年齢別出生率の低下すなわち合計特殊出生率の低下）が見られるが，これは出生力転換

（fertilitytransition）と呼ばれる．また多死から少死への変化（男女の年齢別死亡率の

低下すなわち平均寿命の伸び）が見られるが，これは死亡力転換（mortalitytransition）

と呼ばれる．すなわち人口転換は出生力転換，死亡力転換という2つの側面からなり，そ

して上述のように後者が前者に先行することによって，人口増加が生ずることになる４）．

したがって，人口増加という面に着目すると，従来の人口転換理論では，「プレ人口転
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図３ 粗出生率，粗死亡率，自然増加率の長期変動

資料：1915年以前は推計値（岡崎陽一『人口問題研究』第178号，1986年）．1920年以降は厚生
労働省『人口動態統計』

4）出生力転換，死亡力転換については，津谷（2010），高橋（2010）など参照．



換期」は人口停滞，「人口転換期」は人口増加，人口転換終了後は再び人口停滞という局

面に対応することになる．しかし，冒頭に述べたとおり，日本の人口はこの想定を覆し，

人口減少という新たな局面を描いている．このことについて，次の項で考える．

2．「ポスト人口転換期」における新たな人口転換

ここまで，およそ1世紀以上の過去から1世紀後の将来まで，長期のスケールで日本人

口の変動を展望し，その変化を「人口転換」理論に沿って解釈してきた．しかしそれらは，

実は古典的な人口転換の考え方を示したものである．かつて考案された「人口転換」とい

う考え方が人口転換完了後の姿として想定していたものは，小児や青壮年の死亡率が限界

まで改善し，一方で出生率は女性1人当たりおよそ2人の子どもという死亡率にちょうど

見合った人口置換水準に落ち着く状態であったといえる．つまり，人口転換が終わること

は出生率と死亡率が再び均衡をとりもどし，人口が静止状態に落ち着くことを意味してい

た．

ところが，現在の日本では，この「古典的」人口転換の想定外のことが起こりつつある．

つまり出生率は人口維持に必要な水準をはるかに下回っており，他方高齢者の余命は老化

に起因する高齢者の死亡の劇的な改善などにより，さらに伸び続けている．日本人の平均

寿命は現在既に男女ともに80年を超え世界最高水準にあるが，今後もさらに伸びるものと

予想されている（金子 2010）．

したがって古典的人口転換理論の想定を超えた事態が現に起きており，ポスト人口転換

期の日本においてまったく新しい人口レジームの存在を考える必要が生じたことになる．

それはいまだ人類が経験したことのない超少子化５），超高齢化６），そして急速な人口減少

が基調となる社会である．

ここで我々が直面している「ポスト人口転換期」の人口レジームの特徴についてまとめ

てみよう．そこでは，まず出生率（粗出生率）と死亡率（粗死亡率）が逆転する．つまり

毎年生まれ来る人より死に行く人の方が多い．したがって，外国から大量の移民がない限

り，際限のない人口減少が続き，65歳以上人口が30％を超えるほどの驚異的な超高齢社会

が訪れる．これは終局的に人口が静止に至るという古典的「人口転換」理論の想定を超え

るもので，まさに新たな人口転換（第二の人口転換）の始まりといってよいものである．

「第二の人口転換」（SecondDemographicTransition）の語は，第二次世界大戦後の

西ヨーロッパ諸国で起こった出生力低下および関連する行動や価値観の変化を指す概念と

して，ヴァンデカー（DirkJ.vandeKaa）とレスタギ（RonLesthaeghe）が提唱した
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5）「超少子化」については，佐藤（2008），Suzuki（2013）など参照．

6）65歳以上人口割合（高齢化率）についてみると，日本は1970年に主要先進国の中で最も遅れて7％を超えた

が，2005年に先進諸国の先頭を切って20％を超えた．人口高齢化の国際比較については，Suzuki（2013）参

照．この割合が7％を超えると「高齢化社会」，14％を超えると「高齢社会」，20％（あるいは21％）を超える

と「超高齢社会」という表現があるが，この表現にのっとれば，日本は1970年代から2000年代までの短い期間

に一足飛びに，先進諸国の中でも最速で高齢化が進んだことになる．国立社会保障・人口問題研究所の将来推

計人口（出生中位・死亡中位推計）によると，この高齢化率は2060年には39.9％に達する見込みである（国立

社会保障・人口問題研究所 2012）．



ものである（vandeKaa2003）．しかし，この西ヨーロッパの人口変動の状況がそのま

ま日本の状況にも当てはまるとは言い切れない面がある．また，「第二の人口転換」が古

典的「人口転換」理論ほどの一般性を持ちうるかどうかは，現時点ではまだ明確ではない

とみられている（河野 2007,阿藤 2010,Lesthaeghe2010参照）．

本論文では，日本の「ポスト人口転換期」において出現した新しい人口レジームへの移

行に対して「第二の人口転換」という呼称を与えるが，これはヴァンデカーとレスタギの

「第二の人口転換」論をそのまま日本に適用するということではない．著者らはあくまで

も日本の経験的な人口学的事実から出発するものである．日本は先進諸国の中で最も遅れ

て人口転換が始まった国であるが，人口転換後の人口レジームの新しい位相に入るや世界

の先頭を走っており，そこで生ずる事態や挑戦のゆくえについて世界が強い関心を示すこ

とになるであろう．

Ⅲ．日本における第二の人口転換の始まりの指標

次に，日本では，いつ「第二の人口転換」が始まったのかという問題が提起される．こ

れには，人口の趨勢に関して①総人口，②人口増加曲線，③年齢3区分別人口，④人口モ

メンタムという4つの視点があり得る．また人口趨勢を形成するメカニズムとして出生力

と死亡力の動向が決定要因となっており，これらの変動過程を見てゆくことにする．

1． 人口趨勢の転換

（1）総人口：人口増加から減少への転換（図1）

2010年国勢調査に基づく国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（2012年1月公

表：出生中位・死亡中位推計）によると，日本の総人口は2010年の1億2,805万7千人か

ら一貫して減少し，2048年には1億人を割り込み，2060年には8,673万7千人にまで減少

する（国立社会保障・人口問題研究所 2012）．総務省の国勢調査および各年10月1日現在

人口推計によれば，日本の総人口は，1920年の第1回国勢調査人口（5,596万3千人）か

らほぼ一貫して増加しており，1967年に1億人を超え，1984年に1億2千万人を超えてお

り，2008年には1億2,808万4千人と推計されている．よって，これまでの統計データに

よると，日本の総人口のピークは2000年代後半とみられる７）．
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7）厚生労働省の人口動態統計による日本で発生した日本人の各年の出生数から死亡数を引いて得られる自然増

加数は，2005年に初めて負となり（－2万1千人），2006年にわずかに正に転じた（＋8千人）ものの，以後

再び負に転じ，2007年（－1万9千人），2008年（－5万1千人），2009年（－7万2千人），2010年（－12万6

千人），2011年（－20万2千人），2012年（－21万9千人），2013年（－23万9千人）と減少数は年々大きくなっ

ている（国立社会保障・人口問題研究所 2015，p.41）．こうしたことから，日本の総人口が2000年代後半に減

少傾向に転じたことは確実視されている．



（2）人口増加曲線：下に凸から上に凸への転換（変曲点）（図4）

図4は明治初期から現在までの1年ごとの日本の人口と人口増加数の推移を示すもので

ある．日本の人口が最近まで一貫して増加してきたことがわかる．すなわち明治初期の人

口は約3,500万人であったのが，1936年に7,000万人を超え，1967年には1億人を超えた．

しかし，総務省統計局の毎年10月1日現在人口推計によれば，2008年12月の1億2,809万9

千人をピークに日本の人口は減少傾向へ転じている．

1年ごとの人口増加数には様々な出来事によって小刻みな振動が表れている．特に大き

な振動は，第二次世界大戦の終わった1945年あたりであるが，これは終戦の際アジア各地

から多くの人が帰還するなど大規模な人口移動が主な原因である．また1972年の上向きの

振動は沖縄が日本に返還され，沖縄県の人口が日本人口に含まれるようになったことによ

る一時的な変化である．このような短期的な変化を例外として，ならしてみれば明治初期

から1970年代半ばまでの約100年間にわたり，およそ年率1％を超える増加率が続いた．

図には合わせて5年移動平均を示している．

しかし1970年代半ばより増加は減速しゼロへ向かい，これに対応して人口の曲線も1974

年を変曲点として，下に凸の加速基調から上に凸の減速基調に転換したことが見てとれる．

すなわち日本の人口増加の勢いは1970年代半ばを境にそれまでのアクセルを踏んだ状態か

らブレーキがかかった状態へと変化したといえる．そして21世紀に入るや，ついに日本は
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図４ 総人口および人口増加の推移：1880～2110年

資料：旧内閣統計局推計，総務省統計局「国勢調査」「推計人口」，国立社会保障・人口問題研
究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計［出生中位・死亡中位推計］）

（注）1971～73年の人口は沖縄返還により変動が見られるので，ここではこの期間の人口増加
は沖縄を含んだ人口を元にして算出したものである．



明治以来続いた「人口増加」時代の幕切れを迎えたのであった．

近代から現代までの日本の人口の趨勢をまとめると，総人口は明治時代より増加の一途

をたどったが，2000年代後半にピークに達し，一転減少へと向かっている．人口増加率は

1970年代半ばまでおよそ年率1％を超える水準が続いた．年率1％という増加率は70年で

人口が2倍になる勢いであり，実際100年ほどの間に日本の人口は約3倍に増加した．し

かし1970年代半ばを境に，人口増加率はゼロに向かって低下し，さらにはマイナスへと転

じたわけである．すなわち日本の人口は21世紀初頭にピークに達し，以後際限のない人口

減少が見通されている．

（3）年齢3区分別人口：生産年齢人口の減少開始（図5）

日本の総人口のピークは2000年代後半にあるが，図5に示したように，生産年齢人口

（15～64歳人口）は10年以上早く1995年に最大値に達している．また14歳以下の人口は

1955年頃から持続的に減少しており，1997年には65歳以上人口を下回っている．65歳以上

人口はさらに増え続け，国立社会保障・人口問題研究所の将来推計（前述）によれば2017

年には3,500万人を超えるほどに増大する見通しである．このように，20世紀から21世紀

にかけて日本の人口の趨勢は年齢層ごとに見ても増加から減少へと逆回転するが，それら

のタイミングは各々異なっている．

以上3つの視点を合わせると，日本において第二の人口転換の始まりを示す指標として，

1970年代半ばから2000年代後半にかけて起こった画期的な変化が注目に値するといえよう．
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図５ 年齢３区分別人口の推移：1880～2110年

資料：旧内閣統計局推計，総務省統計局「国勢調査」「推計人口」，国立社会保障・人口問題研
究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計［出生中位・死亡中位推計］）



すなわち（1）総人口の増加から減少への転換は2000年代後半（統計上は2008年12月に最

大値）に起こった．（2）人口増加曲線の下に凸から上に凸への転換を示す変曲点は1970年

代半ば（1974年）に認められる．また（3）生産年齢人口の増加から減少への転換は1990

年代半ば（1995年が最大値）に起こった．ちなみに年少人口と老年人口の逆転は1997年に

起こっている．

（4）人口モメンタムの転換（「1より大」から「1より小」へ）

人口モメンタム（populationmomentum）は人口の持つ特性のひとつで，簡単に言え

ば人口規模の増減に対する慣性である．すなわち，過去に増加してきた人口は増加方向へ

の，また減少してきた人口は減少方向への，勢いとも呼べる性質を内在しており，これを

人口モメンタムと呼んでいる．この奇妙な特性の正体は，実は人口の年齢構造パターンに

他ならない．増加している人口では若い世代ほど多く，出生に参加する人口が増え続け，

逆に死亡が多く発生する高齢層は相対的に縮むため，一人ひとりの出生行動や寿命が変わ

らなくても全体の出生数は増え，死亡数は人口規模に比して減少する．すなわちこの人口

では増加の趨勢が保たれる．一方，少子化により人口減少に向けて高齢化が進展している

人口ではその逆のことが生じ，全体の出生数が減り，死亡数が増える傾向を内在する．し

たがって，この人口には個人の出生行動や寿命と関わりなく人口減少への趨勢が保たれる．

そうした人口で仮に出生率が直ちに人口置換水準を実現したとすると（ただし同時に死

亡率一定，封鎖人口を仮定），人口モメンタムの働きによって増減の趨勢はすぐには止

（や）まないが，いずれは静止人口になる．そのときの人口規模と現在の規模との違いこ

そが，人口モメンタムの効果によってもたらされたものであるから，人口モメンタムの強

さはそれらの人口規模の比で表される（この指標の名称も人口モメンタムである）．それ

が1より大きければ，人口は増大傾向を持っており，小さければ減少傾向を持っているこ

とになる．石井（2010）によれば，わが国の人口モメンタムは，近年まで1を超える水準

で推移してきたが，1996年に1を下回り，減少モメンタムへ転換した．その後は一貫して

減少を続けている．この人口モメンタムの転換も，新たな人口レジームの開始を示す重要

な指標の1つである．

2． 出生力・死亡力・人口年齢構造の転換

次に出生力，死亡力（寿命），人口年齢構造の変化との関連をみることにする．基本的

に出生力と死亡力の変化は人口転換期からポスト人口転換期を通して，さらには第二の人

口転換における人口変動の動因となり，人口・社会レジーム転換の震源ともいえるもので

ある．したがって，出生力と死亡力の変化の中に時代変化の糸口を見ることができる．

（1）出生力（図6）

図6に示すのは，日本の合計特殊出生率の推移である．合計特殊出生率（totalfertility

rate：TFR，「合計出生率」ともいう）とは，女性の年齢別出生率の全年齢に渡る合計値

―74―



であり，その数値は，当該の年齢別出生率を生涯の子どもの生み方と見なした場合に，1

人の女性が一生の間に生む平均の子ども数と解釈できる．なお人口が世代を越えて維持さ

れるために必要な女性1人当たりの平均出生数を「人口置換水準」（replacementlevel）

と呼ぶが，現代の日本ではおよそ2.1人に相当する（国立社会保障・人口問題研究所 2015,

p.50-51）．すなわち，TFRが2.1よりも高ければ人口は増加へ向かい，2.1よりも低ければ

減少へ向かうことを意味する．

戦後のTFRの変化をみると，2度の出生力低下をみてとることができる．終戦直後の

ベビーブーム期ではTFRは4以上であったが，この時期は日本では長く続かず，その後

急速な出生率低下が起こった．このベビーブーム最後の年（1949年）から1956年までの7

年の間にTFRは2に近い水準，すなわち人口置換水準付近にまで下がった．これは戦後

の日本では「第1の出生力低下」といえるものであり，非常に性急なものではあったが人

口転換モデルに照らせば，人口転換の第3段階に相当する．

その後，1970年代半ばまで約20年間にわたり，TFRは人口置換水準の近傍にあった．

これは出生力の安定期といえるものであり，従来の人口転換モデルでは最終段階すなわち

第4段階にあたる．ただ丙午に当たる1966年はTFRが1.58に落ち込んだが，これは一時

の例外的なできごとであった．

しかし，1970年代半ば以降，TFRは再び低下を始め，人口置換水準を下回ったまま現

在に至っている．これは戦後日本の「第2の出生力低下」にあたるが，今日「少子化」と

―75―

図６ 人口再生産指標の推移：1930～2010年

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」，国立社会保障・人口問題研究所
「人口統計資料集」



呼んでいる状態でもある．特に，1989年のTFRが丙午の年をも下回る1.57を記録したこ

とは「1.57ショック」といわれ，少子化に対する国民の関心が高まるきっかけとなった．

TFRはその後も下がり続け，2005年に1.26という史上最低の率を記録した．その後やや

回復したものの2013年においても1.43にとどまっている（国立社会保障・人口問題研究所

2015,pp.50-51）．

なお1970年代前半に生まれた第2次ベビーブーム世代が出産年齢に達する2000年代初頭

には構造的な理由で第3次ベビーブームが起こることが期待されたが，実際にはそのよう

な変化は生じなかった．これはTFRが低下することで，親となる世代の構造的な増加の

効果が相殺されたもので，現在の少子化の深刻さを表している（岩澤・金子 2013参照）．

（2）死亡力（寿命）（図7）

図7は日本の女性の生存曲線の変化を示したものである．生存曲線とは，各々の年次の

生命表をもとに，横軸の年齢に沿って出生からの生存率をグラフとして描いたもので，年

齢とともに生存者（確率）が減ってゆくありさまを示している．これらの曲線下の面積は，

平均寿命に相当するため，図では平均寿命の変遷を視覚的に捉えることができる．

1926-1930年当時では，平均寿命はわずか46.5年であり，10歳まで生存する女児は8割

に満たなかった．また，青壮年や中高年の死亡率も高く，50歳代半ばで生存者は約半数に

減っている．つまり，60歳まで生きる人は2人に1人もいなかったのである．1970年にな

ると，平均寿命は74.7年にまで延伸し，小児や青壮年の死亡率は見違えるように改善した．
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図７ 生存曲線の変遷（女性）:1926-30年 → 2060年

資料：1926-30年：内閣統計局「第5回完全生命表」，1970年，2005年：厚生労働省大臣官房統
計情報部「完全生命表」，2060年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
（平成24年1月推計［死亡中位仮定］）」



また，60歳になっても9割の人が生存するようになった．生存曲線は右上方向に膨らみ，

長方形に近づいたといえる．これを生存曲線の矩形化（rectangularization）という．

ここまでの変化は生存曲線が右斜め上に向かって拡張する様式で面積（平均寿命）の増

加が見られたが，1970年から2000年にかけては曲線が右方向，つまり水平方向にシフトす

る様式で面積の増加が見られる．これは乳幼児から青壮年にかけての死亡率改善がすでに

限界まで実現しており，それまであまり見られなかった高齢者の老化そのものに起因する

死亡の抑制・遅延が生ずるという新しい段階に進んだことを意味している．2010年には女

性の平均寿命はすでに86.4年に達しているが，将来この傾向はさらに進み，国立社会保障・

人口問題研究所（2012）の将来推計人口（死亡中位の仮定）によれば，2060年に女性の平

均寿命は90.9年に達することになる．

（3）人口年齢構造

1）人口ピラミッドの変化（図8～11）

ここで2つの人口ピラミッド（1950年，2010年）によって，人口の年齢構造の変化を確

認する（図8,9）．2つのピラミッドは同じ目盛りで描かれているため，ピラミッドの

面積は総人口を表すが，この年次間では日本の人口が増加していたことがわかる．すなわ

ち20世紀から21世紀初頭にかけての日本は人口増加の時代であった．と同時に，平均年齢

で表されるピラミッドの重心が高くなっており，この間に人口高齢化が並行して進んだこ

とがわかる．

次に，国立社会保障・人口問題研究所（2012）の将来推計（出生・死亡とも中位の仮定）

によって，2010年，2030年および2060年の人口ピラミッドを比較すると，まず面積（人口）

が急速に減少しており（図9，10，11），今後わが国は人口減少の時代となることを示し

ている．また平均年齢すなわちピラミッドの重心は上昇を続けており，同時期に著しい人

口高齢化の時代を迎えることを示している．

2）従属人口指数の変化（図12）

人口高齢化の指標として，年齢を3区分し，それぞれの人口の割合や比をとる方法があ

る．一般に0～14歳人口を年少人口，15～64歳人口を生産年齢人口，65歳以上人口を老年

人口と呼ぶ．また，この年少人口と老年人口を，扶養される側の人口とみなして，合わせ

て従属人口と呼ぶ．この従属人口の生産年齢人口に対する比は，生産年齢の者1人が扶養

すべき人（子どもと高齢者）の平均人数となるので，従属人口指数と呼んで，社会全体の

扶養負担を表す指標として用いられる．

人口転換の進展に伴って起こる従属人口指数の変化をみると，図12に示したように，従

属人口指数はいったん下がってまた上がるという形を示す．従属人口指数がいったん下が

るのは，人口転換の後半で，当初は小児の死亡率低下（生産年齢まで生残する率の上昇）

とこれに続く出生率低下によって生産年齢人口に対する年少人口の比が低下するからであ

る．しかし人口転換がさらに進むと，高齢者の占める割合の増加の影響がより強く表れて，

従属人口指数は再び上昇する．
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図８ 人口ピラミッド：男女年齢構造

資料：1950年国勢調査

図９ 人口ピラミッド：男女年齢構造

資料：1910年国勢調査
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図11 人口ピラミッド：男女年齢構造，および配偶関係構造

資料：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

図10 人口ピラミッド：男女年齢構造

資料：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」



このように従属人口指数が谷間を形成する時期は，マクロの経済に対して有利な時期で

あり，「人口ボーナス」（demographicbonus）または「人口配当」（demographicdivi-

dend）と呼ばれる．「人口ボーナス」は，どの国でも人口転換の過程で1回だけ出現する

恵みの時期であり，その国の経済発展と社会保障制度構築に都合のいい時期といえる．実

際日本は人口ボーナス期に経済成長を遂げ，年金や医療保険など全国民をカバーする社会

保障制度の構築がなされた．しかし上述のとおり，さらに高齢化が進展すると，高齢者の

相対的増大によって社会の扶養負担は高まり，人口ボーナスは失われ，むしろボーナス期

以前よりも負担の重い時期がやってくる．これを「人口オーナス」（demographiconus）

と呼ぶことがある．オーナスとは負担とか重荷という意味である．「人口ボーナス」と

「人口オーナス」の議論は，小川（2005）が詳しい．

いま日本では社会・経済や社会保障の仕組みが根本から問い直されているが，それは人

口ボーナス期に設計されたシステムが人口オーナスというこれまでの想定を超える事態に

直面してうまく機能しなくなっており，制度の再設計が求められているということでもあ

る．

3）中位数年齢と平均年齢の関係（図13）

図に示したように，日本では統計がとれる19世紀末以降で平均年齢が中位数年齢を上回っ

ていた．これは，平均年齢はある年齢の人口割合が小さくとも飛びぬけて高いか低い値に

影響を受けるため，人口ピラミッドが富士山型の場合，中位数年齢よりも高くなることに
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図12 従属人口指数の年次推移

資料：総務省統計局「国勢調査」「推計人口」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推
計人口（平成18年12月［推計出生中位・死亡中位推計］）」

（注）図中（ ）内の数値は老年人口1人あたりの生産年齢人口の人数を示す．



よる．人口ピラミッドが逆転すれば，逆に平均年齢は中位数年齢を下回ることになる．中

位数年齢と平均年齢の関係が「平均年齢＞中位数年齢」から「平均年齢＝中位数年齢」へ，

さらに「平均年齢＜中位数年齢」へと変化を遂げることも人口高齢化の進行の反映といえ

る．

3． 人口規模・人口動態・年齢構造の変化のまとめ

ここで見たように，第二の人口転換の開始時期を示す指標という観点から出生力，死亡

力（寿命），および人口年齢構造の動向をみると，出生力はTFRが1974年に人口置換水

準を割り込んだこと，死亡力の面では生存曲線が1970年頃を境に矩形化から水平シフトに

転換したことが注目される．

またこの間の人口高齢化の進行は顕著である．それは人口ピラミッドの形の変化に典型

的に表れており，人口ピラミッドの逆転の動きは中位数年齢と平均年齢の関係にも転換を

引き起こしている．また図3に示したように，長期的に低下を続けてきた粗死亡率が1979

年と1982年の6.0を最小値として底を打ち，以後反転上昇しているが（国立社会保障・人

口問題研究所 2015,p.41），この動きも人口高齢化の反映である．

まとめると表1の通りである．人口転換とは一義的には多産多死から少産少死への人口

動態の長期的変化を指し，これに必然的に人口規模の変化（人口増加）と人口年齢構造の

変化（人口高齢化）を伴うものである．それゆえ，人口転換期から新しい人口レジームへ

の変化（第二の人口転換）は狭義の人口システムの面では人口規模，人口動態，人口年齢
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図13 中位数年齢と平均年齢の長期変動

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成
24年1月推計［出生中位・死亡中位推計］）」



構造の変化（すなわち人口ダイナミックス）として自己完結する．この人口システムの変

化は経済社会システムの変化と密接な関連を有するわけであるが，このことは本稿に続く

別の論文において扱うこととする．

Ⅳ．まとめ

本論文において，まず人口統計学的な検討から，われわれは，日本における人口転換期

からポスト人口転換期への移行を精査し，後者において生じた第二の人口転換の開始を示

す指標として，①総人口の増加から減少への転換（2000年代後半），②人口増加曲線の下

に凸から上に凸への転換（1970年代半ば），③人口年齢構造の転換，とりわけ生産年齢人

口の増加から減少への転換（1990年代半ば）の3つの転換に着目した．また人口モメンタ

ムは1990年代後半に1を下回った．ここで，日本におけるポスト人口転換期は古典的な人

口転換論で想定された人口転換の完了期（いわゆる第4段階）を経過した後，想定にはな

かった新たな人口レジームを導くこととなった．このレジームへの移行は，第二の人口転

換と呼ぶべき動きであり，1970年代半ばから2000年代後半にかけて始まったとみることが

できる．

この移行の原動力は，出生力（fertility）と死亡力（mortality）が従来想定された

「出生力転換」と「死亡力転換」をおのおの完了した後，一定の間を置いてさらに一段の

変化を遂げたことにある．すなわち，出生力が人口置換水準を下回ってさらに低下し，死

亡力においては高齢期の死亡率低下が始まった．この死亡力パターンの変化は，小児期か

ら青壮年期までの死亡が極限まで改善したのち，老化に起因する死亡の抑制・遅延が一定

程度可能になったことによるものであり，生存曲線の斜め上方向シフト（矩形化）から水

―82―

表１ 「人口転換」と「第二の人口転換」の違い

人口転換 第二の人口転換

総人口 加速基調（下に凸の曲線）で増加

人口モメンタム＞１

減速基調（上に凸の曲線）で増加
→ピーク後，際限のない人口減少へ

人口モメンタム＜１

出生力 高出生力
→人口置換水準

低出生力
（人口置換水準を下回る＝少子化）

死亡力（寿命） 乳幼児～青壮年の死亡率が極限まで改善
（生存曲線：右上に拡大＝矩形化）

高齢者の死亡率が改善
（生存曲線：水平シフト）

人口年齢構造 末期：高齢化
（人口ピラミッド：
富士山型→釣り鐘型・壺型へ）

人口ボーナスの出現

中位数年齢≦平均年齢

超高齢化
（人口ピラミッド：
→重心の高い壺型へ）

人口ボーナスから人口オーナスへ

平均年齢≦中位数年齢



平方向シフトへの転換に対応すると考えられる．このような対応関係から，日本の近代か

ら近未来にかけての長期的な人口の推移を時期区分するにあたり，「人口増加」期と「人

口減少」期という区分より，「人口転換」期と「ポスト人口転換」期という区分，さらに

後者における新たな人口転換（第二の人口転換）の始まりという見方の方がより包括的と

いえる．

日本以外の国が，このような人口減少を最大の特徴とする新しい人口レジームに入るか

どうかはいまだ確かではない．「ポスト人口転換期」，および「第二の人口転換」の定義と

概念の一般化（普遍的に世界のすべての国に適用できるかどうか）については今後の検討

課題としたい．
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JapaninthePost-demographicTransitionPeriod:Theoreticaland
EmpiricalPerspectivesontheLong-termPopulationDynamics

RyuzaburoSATO1)andRyuichiKANEKO2)

Intheearlytwentyfirstcentury,thetotalpopulationofJapanbegantodecline,afterreachingits

maximumof128millionin2008.Japan'stotalfertilityratehasbeenbelowthereplacementlevel

sincethemiddleofthe1970sanditslifeexpectancyatbirthhasbeenthehighestintheworldsince

themiddleofthe1980s,nowexceeding86yearsforfemalesand80yearsformales.Alongwith

thesocietalchange,itisevidentthatthiscountryhasshiftedtoanewpopulationregimeinthe

post-demographictransitionperiod,whichweterminthispaperanewdemographictransition.

Thisseconddemographictransitionconceptualizesatransformationofbothdemographicandso-

cioeconomicfactors.Theconceptoftheneworseconddemographictransitionisparalleltothe

SecondDemographicTransitionmodelfirstproposedbyDirkvandeKaaandRonLesthaeghein

1986,whichreferstochangesinpartnership,familyformation,andfertilitybehaviorwitnessed

sincethelate1960sinWesternandNorthernEurope.Butthetermherereferstothecomprehensive

demographicchangesincludinglongevityshiftwhichhasbeenobservedinthesocietyofJapan.

Wefirstgiveadefinitionofthepost-demographictransitionperiodand"thenewdemographic

transition"inJapan.Thisinvolvesrethinkingtheclassicaltheoriesofthedemographictransition,

whichanticipatedthefertilitysettlingdownatthereplacementlevelandthetotalpopulationreturn-

ingtothestationaryoneafterthetransitioncompleted.Second,wepresentdemographicindicators

thatdescribewhenandhowJapanenteredthisnewregime.Byexaminingthechangesinpopula-

tiongrowthrates,fertilitypatternsandmortalitypatterns,wecanconcludethattheshiftintothe

seconddemographictransitioninJapanoccurredbetweenthemiddleofthe1970sandthelate

2000s.Thisshiftinthedemographicregimeiscloselyassociatedwithsocioeconomic,cultural,and

politicalchangesinJapan.Wewilldiscusstheseissuesinoursubsequentpapertoappearinthis

journal.Thestudyofthepost-demographictransitionperiodofJapanfromboththeoreticalandem-

piricalperspectivesisimperativebecausetheotherAsiancountriesseemtofollowthesamedy-

namics.

1)Visitingresearchfellow,InstituteofEconomicResearch,ChuoUniversity,Tokyo

2)NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch,Tokyo
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特集Ⅰ：第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

「ポスト人口転換期」の出生動向：少子化の経緯と展望

岩 澤 美 帆

Ⅰ.はじめに

日本の合計出生率（合計特殊出生率）が人口置換水準を継続的に下回り始めてから，

2013年で40年が経過した．日本の総人口のうち実に4割以上が「少子化」の時代に生まれ

た世代である．すでに人口置換水準以下の出生率が当たり前になりつつある時代に，なぜ

「少子化」なのかを問うことは極めて難しい．そこで本稿では，そもそも出生力は歴史的

にどのように変動し，どのように説明されてきたのかといった長期的な視点を含めながら，

今日の低出生率が実現した経緯と今後の展望を論じたい．

Ⅱ.出生力転換とその後の出生動向

1. 予想外のベビーブームとその後の出生率低下

古典的人口転換理論では，人口転換の後は自然増加が0となる均衡状態への到達を想定

していたが，人口転換を経験した多くの先進国で，実際にはベビーブームの到来とその後
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日本の低出生力への理解を深め，今後の見通しを探るため，今日の低出生率が実現した経緯と今

後の展望を論じた．古典的出生力転換理論では自然増加が0となる均衡状態への到達を予想してい

たが，実際には予想外のベビーブームとその後の出生率低下を経験した．現在では世界人口の半数

程度が人口置換水準以下の低出生率地域に居住している．こうした出生率の低下は配偶関係や価値

観の変化を伴っており「第二の人口転換」として概念化が試みられている．「第二の人口転換」の

普遍性を確認する中で，低出生率には二つの水準があること，すなわち人口置換水準をやや下回る

程度の地域と，合計（特殊）出生率が1.5を下回るほどの低水準の地域が存在していることが明ら

かになり，後者については，ジェンダーや親族関係に関わる文化的条件（強い家族仮説）や，近代

化のスピード（圧縮された近代），急激な出生率低下がもたらす負のフィードバック（低出生力の

罠）といった側面が要因として指摘されている．続いて，第二の人口転換をもたらした個人化が，

「自立」や「解放」といった望ましい側面ばかりではなく，配偶関係の不安定化が貧困に結びつく

など社会内の格差を拡大させる可能性があることを指摘した．さらに，一時期多くの先進国で低下

していた合計出生率が一部の地域で反転をみせ，超低出生率自体，一時的な現象なのか，それとも

反転が起こりえない本質的な状態なのかが議論された．これを評価するために，出生率の期間指標

がタイミングの変化によって変動する人口学的メカニズムをいかに統制するかを目指して様々な指

標が考案されている．最後に今後の見通しを論じたが，出生率の上限や下限に関する仮説，出生率

が上昇する可能性と下降する可能性，個人化に対する反動として結婚や家族を再評価する動きが出

てきていることなどを紹介した．



の出生率の低下という想定外の事態が起きた．とくに出生率の低下については，純再生産

率に基づく「人口置換水準」という概念が一般的になるにつれ，「人口置換水準以下の出

生率（合計出生率）」below-replacementfertility（Daviseds.1986）（負の人口増加率を

もたらす出生率と死亡率の組合せ（EncyclopediaofPopulation2003）），日本ではいわ

ゆる「少子化」現象（大淵 2004a,p.1）が社会的な関心を集めるようになった．

人口研究の分野では，1960年代以降に次々と観察された人口置換水準以下の出生率をめ

ぐって，こうした水準の出生率をどのように考えるべきなのか，古典的出生力転換と何が

違うのか，こうした現象は特定の地域に特有なのか，それとも普遍的な現象なのかを明ら

かにすることが課題となった．表1を見ると，欧州のほとんどの地域が期間合計出生率

（PTFR）の低下のみならず，コーホート（生まれ年別）の合計出生率（CTFR）が，す

でに人口置換水準を下回っていることがわかる．
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表１ 期間合計出生率（PTFR）が2.1以上であった最終年およびコーホート

合計出生率（CTFR）が2.1以上であった最終生まれ年

国 名 PTFRが2.1以上で
あった最終年

CTFRが2.1以上で
あった最終生まれ年

クロアチア 1966 1944以前
スウェーデン 1967 1937
ルクセンブルク 1968 1935以前
フィンランド 1968 1939
デンマーク 1968 1944
ドイツ 1969 1937
スイス 1970 1939
オーストリア 1971 1940
ベルギー 1971 1941
オランダ 1972 1942
UK 1972 1949
日本 1973 1935以前
ノルウェー 1974 1961
イタリア 1976 1943
ハンガリー 1977 1944以前
ボスニアヘルツェゴビナ 1979以前 1951
ブルガリア 1979 1952
スロベニア 1980 1945以前
ギリシャ 1980 1935以前
チェコ 1980 1951
スペイン 1980 1952
ポルトガル 1981 1951
フランス 1984 1961
リトアニア 1987 1960以前
ラトヴィア 1988 1960以前
ポーランド 1988 1962
スロバキア 1988 1963
セルビアモンテネグロ 1988 1966
エストニア 1989 1945以前
ルーマニア 1989 1961
アイルランド 1990 超過
マケドニア 1993 超過
キプロス 1995 n/a
マルタ 1996 1945
アイスランド 1996 超過
アルバニア 2005 n/a

出所：日本については『人口動態統計』．諸外国については，Smallwoodand
Chamberlain（2005）．



2.「第二の人口転換」の登場

レスタギとヴァン・デ・カーらは，人口置換水準以下の出生率がもたらされる背景とし

て1960年代後半以降，北西ヨーロッパで特徴的に見られた世俗化や自己実現を重視する価

値意識の登場に着目し，それが避妊効率の高い低用量ピルの普及と相俟って，晩婚化や非

婚同棲，離婚の増加，婚外出生の増加をもたらしたと説明した（表2）．こうした家族形

成パターンに関する大きな変化は「第二の人口転換」TheSecondDemographic

Transitionと呼ばれ（LesthaegheandvandeKaa1986），その後，先進国や出生率が低

下しはじめた新興国でも同様の変化が見られていることが指摘されている（Lesthaeghe

2011）．「第二の人口転換」のルーツは，人口経済学者イースタリンの周期的出生力理論の

検討であるという．またアリエスの「子どもの誕生（子どもは王様から夫婦は王様へ）」，

マズロー，イングルハートらの「脱物質主義」といったポスト近代社会論と同じ流れの中

にあると理解されている（Lesthaeghe2010,2011）．また，ヴァン・デ・カー は第二の

人口転換の先に待ち受けるものとして，人口移動による調整を予測している（vandeKaa

2003）．
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表２ 西欧社会における第一，第二の人口転換に関連する人口学的・社会的特徴

FDT
（第一の）人口転換

SDT
第二の人口転換

A.結婚

既婚割合は上昇，初婚年齢は低下 既婚割合は低下，初婚年齢は上昇

同棲は低い水準，もしくは減少 同棲は増加（結婚前，結婚解消後）

離婚は少ない 離婚の増加，早期化

再婚は多い 離別，死別後の再婚はともに減少

B.出生力

高年齢での低下による有配偶出生力の低下，
第1子出生年齢は低下

先送りによるさらなる出生力低下，第1子
出生年齢の上昇，構造的な人口置換水準以
下の出生率

不十分な避妊と望まない出生 効果的な避妊（特定の階層を除く）

嫡出でない出生の減少（10代女性について
はこの限りではない）

（10代の意図しない妊娠ではなく）同棲カッ
プルの出生に起因する婚外出生の増加

婚姻カップルにおける低い無子割合 カップルにおける無子割合の増加

C.社会的背景

物質的欲求：所得，労働条件，住宅，健康，
就学，社会保障．連帯重視

高次の欲求の高まり：自立，自己実現，表
出的仕事や社会化された価値，草の根民主
主義，承認．寛容性重視

政治的，市民的，そして地域社会的ネット
ワークへの参加．社会的結合の強化

市民的かつ地域社会的ネットワークからの
離反．表出的・情緒的社会資本への移行．
社会的結合は弱体化

国家と教会による強い規範的な規制．初期
の世俗化運動，政治的かつ社会的な「柱状
化」

国家の弱体化，戦後の世俗化運動，性革命，
反権威主義．政治的「脱柱状化」

性別役割分業，家族主義的政策，中産階級
化．片稼ぎ家族モデルの普及

性別役割の対称化．女性の経済的自立

順序だったライフコース，慎重な結婚，画
一的家族モデルの席巻

柔軟なライフコース形成，多様なライフス
タイル，不確実性

出所：Lesthaeghe（2010,2011）



「第二の人口転換」が文化や歴史の異なるあらゆる地域で普遍的にあてはまるのかにつ

いては異論もあるものの（Coleman2004），出生率が人口置換水準で下げ止まらずに，そ

れ以下の水準になること自体は世界的な潮流と認識されている（BulataoandCanterline

2001）．実際，2010年時点で世界人口の48％が「人口置換水準以下の出生率」地域に住ん

でおり（UN2011），そう遠くない将来に世界人口の過半数が少子化社会で暮らすように

なるものと思われる．

Ⅲ.ポスト人口転換期の多様性と超低出生力

1.「超低出生力」の登場

1990年代には，国際比較が可能な調査データの蓄積も進み，こうした「第二の人口転換」

の確認作業―「第二の人口転換」は普遍的な現象か？―が進んでいった．その中で，地域

による多様性が発見されていくと同時に「第二の人口転換」で想定されていた「置換水準

をやや下回る」といった想定からは逸脱する極めて低い出生率を経験する地域が登場する．

合計出生率が1.3を下回るような，とりわけ低い出生率は「超低出生力」“lowest-low

fertility”（Billarietal.2002）と呼ばれた．こうした地域は晩婚化や出生の先送りが急

激に起こったことによる「テンポ効果」（後述）が大きいと見られているが，先送りが後

に取り戻されるかを含め，社会の反応は歴史的経路に大きく依存していると考えられてい

る．

レスタギは，合計出生率に影響をあたえる様々な社会変化とその作用の仕方を図1のよ

うにまとめている（Lesthaeghe2011）．
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図１ 第二の人口転換関連要因が合計出生率に与える二つの影響

出所：Lesthaeghe（2011）.



雇用形態における非正規職員の増加やグローバル化の流れの中で，より付加価値が高く

競争力のある職能が求められるようになり，高学歴化やキャリア形成期の長期化が進んで

いる．また，自己実現を重視する意識や未来に対して選択肢を残したい欲求が同時に進ん

でおり，出産を先送りする傾向を後押ししていることが示されている．一方，性別役割分

業意識が弱まり，男性の子育て参加や，政策による公的支援などが進めば，出生の先送り

を取り戻せることも示している．

2.「超低出生力」の説明

先送りされた出生が取り戻される社会がある一方で，低い出生率にとどまる社会がある

のはなぜか．その説明においては，男女の生き方を決めるジェンダー意識や，教育投資や

居住様式，高齢者扶養と関連が深い親子関係に関わる文化的側面に関心が寄せられている．

オーストラリアの社会人口学者のマクドナルドは，ジェンダー意識は社会において一様に

変化するのではなく，しばしば，教育や職場などの公的な領域で先に進み，家庭内におけ

る男女の役割が固定的なままであるとし，そうした社会では出生率が極めて低くなる傾向

を指摘した（McDonald2000）．このような社会には日本や韓国が含まれる．こうした視

座は韓国の社会学者チャンが名付けた「圧縮された近代」“compressedmodernity”

（ChangandSong2010）とも重なるであろう．近代化が急速に進むことによって，新た

に登場した社会経済制度とそれ以前から続く文化的態度などが併存する時期を経験するこ

とになり，それがしばしば家族形成や再生産に不利に作用することになる．日本について

は落合が「家族主義的個人化」（落合 2011）の進展をこの文脈で論じている．また，日本

以外の低出生力の国については，イタリアの社会人口学者ダラズアンナとミッケリーが

「強い家族と低出生力」というテーマで研究をまとめ，生活の様々な面で親や親族との繋

がりが強い（家族主義）社会ほど，現代では低出生力を経験していることを指摘している

（DallaZuannaandMicheli2004）．出産の先送りはリスク回避的行動と見ることができ

る（McDonald2009）．家族主義の社会では，家族は無防備な個人に対して保護を与える

唯一の社会的資源となりやすく，ゆえに家族がリスクになることと表裏一体と言えよう．

他にも佐藤（2008）は，日本におけるいわゆる「カップル文化」の不在が結婚や再生産に

マイナスに作用している可能性を指摘している．今日の少子化は，急激な社会変化の中で

家族が保護役割を十分に果たせなくなっていることを意味している．家族に代わる支援

（高橋 2004,阿藤 2011），家族への支援（松田 2013）双方の充実が求められている．そ

の他，日本を含む東アジアは総じて低出生力を経験しているが，儒教や封建制を取り入れ

た歴史的経緯の違いによって差異があることについて，鈴木（2009）やジョーンズら

（Jonesetal.2009）が詳細に論じている．また，超低出生率地域では，一般に出生力の

高い移民が少ないという事情もある（Kohler,Billari,andOrtega2002）．

なぜこのような低出生力状況が起きるのかということ以外に，低出生力状況からどのよ

うに脱することができるのか，という問題も議論されている．リンドファスらは行動規範

の伝播に着目し，同棲やシングルマザーといった行動について，そうした経験をしている
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人が知人にいるかを調べる調査を通じ，新しい行動パターンが身近な存在になることで規

範が変化している可能性を指摘している（Rindfussetal.2004）．一方，低出生力状況は

一度経験するとフィードバック効果により低出生力状況が加速されるという指摘もある．

例えば，子どもが少なくなることで，子ども向けの商品やサービスが削減され，子育て事

情がますます悪化するといったメカニズムである．これをルッツは「低出生力の罠（low

fertilitytrap）」仮説（Lutzetal.2006）と呼び，こうした負の影響が出る前に出生力が

回復することが重要であると論じている．

Ⅳ.格差の拡大と合計出生率の反転

1.「第二の人口転換」は「自立」「解放」か？

一般に「第二の人口転換」は教育水準の上昇や男女平等，個人を尊重した人間開発が進

んだ社会によりあてはまると捉えられている．こうした地域では，とりわけ女性の経済力

の向上が著しく，加えて，そうした女性の稼得能力が従来のように結婚や出産にマイナス

の効果をもたらすのではなく，むしろ家族形成に有利に作用することがあることも明らか

になりつつある．スウィーニーは米国で女性の稼得能力が，近年，結婚と正の関係を示す

ようになっていることを示している（Sweeney2002）．日本では従来女性の学歴や収入は

結婚にマイナスの影響があることが示されてきたが，2000年代に入り傾向が変わってきて

いることも指摘されている（福田 2012,Fukuda2012）．

しかしながら，一方で，こうした家族形成の変化が進む社会が，「自立 autonomy」

「解放 emancipation」といった輝かしい側面ばかりではないことも注目すべきであろう．

マクラナハンは，20世紀後半に欧米で顕著になった，出生年齢の上昇，母親の就業率の

上昇，離婚の増加，婚外出生の増加に着目し，子どものウェルビーイングという観点から

みると，前者二つはプラスの効果をもち，後者二つはむしろマイナスの効果を持つことを

指摘した（McLanahan2004）．さらに，前者二つは高学歴女性でより多く経験され，後

者二つは低学歴層の女性により多く経験されていることから，第二の人口転換における変

化のうち，子どもに有利な変化は社会経済的に恵まれた層で経験され，不利な変化は資源

に恵まれていない層で経験されるといったことで，社会的格差が拡大する方向に働いてし

まうことを危惧する．またペレリ－ハリスらは，欧州における同棲経験者の社会経済的属

性を分析し，社会経済的資源に恵まれていない人ほど同棲を経験しやすい傾向を明らかに

した（Perelli-Harrisetal.2010）．日本でも離婚，同棲，婚前妊娠結婚，婚外出生が学

歴の低い層に集中する傾向が確認されている（RaymoandIwasawa2008,Raymoetal.

2009,岩澤・三田 2010,Raymoetal.2013）．このように「第二の人口転換」は女性の

エンパワーメントがドライブになっている面がある一方で，社会的弱者がさらに生活基盤

を弱化させる側面も併せ持つ．
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2.「超低出生力」は本質的か一時的現象か？

合計出生率が1.3を下回る超低出生率の出現や「低出生力の罠」など，20世紀終盤は出

生率の見通しに関する悲観的論調が優勢であった．しかしながら1990年代後半以降，イタ

リアにおける出生率回復を皮切りに（CastiglioniandDallaZuanna2009），東欧・中欧

の落ち込み後の回復など（Sobotka2011），超低出生力を経験した国々で相次いで合計出

生率が反転し，「超低出生力の終焉」（Goldsteinetal.2009）とも言うべき潮流が形成さ

れた．日本については2005年に合計出生率が1.26を記録したが，その後反転上昇し，2013

年には1.43となっている．こうした合計出生率の反転はなぜ起こったのか．南欧など欧州

について分析した研究によれば，晩産化の進展が止まり（人口学的にはテンポ効果の消滅

とみなせる），出生力の高い移民が増加したこと，景気の回復，子育て支援の増進，とく

に両立支援政策の拡充などが要因として指摘されている（CastiglioniandDallaZuanna

2008,Billari2008,Goldsteinetal.2009,Caltabianoetal.2009）．また南欧では，本来，

再生産に有利であった家族主義的な南部地域よりも，西欧諸国に特徴的な家族ライフスタ

イルが急激に普及している北部地域で出生率の回復が著しいことが指摘されている

（CastiglioniandDallaZuanna2009）．日本についても，都道府県別の出生率変化を説

明する要因を分析したところ（岩澤・金子 2011），晩産化の停止，景気の回復，外国人の

増加が2005年以降の期間合計出生率上昇の一翼を担っていることがわかった．さらに，第

1子や第2子の出生率上昇は家族主義を示す三世代家族世帯割合が低いほど高いなど，南

欧で確認された“家族主義と出生率との負の関係”が日本でも指摘できる結果が得られて

いる．

出生率の低下には社会制度や政策，経済状況の変化が大きくかかわっているが，ここで

は，人口学的に重要なメカニズムである，晩産化によるテンポ効果とその消滅について，

もう少し詳しく述べる．

3. テンポ効果をめぐる人口学的分析

超低出生率と人口減少に対する社会的関心の高まりの中で，人口学的説明も大きく貢献

し，出生率指標をめぐる研究の深化が起きた．出生力指標には様々なものがあるが，女性

人口の規模と年齢構造の違いに依存しない合計出生率（合計特殊出生率）が総合指標とし

て最もよく参照される．これは女性の年齢別出生率を再生産年齢とみなすことができる15

歳から49歳までについて合計した数値である．さらに，同じ年次の15歳から49歳までの年

齢別出生率を用いる場合と，t年の15歳出生率，t+1年の16歳出生率，…，t+34年の49歳

出生率を合計する場合があり，前者が期間合計出生率，後者がコーホート合計出生率と呼

ばれる．この二つの指標は，中長期的に子どもの生み方に変化がないときは，ほぼ同水準

を示すが，世代ごとに晩産化していたり，反対に出生年齢の早期化が起きている場合は，

水準に差が生じ，期間指標の動向の解釈が難しくなる．世代ごとの出生年齢パターンが高

齢にシフトする晩産化が起きている場合，たとえ，コーホート合計出生率に変化が生じて

いなくても，期間合計出生率は一時的に低下する．このような変動はテンポ効果あるいは
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タイミング効果と呼ばれ，テンポ効果によらない合計出生率の変動を「量」を表す言葉を

用いてカンタム効果と呼び，概念上区別する．出生力転換が完了した地域では，多くの場

合このような晩産化が起きており，従って，期間合計出生率の一時的な落ち込みとその回

復は，一部あるいは大部分がこのようなテンポ効果の発生と消滅によって説明される．期

間合計出生率の低下にテンポ効果が含まれるなら，その分を足すことによってテンポ効果

が無かった場合の合計出生率の水準が示せるのではないか．このような発想から，平均出

生年齢の変化率を使って期間合計出生率を調整した指標をボンガーツとフィーニーが考案

し，テンポ調整合計出生率が提案されている（BongaartsandFeeney1998,2005）．し

かしながら，実際の年齢別出生率のパターンの変化は，平均出生年齢の変化率といった単

純な指標で一元的に表すことができるものではなく，この指標が仮定している条件に実際

のデータが合わないことも多いことから，こういった単一指標によるテンポ効果の分離は

不可能であるとの見方もある（ImhoffandKeilman2000）．

近年では，出生順位別出生ハザード（各出生順位出生を経験していない女性をリスク人

口とした場合の当該出生の生起率）を用いた出生力表fertilitytable（死亡を事象とする

生命表lifetableの考え方を出生に応用したもの）に基づいた合計出生率がテンポ効果を

ある程度緩和することが示されている（RalluandToulemon1994,Yamaguchiand

Beppu2004,BongaartsandSobotka2012）．この出生力表に基づく合計出生率は，「あ

る年の出生順位別年齢別“ハザード”に従って女性が子どもを出生した場合に実現する合

計出生率」と解釈される．日本についても出生力表に基づく合計出生率を算出してみたと

ころ，水準に関しては，期間指標の年次に29歳である女性のコーホート合計出生率をやや

下回るものの，期間合計出生率よりは高い水準で推移していることがわかった（岩澤・金

子 2013）．また2005年以降は，期間合計出生率と同様，それまで低下していた傾向が一転

して上昇し，2010年前後には，コーホート合計出生率と出生力表に基づく期間合計出生率

がほぼ同水準になっていた．すなわち，これまで両者の差をもたらしていたテンポ効果が

2010年頃までにほぼ消滅していることを意味する．こうしたテンポ効果による落ち込みと

その後の反転は欧州各国でも観察されている（Goldsteinetal.2009,Sobotka2011,

BongaartsandSobotka2012）．ただし，テンポ効果の消滅だけで近年の出生率上昇がす

べて説明できるわけではなく，実質的な行動変化が起きている可能性も指摘されている

（金子 2010）．そもそも，テンポ効果とカンタム効果は独立とは限らず，むしろ出生年齢

の高齢シフトは完結レベルの低下を伴うことが多い．これはテンポ－カンタム相互作用

（tempo・quantuminteraction）（Billarietal.2002）と呼ばれる．もし現在，出生年齢

の若年シフト，すなわち早産化が起きているとすれば，完結レベル，すなわちコーホート

合計出生率そのものが若いコーホートで上昇することも十分にあり得る．実際，先進国の

いくつかの国では，コーホート合計出生率での反転をも予想される事態となっている

（Myrskyl�aetal.2013）．このほか，たとえ完結レベルは不変でも，出生のテンポの早ま

りは，マクロな出生数を増加させることで中長期的に人口規模にプラスの効果をもたらす

ことも重要である（Lutzetal.2003,金子 2007,岩澤 2007）．
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Ⅴ.出生力の将来見通しに関する議論

1. 出生率の下限と上限

出生力は今後どのような推移を見せるのであろうか．最初に出生率の下限と上限に関す

る議論を振り返ってみよう．フォスターは出生力の下限について，社会生物学的観点から

興味深い説明をしている（Foster2000）．すなわち，近代社会の成立によって性と生殖の

分離が可能になったが，人間は養育したい欲求，そして養育されなければならない特徴が

あり，少なくとも1人の子どもをもつという「下限」があるのではないか，というもので

ある．では，実際はどの程度なのだろうか．前節でも論じたように，期間合計出生率はテ

ンポ効果によって変動するので，ここではコーホートの完結レベルについて取り上げる．

まず下限についてであるが，ゴリーニは20～30％の女性が生涯無子で，残りが一人しか生

まない場合，合計出生率は0.7～0.8になるとの計算結果を示している（Golini1998）．し

かし3割という無子割合に今のところ根拠はない．少なくとも，2010年時点ではあらゆる

国でコーホート合計出生率は1.3を上回っている（Myrskyl�aetal.2013）．

一方最大値については，人間の出生力の潜在力は，生物学的には特異なほど高いと見ら

れている（大塚（他）2002）．ただし，近代社会は複雑化した環境に適応するために高い

人的投資が求められるようになっており，数の多さよりも質の高さを重視する再生産戦略

がとられている．したがって潜在力の高さが完結レベルの高さに結びつく可能性は薄い．

むしろ完結レベルの動向に影響するのは生殖補助医療の効果であろう．オランダでは人工

授精を含めると，最近の出生の7％が不妊治療が関与したものであり，比較的高いと言わ

れるオランダ女性の出生力に貢献していると見られている（Sobotka2008）．第1子出生

年齢が高齢にシフトしていく中で，出生可能年齢の上限がこうした生殖補助医療によって

延長されることがあれば，前節で示したテンポ－カンタム相互作用による抑制効果が緩和

されることになり，完結レベルが引き上げられることになるであろう．さすれば，女性の

選択肢は一層拡大し，生物学的制約から解放される時代が来るのかもしれない．ただし，

こうした見方については，むしろ女性が生殖補助技術に振り回されることになるとの懸念

も示されている（NeyerandBernardi2011）．

2. 人口転換理論が見通せなかった将来をどう読むか

最後に今後の出生率の上昇要因・低下要因を大淵（2004b），Lutz（2006）等の議論を

参考に整理してみたい．

� 出生率上昇の可能性

まず，（コーホートの）合計出生率上昇の可能性について考えてみたい．

有力な概念にホメオスタシス理論がある．ホメオスタシス（恒常性）は，本来，生体が

外的な環境変化に合わせて生体内の環境を一定の状態に保とうとする機能を有することを
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表した生理学の概念であるが，その後社会変動の説明にも転用されている．これを再生産

に応用すれば，人間の文明はより進んだ段階に進む過程で，一時的には人口再生産が困難

な時期を経験するが，いずれ調整が進んで安定した再生産システムを回復するというもの

である．しかしこの概念を生かすためには，変化の時間軸およびメカニズムについてより

具体的に特定する必要がある．

低出生力状態は持続しないことを想定するものには，ほかに循環理論がある．イースタ

リンは世代間相対所得仮説において，生まれた時，経済状態が悪かった（親の所得が低い）

子世代は人口規模が小さく，その世代が大人になると相対的に所得が高くなるため，親世

代より子どもも多く生むことで低出生力世代と高出生力世代とが入れ替わることを提示し

た（Easterlin1980）．ただし，こうした出生率の循環はアメリカでも半分のサイクルが

確認されたのみであり，理論通りに循環が観察されるケースはまれである．出生率の変動

には様々な要素が絡んでいるため，純粋に一つのメカニズムだけを検証することが難しい

という事情もある．

そのほか効果的な出生力促進政策も多くの研究者や政策立案者が期待するところではあ

るが，どの時代，どの地域にも効果的な確実な政策はない，というのが専門家の間で一致

した見方であろう．ただし，近年の研究の蓄積により，子どもの数だけでなく子どもを生

むタイミングに働きかける政策が有効であることが認識されている．教育期間の短縮化と

いった政策が，出生年齢の若年化を通じて出生にプラスに寄与することが指摘されている

（LutzandSkirbekk2004,金子 2007）．その他，国家・民族間の競争心が出生力を増進

する（敵対する地域は両者とも高い）という仮説もあるが，近年の欧州の例を見ると，敵

対する地域では両地域ともに出生率が激減しており，仮説の有効性は低い（Lutz2006）．

� さらなる低下の可能性

一方，出生力のさらなる低下を予見させる要素も少なくない．最も大きな潮流には個人

主義の普及がある．我々の社会は，親族・家族や地縁社会に基づき，個人の嗜好が制限さ

れていた生活から，自由を重視する匿名的な個人が開放的な構造の中で暮らす社会へと変

化してきた．その結果，誰もが結婚し，それを継続し，子をもつライフコースが主流では

なくなりつつある．また，流動性が高まる中で，子どもを持つといった比較的将来の選択

肢を狭める意思決定を若者が先送りにする傾向も強い．こうした個人主義の潮流は，出生

力低下に結びつく具体的な現象に波及する．ルッツが 7つの側面を指摘しているので

（Lutz2006），それを簡単に紹介したい．

1） 一つ目は女性の経済的自立である．女性の経済的自立，とくに雇用労働者化が進むに

つれ，出生力は下がってきた．ただし，近年では子育てと就業の両立に関する公的な

支援あるいは民間によるサービスが充実することで，女性の就業が出生の阻害要因と

なりにくい先進諸国（フランスや北方諸国）も登場している．

2） 2つめは結婚の不安定化である．女性の経済的自立や社会の流動性の増加がカップル
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の解消の促進要因となっている．親の離婚が子どもに否定的な影響をあたえると考え

る人は，不安定な関係の中では子どもを持とうとしないであろう．一方，離婚の増加

は再婚の機会を増やし，新たに形成されたカップルが子どもを持つことを促す可能性

がある．ただし，実際に出生力全体に対して明確な効果が認められたケースはほとん

どない．

3） 大衆消費社会も出生力にはマイナスの効果をもたらすと考えられている．余暇や嗜好

品の追求によって自分自身の「楽しさ」が重視される社会では，子育ては「負担」が

多く，そうした「楽しさ」を阻害するものになりかねない．子育てそのものが「楽し

さ」になるか，子育てにまつわる「負担」が小さくなることがない限り，人々は子ど

もを持とうとは思わない．

4） 先進国の人々は，避妊に関する知識を持ち，そうした手段にアクセス可能であるにも

関わらず，未だに多くの妊娠・出生が意図しないものである．仮に，完璧な効率を誇

る避妊法が今後普及すれば出生力は今よりも低下する余地が残されている．

5） 少子化を経験した多くの国では，実際の出生率が2を下回る一方で，理想的な子ども

数は平均で2を上回るという調査結果を示してきた．この理想子ども数と現実の子ど

も数との差の存在が，人々が希望する子ども数を持てることを目的とした支援政策の

根拠となってきた．しかし2000年代に入り，ドイツ語圏の調査で衝撃的な結果が報告

された．理想子ども数が2を大きく下まわったのである．理想子ども数は変化しない

という楽観的見込みは今日大きく後退しつつある．現実の出生率が低下すると，それ

を見た次の世代が理想子ども数自体を現実に引きよせて低く考えることがあり得，負

のスパイラルが指摘されている（Goldsteinetal.2003）．

6） 人口過密地域における環境汚染といった要因も，人間の生殖能力に悪影響を与えてい

ることを示す結果が蓄積されているほか，喫煙やストレスといった要因も不妊のリス

ク要因と見られている．

7） そして，あらゆる生活のレベルで経済的なグローバル化が進み競争的傾向が強化され

ていることも出生力にはマイナスの影響を与えることが予想される．競争的なグロー

バル社会では，教育投資が必須で有り，突発的な移動にも対応し，時間にかかわらず

働く必要がある．いずれも安定的なパートナー関係や子育てには不利な状況である．

たとえ人々が子どもを持ちたいと思っていても，両立ができない状況では決断が先送

りされる．こうしたグローバル化の潮流は，今のところ抑制される気配がないどころ

か加速する傾向にある．出生力が回復するためには，個人の自由や効率性といった今

日的価値観と矛盾しない家族との生活や子育ての方策が見つかるか，価値観そのもの

の転換が起こることを期待するしかさなそうである．
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Ⅵ.結語

最後の節で述べた，先進国においてさらなる出生率低下を招きうる潮流は，いずれも多

くの人が自由やより快適な暮らしを望んだ結果であり，こうした中で出生力が反転する可

能性は少ないもののように思われる．しかし，こうした社会では子どもを含む脆弱な個人

を誰が支えるのかが共通の課題となっている．従来脆弱な個人は，社会制度としての結婚

で結びついた家族で支えられてきたが，転換が進むにつれ，公共のサービスや市場に担わ

れる部分が大きくなってきている．しかしその先に家族が不要な社会が来るのかといえば，

そうとも言えない．むしろ結婚離れがある程度進んだ近年の北米や欧州を見ると，同棲よ

りもコミットメントが強固で生活が安定する結婚を再評価する動きや（Waiteand

Gallagher2002,Cherlin2004,Kowaleski-JonesandWolfinger2006），実際に北欧で

は婚姻率が再上昇するなど（Ohlsson-Wijk2011），親密な関係を強化することに対する

期待は決して失われていないように思われる．日本でも，2000年頃まで増えていた，生涯

独身であることや離婚に対する肯定的意見が，その後減少に転じるなど，結婚や家族に対

するイメージが変化している（釜野 2013）．ただし，それが行動の変化，すなわちコーホー

ト合計出生率の反転上昇をもたらすまでには至っていない．国立社会保障・人口問題研究

所の将来推計人口における出生率中位仮定に基づく見通しによれば（国立社会保障・人口

問題研究所 2012），50歳までに結婚する女性の割合は1940年生まれ女性では95％を超えて

いたが1975年生まれでは83％と10ポイント程度低下することが予想されている．そして初

婚どうし夫婦の平均完結出生児数は2.18から1.78まで低下し，その結果，コーホート合計

出生率も2.04から1.4程度にまで低下することになる．今日の状況が続けば，これに続く

世代も概ねこのような水準の出生力を示すと見られるが，新たな世代で変化が起こりえな

いということでもない．本研究で示してきたように，出生率の歴史は，常に想定外の歴史

であったということに我々は留意しておく必要がある．
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FertilityTrendsinPost-transitionalSocieties:ProcessandProspectsof
Below-replacementFertility

MihoIWASAWA

Togiveaninsightintothefutureoflowfertilitysocieties,Iintroducetheprocessoffertilityde-

clineandexplanationsthereof.Althoughtheclassicfertilitytransitiontheoryassumesthatasociety

reachesastaticphaseinwhichitsnaturalincreaseiszero,inreality,unexpectedbabyboomsand

fertilitydeclineshaveoccurred.Today,halfoftheworldpopulationlivesinareaswithsub-

replacementfertility.Thisfertilitydeclineisaccompaniedbychangesinrelationshipbehaviorsor

values,andthisisconceptualizedastheseconddemographictransition(SDT).Verylowfertility

withTFRof1.5orlessischaracterizedbyagenderasymmetrysystem,astrongfamilysystem,

compressedmodernity,andnegativefeedback,knownasthelowfertilitytrap.Ontheotherhand,

individualismobservedintheSDTreflectsnotonlyautonomyoremancipationbutalsoaccelera-

tionofsocialstratificationderivedfromtheinstabilityofcouplerelationshipsorpoverty.Whether

theobservedverylowfertilityisatemporalphaseorpermanentisexaminedthroughdemographic

analysisconsideringfertilitytiming.Forfuturefertilitytrends,hypothesesregardingtheupperor

lowerlimitofthefertilitylevelandnewfamilyvalues,analternativetoindividualism,aredis-

cussed.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）71－2（2015.6）pp.102～121

特集Ⅰ：第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

TheFirstandSecondTransitions:Japanand
SouthKoreaCompared＊

Ho-ilMOONandOsamuSAITO

Introduction

AccordingtotheUnitedNations'WorldPopulationProspects(UNPD2011),theproportionof

theworld'sworkingagepopulationisestimatedtoshrinkfrom66percentin2010to63percent

in2050whilethatoftheelderly(65yearsorover)increasesfrom8percentto16percent;but

asfarasthewholeworldisconcerned,theshareoftheyoung(0-14years)willstillremainalittle

over20percentin2050.IfweturntoEastAsiathesituationisverydifferent.InJapan,the

dependencyratio(theproportionofthesumof0-14year-oldsandover65year-oldstothetotal

population)willincreasefrom36percentto49percentwiththeshareofover65year-oldsinthe

totalpopulationreachingthe35percentmark.Thetempoofageingisevenmorerapidinthe

RepublicofKorea(SouthKorea,orsimply"Korea"unlessotherwisestated):thecorresponding

increaseinthedependencyratioisfrom28percentto46percentandtheshareofover65

year-oldsisestimatedtobe33percentin2050.Onthefertilityside,moreover,thetotalfertility

rate(TFR)nowstandsverylowinbothcountries.In1995,Korea'sTFRwasstill1.63while

Japan'sstoodat1.42.In2010,however,theKoreanTFRof1.28andJapan'scorrespondingrateof

1.39aretwoofthe"lowest-low"ofthepresentworld(UNSD2012).

However,thisdoesnotnecessarilymeanthattheprocesshasbeenmoreorlessidenticalinthe

twocountries.Asiswellknown,Japan'smovetowardsageinginthepastseveraldecadeswasdue

primarilytoadecreaseinmortalityinthe65+agegroup,ontheonehand,andasubstantialrise

inthefemaleageatmarriageanditsunintendedeffectonthebirthofachildofhigherparity(see

forexampleKanekoetal.2008)1),ontheother.AsforKorea,theprocesstookplacemorerecently,

asaresultofwhichchangesinbothmortalityandfertilitytendedtobemoredramatic;butattention
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1)ThisimpliesthatthecompletedfamilysizeofthemarriedcoupledidnotdeclineasdramaticallyastheobservedTFRs

wouldsuggest.



hassofarbeenpaidalmostexclusivelytofertilitydecline.Accordingtorecentsurveysofevidence

andfactorsassociatedwithsuchfertilitychange(Lee2009;Suzuki2012),someoftheforcesat

workinKoreaweresimilartothecaseofJapan;forexample,delayedmarriageandhencedelayed

childbearingaresignificantcorrelatesofdecliningfertilityinbothcountries.Buttherearetwo

distinctdifferences.Oneiscontraception:asfortheperiodafter1990,theproportionofmarried

womenpracticingcontraceptionwassubstantiallyhigherinKoreathaninJapan.Theotheristhe

demandforchildren:inbothcountriestheidealnumberofchildrenthecouplewouldliketohave

wasgenerallylargerthantheactualnumberthecouplehad;butthelevelwaslowerinKoreathan

inJapanfortheperiodfrom1880to2005(Suzuki2012,pp.63-64).Suzukihasalsonoted

elsewherethatthemagnitudeofKoreanfertilitydeclinewas"unexpected"giventheprevalenceof

son-preference,whichwasmuchgreaterthaninJapan(Suzuki2009),indicatingthatpreference

changemayhaveaccountedformuchofthe"unexpected"changethattookplaceintheperiodafter

1990.Theseobserveddifferencessuggestthatsomeaspectsofreproductivebehaviourdiffered

significantlybetweenthetwocountries,asfarastherecentperiodoffertilitydeclineisconcerned.

Thispaperisthereforedecidedlydemographic.Whatwewouldliketoaccomplishinthispaper

istodecomposetheageingprocessesofJapanandKoreainthehopethatitwillgoasubstantial

waytowardsabetterunderstandingofthetwocountries'divergentaswellassharedexperiences.

Thenextsectiontakesacursorylookattherecenthistoryfromthedemographictransitiontothe

post-transitionera.SectionIIisanattemptattheagegroupdecompositionofchangesinlife

expectancy,followedbyananalysisofthecomponentsofdecliningfertility,i.e.thevaryingeffects

ofagestructure,marriageandreproductivebehaviouronfertilitydecline(SectionIII).SectionIV

summarisesthefindingsandexplorestheirimplications.

I.Thedemographictransitionandpost-transitionchanges

Historically,theageingprocessisastageemergingaftertheclassicaldemographictransition,

involvingalsotwocomponents:mortalitydeclineandfertilitydecline.Foranycountry,according

toJean-ClaudeChesnais,the"historicalmarkers"ofthedemographictransitionarethestarting-

andend-pointsofthetransitionprocess,i.e.thestartingpoint(Tα)markedbythebeginningof

mortalitydeclineandtheend-point(Tω)byanear-zeroorverylowrateofnaturalincrease;in

between,comesthemid-point(Tβ)atwhichfertilitybeginstodecline(Chesnais1992).His

examinationandperiodisationofindividualcountrycasesisbasedlargelyoncrudebirthandcrude

deathrates.

InthecaseofJapan,forexample,Tα isidentifiedtohavebeeninthe1920s,Tβ wasinthe

post-WorldWarIIyearof1949,andTω cameintheearly1970s,returningtoarateofnatural

increaseattheendofthenineteenthcentury.OnefeatureofJapan'stransitionisthattherewasa

"fairlylongperiodofstability"of1956-72,andthattheperiodwasfollowedby"amodestdecline,
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reflectinganewdownturninfertility"(Chesnais1992,Figure8.4fonp.246,andpp.250-251),

althoughhedidnotrealisewhenhewrotetheoriginalFrencheditionthatthis"newdownturnin

fertility"wouldeventuallyleadtolowest-lowfertility.Perhaps,weshouldaddacoupleof

additionalpoints:first,thatinfantandchildmortalityhadstartedtodeclinegraduallyinthe

inter-waryearsandthendeclinedsubstantiallybeforetheeraofstrongeconomicgrowthbeganin

themid-1950s,andsecondthattheaveragenumberofchildrenawomanwouldhave(i.e.TFR)had

decreasedfromthelevelof4.3-4.5inyearsimmediatelyafterthewartotherangeof2-3inthe

1950s,againbeforethegrowthdrivestarted.The"fairlylongperiodofstability"coincidedwiththe

ageofthisgrowthdrive,andtheendofthestronggrowtherawitharenewedphaseoffertility

decline,anotherfertilitytransitionleading,thistime,tonegativepopulationgrowth.Inotherwords,

Japan'smoderndemographichistoryischaracterisedbytheseparationofthisrecentdeclinein

fertility,oftencalledbydemographersthe"seconddemographictransition",fromthefirst2).

TurningtoSouthKorea,unfortunately,notmuchissaidaboutinChesnais'bookonthefirst

demographictransition,althoughtheaccompanyinggraph(Figure8.8bonp.266)suggeststhat

Tβ cameinabout1960,andalsothatevenin1980,atwhichthegraphends,theKorean

demographictransitionwasnotcompletedyet.Nowthatthecountryhasalreadyentereda

lowest-lowfertilityregime,thisobservationimpliesthatKoreahadnointerveningperiodof

"stability"betweenthefirstandthesecondtransitionperiods.Letusexaminethispossibilityby

lookingatagraphshowingthemovementsofbothTFRandtheexpectationoflifeatbirth(e0,both

sexescombined)inthetwocountriesfrom1950to2010(Figure1).NotethattheKoreangraphs

arebothlinkedseries;thedottedlineindicateswherethelinkageismade3).

WhilethegraphofJapan'sTFRssimplyconfirmstheafore-mentionedperiodisationbasedon

Chesnais'observations,theKoreangraphismoresuggestive.Giventhe1960figureof6.0,the

TFRsseemtohaveremainedveryhighuntilthe1960s,whichislentsupportbytheUNestimates

ofquinquennialaveragesforthe1950-70period:5.05for1950-54,6.33for1955-59,and5.63for

1960-64(UNPD2013).Fertilitydeclinebeganinthe1960sanditwasrapidsincethen.Intheearly

1980sTFRcamebelow2;fifteenyearslater,i.e.between1995and2000itdeclinedfurther.In

2000itcamebelowthe1.5mark,theoft-quotednumberatwhichacountryissupposedtoenter

thelowest-lowregime.TheshapeofthegraphmaybetakentosuggestthatintheKoreancasetoo

therewasaperiodofstability,i.e.from1985to2000.Buttheperiodisjusttooshort,soshortthat
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2)Fortheideaofaseconddemographictransition,seeforexamplevandeKaa(2003).Incomparisonwiththeexploration

ofthefirst,however,emphasisinthediscussionofthesecondhasbeenplacedalmostexclusivelyonfertilitydecline.

Therearesomenotablegeographicaldifferencesontheworldscene.Forthis,seeReher(1998)andMcDonald(2000),

bothtakingahistoricalandculturalapproach.

3)Asforbothe0andTFRfiguresafter1970,thedataaretakenfromStatisticsKorea'sdatabases.TFRfor1960isfrom

Chesnais(1992)'sappendixtable,ande0figuresfor1950-65fromKwon(1977).TaiHwangKwonestimatedtwotypes

oflifetablesfortheperiodfrom1925to1965:onebasedonmodellifetablesandtheotherestimatedbyusingacensus

survivorshipmethod.Asmanyeconomichistorianspreferthelatter's(see,forexample,Kim2006),sodowetakethe

latter'sestimates.



wecannotstopwonderingthattheprocessesweremoreorlesscontinuous.Itcouldevenbe

interpretedasatransitionalperiodinwhichthefirstandsecondtransitionsoverlapped.

Onthemortalityside,thechangesthattookplacearemoreorlesswhatwewouldexpect.In

Japan,therateofimprovementinlongevitytendedtobehigherinearlieryearswhileitslowed

downtowardstheendoftheperiodinquestion.InKoreatoo,thegeneralpatternappearssimilar.

Twoadditionalpointsmaybemade,however.Oneisaratherdiscontinuousriseduringthelinked

periodfrom1965and1970;itislikelythatestimatesforearlierdatesareunderstated.Theother

isanobservationthattheslow-downinthetempooflongevityimprovementisnotasnoticeable

asintheJapanesecase.In2010,however,theKoreanlifeexpectancyis77.2formalesand84.1

forfemales,whichareonlymarginallylowerthanthecorrespondingJapanesefiguresof79.6and

86.3respectively.

Ifthosegainsinlongevityaredisaggregatedbyagegroup,thewholeprocesseswillturnoutto

bemuchlessmonotonous.Itisobviousthatimprovementsofsurvivorshipinyoungeragegroups
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Figure1.Trendsinlifeexpectancyandfertility:JapanandSouthKorea,1950-2010
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leadtoanexpansionofthesociety'sworkforceinabouttwentyyears'time,whichispartofthe

demographicdividend.Itistheincreasesofsurvivorshipinolderagegroupsthatresultinageing,

whichismostconspicuousinbothcountriesinmostrecentyears.

II.Mortalitychange

Economicconsequencesofageingarecloselyassociatedwithchangingdependencyratios.A

riseinthedependencyratioisthoughttobecorrelatedwithariseintheexpectationoflife,which

inturnisusuallyregardedasanincreaseineconomicburden,butthisstatementisnotquite

precise.If,forexample,theincreaseisaconsequenceoffertilityincreasealone,itwillenlargethe

demographicdividendinabouttwentyyears'time;ontheotherhand,ifitismortalityoftheelderly

thatwasthecauseofachangeintheratio,thenitseconomicimpactwillbetotallydifferent.Itis

thereforenecessarytopayattention,notjusttofertilitydecline,butalsotochangesinmortality

levelsandstructure.

In1975,Japan'slifeexpectancyatbirthwas71.7formalesand76.9forfemales,anditincreased

to79.6and86.3respectivelyin2010.ThecorrespondingchangeinSouthKoreaisfrom60.2to

77.2formalesandfrom67.9to84.1forfemales.Anychangeine0betweentwotimeperiodscan

bedecomposedsoastoshowwhatmortalitydifferencesinaspecificagegroupcontributedtothe

totaldifferencebetweenthetwoe0values.Thereareseveralmethodsforthis.Amethodusingonly

e0andage-specificdeathprobabilitieswasappliedbyShigesatoTakahashiappliedtopost-World

WarIIJapaneselifetables(Takahashi1982;seealsoGoldmanandTakahashi1996,pp.158-160),

andasimilarexercisehasbeenmadebytheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurity

Researchtocoverthepre-WorldWarIIaswellasthemostrecentperiods(NIPSSR2013,Table

5.15).Table1summarisestheNIPSSRestimates.

Fromthistableanditsaccompanyinggraph(Figure2),itisclearthatupuntil1965muchofthe

totalgaininJapan'slifeexpectancyatbirthwasaccountedforbychangesinthedeathratesfor

ages0-1and1-4.Between1960and1965,forexample,47.5percentofthechangeine0formales

(whichincreasedfrom70.2to72.9years)and40percentforfemales(e0increasedfrom65.3to

67.7years)wereexplainedbychangesinthesetwoyoungestagegroups.By2005-10therateof

contributionbymortalitydeclineinthesetwoagegroupsdecreasedsubstantially:itnowstandsas

lowas5.4and5.5percentrespectively.Instead,mortalitychangeinthe65+agegrouphascome

toaccountformorethanhalfofthee0decline:between1960and1965itsrateofcontributionwas

7.2and12.9percentandduringthenextfiveyearsitwas28and36.6percentrespectively,

suggestingthatageinginthemortalitysensestartedinthelate1960s.Thechangesincethenwas

rapid:now(in2005-10)itaccountsforasmuchas53.2and73.0percentrespectively.Inother

words,theriseinJapan'sdependencyratioinrecenttimesisassociatedalmostexclusivelywitha

declineinmortalityamongtheelderly.
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Figure2-1.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincrease

inlifeexpectancy:Japan1891-2010(males)
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Source:Table1-1.

Table1-1.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincreaseinlifeexpectancy:

Japan1891-2010(males)

Period

e0(year) Contributiontotheincrease(%)

Beginningof
period

Increase 0 1-4 5-14 15-39 40-64 65+

1891-98－1947 35.29 14.79 51.2 17.1 10.8 8.8 9.4 2.7

1947－1950-52 50.08 9.51 18.0 21.8 5.5 32.9 15.8 6.0

1950-52－1955 59.59 4.00 23.5 22.0 5.4 23.9 18.4 6.9

1955－1960 63.60 1.72 33.0 22.3 9.3 26.5 16.3 -7.4

1960－1965 65.32 2.42 35.6 11.9 5.3 20.2 19.8 7.2

1965－1970 67.74 1.58 26.1 5.9 3.8 8.6 27.6 28.0

1970－1975 69.31 2.42 10.9 2.7 3.1 15.6 30.4 37.4

1975－1980 71.73 1.62 12.8 3.6 3.3 14.7 25.3 40.4

1980－1985 73.35 1.43 12.5 3.4 2.6 6.6 21.0 53.8

1985－1990 74.78 1.14 6.0 1.0 2.0 10.3 30.4 50.4

1990－1995 75.92 0.46 6.3 3.6 0.2 10.2 32.1 47.6

1995－2000 76.38 1.34 6.3 2.4 3.1 3.2 18.6 66.4

2000－2005 77.72 0.84 5.1 2.5 0.1 7.5 25.0 59.8

2005－2010 78.56 0.99 3.3 2.1 2.1 6.5 32.8 53.2

Source:NIPSSR(2013),table5.15.
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Table1-2.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincreaseinlifeexpectancy:

Japan1891-2010(females)

Period

e0(year) Contributiontotheincrease(%)

Beginningof
period

Increase 0 1-4 5-14 15-39 40-64 65+

1891-98－1947 36.86 17.10 46.4 13.7 10.8 16.9 8.7 3.5

1947－1950-52 53.96 9.02 18.5 24.0 6.2 31.0 13.2 7.1

1950-52－1955 62.98 4.77 18.0 20.7 6.0 26.9 17.6 10.8

1955－1960 67.75 2.45 27.6 18.6 6.9 26.3 21.4 -0.8

1960－1965 70.19 2.73 29.6 10.5 5.2 20.2 21.6 12.9

1965－1970 72.92 1.73 20.8 4.9 2.5 11.2 24.0 36.6

1970－1975 74.66 2.23 9.5 2.4 2.2 10.3 29.5 46.1

1975－1980 76.89 1.88 8.9 2.5 2.0 10.1 24.7 51.8

1980－1985 78.76 1.72 7.0 2.4 1.4 4.8 18.5 65.9

1985－1990 80.48 1.42 5.2 1.0 0.6 4.5 19.6 69.1

1990－1995 81.90 0.95 2.7 0.4 -0.6 2.9 6.3 88.3

1995－2000 82.85 1.75 3.8 1.8 2.4 1.4 12.7 77.9

2000－2005 84.60 0.92 5.7 1.2 0.1 0.9 14.5 77.7

2005－2010 85.52 0.78 4.1 1.4 0.1 5.9 15.6 73.0

Source:Sameasintable1-1.

Figure2-2.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincrease

inlifeexpectancy:Japan1891-2010(females)

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0-4 5-14 15-64 65+

Source:Table1-2.



AstotheKoreanpopulation,wehaveappliedthesamemethodologytodecomposetheevolution

oflifeexpectancy.TheresultsaresetoutinTable2.Acursorylookattherowfor1965-1970

revealsthatthelinkofthelattertotheformerseriesisnotfreefromproblem:itislikelythat

survivalratesofinfantsandyoungchildrenestimatedbyTaiHwangKwonfortheentirepre-1965

periodweretoolowand,hence,thecalculatedincreasestoohighforthe1965-1970period.

However,thisdoesnotpreventusfromdelineatingthegeneralpatternoflifeexpectancychange

inrelationtoagegroupdecomposition.

Thetableanditsaccompanyinggraph(Figure3)showthatthecontributionofincreasing

survivorshipamongtheyoungtotheoverallriseine0remainedimportantuntilthe1980s(the

percentageofcontributionformaleinfantsin1930-1935isabnormallylow,whichsuggests

anotherestimationproblemintheKwonseries).Withthetwoyoungestagegroups(0-1and1-4)

combined,therateofcontributionfluctuatedbetween30and40percentbetween1925and1960

(exceptforafewsub-periods).Evenin1980-85,31.4percentoftheriseine0ofthemale

populationwasstillaccountedforbyanincreaseinsurvivorshipamongthetwoyoungestage

groupsand36.3percentinthecaseofthefemalepopulation.Thisrateofcontributiondeclinedto

8.4percentand11.0percentrespectivelyin1995-2000,andfurtherto6.9percentand8.3per

centrespectivelyin2005-10(itisinterestingtonoteinthisrespectthatanimprovementinthemale

rateofinfantandearlychildhoodmortalityproceededearlierthanthefemalerate,butthisgender

gaphasnarrowedrecently,implyingthatgenderdifferentialsinthetreatmentofchildrenhave

changedconsiderablyinveryrecentdecades.Tothisissue,wewillcomebackwhendiscussing

fertilitychange).Ontheotherhand,anincreaseintheexpectationoflifeamongtheelderly(over

65)startedalittleearlier.Itsrateofcontributionhadbeengenerallybelowthe10percentmark

before1960,butitreachedto10.4percentfrom1975to1980inthecaseofmalesand11.3per

centfrom1980to1985inthecaseoffemales.Sincethentherateofcontributionrosesubstantially

forbothmalesandfemales,exceedingthe50percentmarkduringthe2005-10periodinthecase

ofthemalepopulationandduringthe1995-2000periodinthecaseofthefemalepopulation.In

2005-10,thispercentagestandsat60.5and76.6forthemaleandfemaleelderlyrespectively.

IncontrastwiththeJapanesepattern,therefore,themortalitytransitioninKoreawasachieved

withinaveryshortperiod;andduringthiscompressedprocess,thedeclineininfantandearly

childhoodmortalityandthestartoflongevityincreaseoverlapped,whichimpliesthattheageofthe

demographicdividendwasshorter-lived.Thatsaid,however,bothcountrieshavesharedthesame

generalpatternofexperiencethatincreasedlifeexpectanciesoftheyoungcamebeforethe

unmistakableincreaseinlongevityoftheelderly.Inbothcountries,thereisnolongerroomfor

furtherreductioninthedeathratesoftheyoungpopulation,afactorwhichwoulddelaythe

worseningofthedependencyratiotakingplaceinthepresentaswellasinthenearfuture.
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Table2-1.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincreaseinlifeexpectancy:

SouthKorea1925-2010(males)

Period

e0(year) Contributiontotheincrease(%)

Beginningof
period

Increase 0 1-4 5-14 15-39 40-64 65+

1925-1930 37.85 2.52 26.0 14.7 13.9 19.0 19.3 7.0

1930-1935 40.37 0.04 9.6 17.7 24.7 25.0 23.1 0.0

1935-1940 40.41 1.62 27.3 14.5 13.6 18.9 22.9 2.9

1940-1945 42.03 1.61 26.1 16.5 12.5 19.0 15.1 10.9

1945-1950 43.64 1.59 27.7 14.6 13.9 18.5 18.4 6.9

1950-1955 45.23 1.62 28.0 15.3 13.7 17.6 18.7 6.8

1955-1960 46.85 1.26 28.6 17.0 11.3 18.5 18.0 6.6

1960-1965 48.11 2.65 43.7 28.2 10.2 5.9 3.1 9.0

1965-1970 50.76 7.91 35.2 29.3 16.0 20.2 -0.7 0.1

1970-1975 58.67 1.52 19.4 5.7 17.7 23.0 28.4 5.8

1975-1980 60.19 1.59 22.2 6.0 13.3 20.4 27.8 10.4

1980-1985 61.78 2.67 23.7 7.7 6.9 14.7 25.1 21.9

1985-1990 64.45 2.84 14.8 4.5 4.4 10.5 32.6 33.2

1990-1995 67.29 2.28 13.0 3.5 5.1 13.8 31.3 33.5

1995-2000 69.57 2.68 6.2 2.2 3.5 21.5 33.2 33.5

2000-2005 72.25 2.89 2.6 1.4 1.5 12.3 37.3 45.1

2005-2010 75.14 2.06 5.4 1.4 2.1 1.8 28.9 60.5

Sources:Kwon(1977)andStatisticsKorea(http://kostat.go.kr).

Figure3-1.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincrease

inlifeexpectancy:SouthKorea1891-2010(males)
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Table2-2.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincreaseinlifeexpectancy:

SouthKorea1925-2010(females)

Period

e0(year) Contributiontotheincrease(%)

Beginningof
period

Increase 0 1-4 5-14 15-39 40-64 65+

1925-1930 37.19 2.86 22.1 12.2 15.0 22.1 19.0 9.6

1930-1935 40.05 1.62 26.4 14.2 16.6 18.3 16.6 7.9

1935-1940 41.67 3.08 25.5 15.5 16.4 19.6 22.3 0.9

1940-1945 44.75 2.46 23.0 11.5 12.6 23.0 19.2 10.6

1945-1950 47.21 2.50 23.1 13.4 11.9 22.8 18.7 10.1

1950-1955 49.71 2.76 25.5 14.0 14.1 20.6 16.5 9.3

1955-1960 52.47 1.01 25.4 14.6 12.6 20.8 17.4 9.3

1960-1965 53.48 3.01 31.0 19.5 10.8 12.2 4.9 21.7

1965-1970 56.49 9.08 24.6 26.0 14.6 8.4 5.6 20.8

1970-1975 65.57 2.34 13.4 3.5 11.5 38.1 23.7 9.8

1975-1980 67.91 2.13 17.3 5.3 10.3 32.1 25.1 10.0

1980-1985 70.04 2.78 27.8 8.5 7.5 22.9 22.1 11.3

1985-1990 72.82 2.69 18.9 5.8 6.0 14.5 26.0 28.8

1990-1995 75.51 1.90 15.0 4.7 4.8 10.3 33.2 32.1

1995-2000 77.41 2.19 7.9 3.1 3.2 9.5 23.6 52.7

2000-2005 79.60 2.29 3.6 0.8 1.8 3.0 19.1 71.8

2005-2010 81.89 2.18 6.5 1.8 1.4 -0.1 13.8 76.6

Source:Sameasintable2-1.

Figure3-2.Ratesofcontributionofage-specificmortalitychangestotheincrease

inlifeexpectancy:SouthKorea1925-2010(females)

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1
Females

0-4 5-14 15-64 65+
Source:Table2-2



III.Fertilitydecline

Post-transitionfertilitydeclinehasoftenbeenexaminedwithreferencetoeconomicandsocial

factorslikewomen'semploymentandeducationalattainmentandalsotopolicymeasuressuchas

childallowancesandday-carefacilities.Here,however,wetakeadeliberatelydemographic

approach,focussingontheeffectsofchangingagestructure,delayedmarriageandchanging

reproductivebehaviourofthemarriedcouple.Asnotedearlier,thetendencytowardslowest-low

fertilityinrecentJapanisaccountedforbydelayedmarriageanditsadverseinfluenceonthebirth

ofachildofhigherparity,whichisobviousevenfromtabularanalysis.ForKorea,however,the

wholeprocesswasextremelyrapidandcompressed.WehavealreadyseenthattheKoreanTFRin

1980stoodat2.82,andthatevenin1995itwasabovethe1.5mark,theoft-mentionedcut-offpoint

forthepathtowardslowest-lowfertility.Sincethen,however,thedeclinewasprecipitous:TFRis

now1.28(in2010),lowerthanJapan's.Forsuchadramaticdecliningprocess,tabularanalysis,

evenifdetailed,isnotquiteadequatetoseparateoneeffectfromanother.

Inthisrespect,atechniqueofdecomposingfertilitychangeintoseveralproximatedeterminants,

developedrecentlybyRyuichiKaneko(Kaneko2004a,2004b),isusefulandapplicabletoany

countryaslongasillegitimatebirthsarenegligible.HerethismethodisappliedtotheKorean

femalepopulationfrom1980to2005,andwillbecomparedwithKaneko'sresultsfortheJapanese

femalepopulationfrom1975to2000.Thedataweneedforthisexerciseare:(1)totalfemale

population,(2)femalepopulationbyagegroup,(3)proportioncurrentlymarriedbyagegroup,(4)

maritalfertilitybyagegroup,and(5)femaleageatfirstmarriage.Therearetwoproblemswiththe

Koreandata.First,theagegroupstobecoveredarequinquennerianagegroupsfromage15

upwards:fromKoreandatasources(2)and(3)areavailablewiththisagerange,but(4)isonly

fromage20upwards.Forthis,wehaveextendedthe(4)seriestothe15-19agegroupsfrom

tabulatedage-specificfertilityrates(availablefromage15upwards)togetherwith(2)and(3)4).The

secondproblemisthat(5)isavailableonlyfrom1990asfarasStatisticsKoreadataareconcerned.

However,therearesomesporadictabulationsofageatmarriagedataforearlierdates,whichare

utilisedforourexercise.

ThepointoftheKanekomethodistocalculatethehypotheticalnumbersofbirthsthroughthe

followingconsecutivesteps:
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4)Twoproblemsariseforthiscalculation.Oneistheissueofillegitimatebirthsandtheotherconcernsagapbetweenthe

sumofestimatedage-specificbirthsandthepublishedtotalofbirths.Fortheformer,wehaveassumedthatillegitimate

birthsarenegligible(indeed,theproportiontothetotalbirthsremainedverylowfrom1981to2000・intherangefrom

0.95percentto1.13percent.Duringthefirstdecadeofthetwenty-firstcentury,thelevelwentupto2.16percentin

2005buteventhisisverylowbyinternationalstandards).Asforthelatterproblem,wesimplytaketheestimated

age-specificbirthsasourinputdatasincethedifferencesarenotgreat(withintherangefrom0.925to1.036).



O:withallthevariableskeptconstantat1975,

S: sizeoffemalepopulationreplacedbytheactualvalues,

A:agestructurereplacedbytheactualvalues,

M1:proportionmarriedreplacedbytheactualvalues,

M2:effectofdelayedmarriageremoved5),

B:actualbirths.

Oncethehypotheticalnumbersofbirthsatallthestepsareestimated,thenthedifferencesbetween

theactualandestimatedvaluesareallocatedtothefollowingfivecomponents:

① OtoS

② StoA

③ AtoM1

④ M1toM2

⑤ M2toB.

Thefirsttwo(OtoSplusStoA)maybeputtogetherandcalledthesizeandage-structuraleffect,

thesecondtwo(AtoM1plusM1toM2)themarriageeffect,andthefinalone(M2toB)theeffect

ofchangingreproductivebehaviour.

Table3presentsKaneko'sestimatesforJapanandTable4setsoutourestimatesforKorea.Both

aregraphicallypresentedinFigures4and5.Fromtheseresults,itissufficientlyclearthat

mechanismsatworkdifferedinthetwocountries.First,theeffectoftherisingageatmarriagewas,

asexpected,negativeinbothcountries.However,second,thesizeandage-structuraleffectreduced

fertilityinJapanthroughouttheperiodinquestion,whereasinKoreaittookanoppositesignand

itsaugmentingeffectwassubstantialoverthe1985-2005period;and,third,whiletheimpactof

changingreproductivebehaviourofthemarriedcouplewasrelativelysmallinJapan,itwasthe

largestofallthefactorsexaminedforKoreaintheperiodfrom1985to2000.

Thethirdpointisconsistedwithanotherdecompositionstudy.Suzuki'sanalysisoftheaverage

periodparityforboth2000and2005showsthatthechangeinfertilitybetweenthetwodateswas

accountedformorebyachangeintheprogressionofparity1-2and,toalesserextent,inthe

progressionofparity2-3,thananincreaseinchildlesscouples(Suzuki2008,pp.31-32).Itisa

findingwhichstressestheimportanceofthedeclineinfertilitywithinmarriageinrelationto

Korea'spathtolowest-lowfertility,asdistinguishedfromtheeffectofdelayedmarriage,thefactor

thataccountedformuchofthedeclineinthenumberofbirthsinJapan.ThisKorea-Japancontrast

isevenmorehighlightedifthesecondpointaboveistakenintoaccount,sinceitindicatesthat
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5)Tobemoreprecise,age-specificfertilityratestimestheratesofchangeinageatmarriagefromt0tot1aresubtracted.
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Figure4.Decompositionofchangesinbirths:Japan,1975-2000
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Table4.Decompositionofchangesinbirths(%):Korea,1975-2005

Year
Changefrom1975

('000)
Size&age-structural

effect
Marriageeffect

Effectof
changingreproductive

behaviour

1975-80 0.2 122,030 -20,164 -101,767

1980-85 -202.1 -193.0 46.5 246.5

1985-90 -196.1 -271.5 109.4 262.1

1990-95 -188.4 -280.6 137.9 242.7

1995-2000 -282.5 -168.7 118.7 150.0

Source:StatisticsKorea(http://kostat.go.kr).

Table3.Decompositionofchangesinbirths(%):Japan,1975-2000

Year
Changefrom1975

('000)
Size&age-structural

effect
Marriageeffect

Effectof
changingreproductive

behaviour

1975-80 -324.6 58.2 15.4 26.4

1980-85 -469.9 78.1 17.9 4.1

1985-90 -679.9 55.7 26.3 16.1

1990-95 -714.3 34.6 41.8 23.6

1995-2000 -710.9 27.6 53.4 19.0

Source:Kaneko(2004a).



Japan'sfemalepopulationwasalreadygettingolderinthelate1970sand80s,whiletheKorean

counterpartswerenot.Despitetheirrelativelyyoungaverageage,theyappliedabrakeontheir

maritalfertility,whichresultedinevitablyintheprecipitousdeclineinTFR.Afterabout1890,

moreover,theKoreanwomenbegantopostponemarriage.Itisworthnotingherethat,after2000,

thismarriageeffectovertookthemaritalfertilityeffect,althoughitisprobablyprematuretosay

thatthisreversaloftrendswouldgoonforthetimebeing.

Whatiscertainisthatattheendofthisdecline,thepatternofdistributionofmarriedwomenby

numberofchildreneverbornlooksdifferentinthetwocountries.Accordingtoa2006survey,the

proportionofKoreanmarriedwomenwithjust0-1childeverbornattheendoftheirreproductive

period(i.e.45-49yearsold)is22percent,57percentwith2children,and11percentwith3or

morechildren,whilethecorrespondingproportionsare17percent,50percentand33percentfor

Japanin2005(KIHASA2006;NIPSSR2013,p.70).Thetwo-childnormseemsprevalentinboth

countries,butitisclearthattheshapeofthedistributionissubstantiallydifferent.First,Korean

coupleswithonlyonechildornonearemorenumerousthaninJapan.Onthefaceofit,thismight

betakentosuggestthattheKoreanpatternwouldbemore"Western"becauseinindividualist,

mostlynorth-westEuropeanpopulationstheproportionofcoupleswhochoosetobechildlessis

undoubtedlygreater.However,KoreancoupleshavingthreeormorearefewerthaninJapan,and

evenfewerthanintheWest.Itisindeedlikelythatthesuddendisappearanceofsuch"prolific"

familieswasoneofthefactorsaccountingfortheprecipitousdeclineinoverallfertility.
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Figure5.Decompositionofchangesinbirths:SouthKorea,1975-2005
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Thisisaninterestingissue.Itisworthdwellingonthisissueforawhile.BothSam-sikLeeand

ToruSuzukihavenotedthatwomen'sattitudetowardschildrenchangedconsiderably.In199140.5

percentofthemarriedrespondedthatpeopleshouldhavechildren,buttheratiodeclinedto10per

centin2006.Instead,answersfor"bettertohave"and"doesnotmatter"increased;in2006,the

latterstoodashighas50percent(Lee2009,pp.59-60;Suzuki2008,p.32).Thisisasignificant

changeinculturalvalues.Wesuspect,ontheotherhand,thattheremayhaveademographicaspect

toit.A2005surveyofcouplesbyStatisticsKoreaallowsustobreakdown"prolific"families

(definedasmarriedfemalesinthe45-49agegrouphavingthreeormorechildreneverborn)by

parity,sexcompositionoftheexistingchildren,andageofthemother.Table5takesalookatsex

compositionofthechildreneverborn,whichclearlyindicatesthatmorethanhalf(54percent)of

those"prolific"familiessurveyedhadhadgirlsforthefirstandsecondchildren.Indeed,the
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Table5.Sexcompositionoftheexistingchildren:familieswiththreeor

morechildreneverbornonly,SouthKorea,2005

Sexcomposition
%

First Second Third

Boy Boy Boy 7.5

Boy Boy Girl 7.8

Boy Girl Boy 7.3

Boy Girl Girl 7.0

Girl Boy Boy 8.5

Girl Boy Girl 7.6

Girl Girl Boy 37.3

Girl Girl Girl 16.9

Total 100

Source:StatisticsKorea.

Table6.Sexcompositionoftheexistingchildrenbymother'sage:families

withthreeormorechildreneverbornonly,SouthKorea,2005

Agegroup Sexcomposition % N

25-29
Boy Boy Girl 10.4 113

Girl Girl Boy 21.6 234

30-34
Boy Boy Girl 9.3 794

Girl Girl Boy 29.4 2,503

35-39
Boy Boy Girl 8.9 1,651

Girl Girl Boy 34.6 6,449

40-44
Boy Boy Girl 5.9 876

Girl Girl Boy 44.4 6,634

45-49
Boy Boy Girl 4.5 124

Girl Girl Boy 48.9 1,340

Source:StatisticsKorea.
Note:Percentagesaretotheagegrouptotal.



preferencefora"bigfamily"isunlikelytohavebeenthereasonwhytheytriedanother

childbearing;butitwastheirson-preferencethatwasanunderlyingfactor.Thismaybetakento

reiteratethesignificanceoftheculturalconstraints.However,thereisanothersignificantfinding

fromTable6:ifbrokendownbymother'sage,theyoungerthemotherswerethelowerthe

proportionofthecombinationoftwogirlsandoneboybecame.Forfamilieswhosemotherwas

youngerthan35,theproportionofthatcombinationwaslessthan30percent;forthoseinthe

35-39agegroupitwas35percent;butforover40-year-olds,itexceededthe40percentmark.

Allthissuggests,first,thatson-preferencewaswidespreadinKoreansocietyandprobablyacted

asafactorkeepingTFRatrelativelyhighlevelsuntilthe1980s;second,however,thatthe

preferenceforsonsbecameweakenedfromaround1990onwards.This"liberal"turn,whichmay

ormaynotbereflectedintheabove-mentionedchangeinattitudetowardschildren,musthave

resultedinasuddendeclineinthenumberofcoupleswhowouldtryforasonifthesex

compositionoftheexistingchildrenwaspredominantlyfemale.Ourinterpretationofthisevidence

isthatthecurrentdeclineinKoreanfertilityisnotjustadirecteffectofdelayedmarriagebutalso

aconsequenceofthesignificantbreakwiththepastintermsofreproductiveculture.Wecould

evenspeculatethatitmighthavebeentriggeredbyaseriesofamendmentsofthecivilcodethat

startedin1990,pavingthewaytowardsgenderequalityatinheritanceandotherlife-course

events6).Ofcourse,thecausationmayhavebeentheotherwayround:itwasvoicesofthegeneral

publicthatforcedthegovernmenttorevisethecivilcode.Atthisstage,therefore,wewouldlike

toawaitfurtherresearchbyspecialistsinthisinterdisciplinaryfield.

IV.Concludingremarks

Intwenty-first-centuryEastAsia,theproblemofageingpopulationsispressing.Theforegoing

analysisofJapanandSouthKoreahasmadeitclearthatforbothcountries,notjustfertilitychange

isresponsiblefortheemergenceofthisageingsyndrome,butbothmortalityandfertilitytrendsare.

Thatsaid,however,itisonthefertilitysidethatwehavefoundsomedistinctdifferencesbetween

theJapaneseandKoreancases.Ifputinalonger,historicalperspective,first,therelationship

betweenthedemographictransitionandtherecentdeclineinfertilitywasmoreorlesscontinuous

inKorea,whilethetwoaredisconnectedinmorerecenthistory.Second,intheJapanesecase,the

risingfemaleageatfirstmarriageisthemajordrivingforcefortheemergenceoflowest-low

fertility,whileinKoreaitisevidentthatbothdelayedmarriageandchangesinreproductive

behaviourofthecoupleaccountfortherecentdeclineinfertility.IntheJapanesecontext,toput

differently,thedeclineintheaveragenumberofchildreneverbornistosomeextent"frictional"
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6)Forthisissueofson-preferenceinhistoricalaswellaspeninsula-widecontexts,seeMoon(2011),ch.4,wherethe

explorationismadewithreferencetogenealogies.



inthesensethatthecouple'sreproductiveperiodissubstantiallyshortenedbytherisingageatfirst

marriage,whereasthedeclineinKoreanmaritalfertilityisboth"frictional"and"intentional",

separatedfromtheeffectoftherisingageatmarriage.Asaresult,thereremainmore"prolific"

families,i.e.thosehavingthreeormorechildreneverborn,inJapanthaninKorea.

Thefindingshaveseveralimplications.First,theyraiseahistoricalquestionaboutthe

relationshipbetweenthefirstandthesecondfertilitytransition.Littlehasbeenknownaboutthis

potentiallyimportanttopic.OurfindingsabouttheKoreancase,itishoped,willshedlightonthe

sequentialrelationshipincontemporaryhistory.

Second,micro-economictheoryhassofarplacedmoreimportanceonthepriceeffectofchild

bearingthanonitsincomeeffect.However,theJapan-Koreacontrastinthedistributionoffamilies

withrespecttothenumberofchildreneverbornwouldprobablyimplythatthesizeoftheincome

effectisevensmallerforKoreanthanJapanesefamilies,providedthatallthosesurveyedwere

"modern"familiesinthesensethattheyweretheproductofthefirstfertilitytransition.Thisisa

testablestatement.Itishopedthatthishypothesiswillbetakenupbyeconometriciansand

micro-dataanalysts.

Third,althoughthispaperisneverpolicy-oriented,itdoeshavesomepolicyimplications.Inthe

Japanesecase,effectivepoliciesarethoseenablingthetargetedcouplestoshortenthefirstand

secondbirthintervals.Expertsmaycontinuetodebatewhetherornot,forexample,child

allowancesaremoreeffectivethanday-carecentrefacilities,butitisclearthatanymeasurewhich

willreducethegapbetweentheidealandactualnumbersofchildrenisagoodpolicy.Inthe

Koreancontext,ontheotherhand,thesituationseemsmorecomplicated.Asnotedearlier,theideal

numberofchildrenthecouplewouldliketohaveisgenerallylowerthanintheJapanesecase,

althoughthelevelsfluctuatefromyeartoyear.However,whileitisacceptable・aslongasthe

levelstaysabovethetwo-childmark・toimplementasetofpolicymeasuressimilartotheone

currentlydebatedinJapan7),any"pro-natal"measuresthatwouldgobeyondthecurrentlevelcould

beproblematic,giventhefindingthattherearecomparativelyfewercoupleswhowanttohave

threeormorechildrenthaninothercountries.

Theissueoflowest-low fertilityhasbeendiscussedbydemographersinadichotomous

framework.Forexample,thereisanargumentthatinweakandsimplefamilycountries(mostly

north-westEuropean)thedeclineinfertilityislesspressingwhileinbigandstrongfamilycultures

(includingbothcatholicEuropeandEastAsia)thedeclinetendstobemoredrastic(Reher1998).

Anotherargumentrelatesthephenomenatotheissueofgenderequality,suggestingthatthe

north-westEuropeangenderpatternisinstrumentalinsustainingfertilityatmoderatelevels

(McDonald2000).However,itwouldbemisleadingifonearguesthatEastAsia'sfertilitydecline
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7)FromMarch2013,acomprehensiveschemewasintroducedbytheParkgovernment,underwhichfamilyallowancesare

given,intheformofchildallowancesorday-carefees,orboth,accordingtotheirchild-rearingstyle,tofamilieswith

childrenaged0-5irrespectiveoftheirhouseholdincome.



isparticularlypressingbecauseofitstraditionalfamilyculturesandgenderpatterns,since,first,the

EastAsianpopulationsarenothomogeneous,and,second,sincetheKoreanpopulationisgoingto

experiencearapidandfundamentalchangeintermsofbothreproductivebehaviourandtheattitude

tothegenderquestion,althoughitsimmediateconsequenceislikelytobeanevenmorerapid

declineinfertility.
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第一および第二の人口転換
―日韓比較―

文 浩一・斎藤 修

現在の日韓両国はともに超少子化国とされ，一括して論じられることが多い．しかし，

第一の人口転換にまで遡って歴史的プロセスをみたとき，どの程度に類似していて，どの

程度に異なっていたのであろうか．本稿では，出生力だけではなく死亡サイドをも考察の

対象とし，平均寿命はその伸びを年齢別死亡率の変化に分解，出生数の変動は人口規模お

よび人口構造の変化，配偶関係の構造変化，夫婦出生行動の変化に分解して，人口学的に

厳密な日韓比較を試みる．その作業結果から，平均寿命延伸のパターンにはかなりの類似

性がみられたのに対して，出生サイド，とくに近年の「第二の人口転換」と呼ばれる過程

に関しては，両国間で予想以上の違いが観察された．この要因としては，日韓の男児選好

意識の違いが関係していた可能性を示唆した．

キーワード

出生数の要因分解，平均寿命延伸の年齢別死亡率変化への分解，人口転換，超少子化，日

韓比較
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特集Ⅰ：第一，第二の人口転換の解明に基づいた人口・ライフコースの動向と

将来に関する研究（その１）

外国人労働者の流入による日本の労働市場の変容

―外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因の観点から―＊

是 川 夕

Ⅰ．問題の所在：1990年代以降の外国人労働者の流入とその影響

日本において，1990年代以降，労働市場への外国人労働者の流入が急速に拡大し，現在，

約68万人の外国人労働者が存在すると推定されている（厚生労働省 2013）．この背景には

1989年の入管法改正を契機として，知識労働者の受け入れが推進されるとともに，定住者

の新設による日系人の流入，研修制度の拡充，あるいは技能実習制度が設けられたことが

ある．一方，こうした現象は同時期に先進各国で見られた移民増加現象の一つと捉えるこ

とも可能であり，同現象を分析してきた移民理論によって検証されるべきものともいえよう．

しかし，日本では外国人労働者の流入が労働市場に与える影響について，移民理論に基

づき，大規模な調査データを用いた分析が行われてきたとは言い難い．多くの研究が外国
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日本では1990年代以降，外国人労働者の急激な増加を経験してきたものの，その労働市場に対す

る影響が十分に明らかにされてきたとは言い難い．本稿では，これまで海外の移民研究で援用され

てきた経済的同化理論に基づき，外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因を明らかに

する．

使用したデータは，2010年に実.施された国勢調査の個票データの内，中国籍，ブラジル国籍を

持つ15-64歳の男性の全数，及び同カテゴリーに属する日本人男性の10％である．

分析に当たっては経済的同化理論を援用し，上層ホワイトカラー就業と労働参加の確率を同時に

推定するHeckprobit推定法を用いた．

その結果，中国人男性の間では，日本人男性と比較して経済的達成の遅れがあまり見られず，一

方，ブラジル人男性の間では，ほぼ全ての面で経済的達成が遅れていることが示された．

多変量解析の結果によれば，中国人男性の間で見られる高い経済的達成は，高学歴者の間でのみ

見られ，低学歴者との間で二極化する傾向にあること，ブラジル人男性の経済的達成の程度は総じ

て低いものの，学歴が低い場合や日本人と結婚している場合のみ，相対的にその低さが緩和される

ことが明らかにされ，いずれも分節化された同化理論が妥当することが示された．

こうしたことから，今後，更に外国人労働者が増加した場合，日本の労働市場は二極分化する可

能性を有することが示された．

*本研究は，科学研究費補助金「人口転換の現代的解析に基づく新たな人口潮流とライフコース変動に関する総

合的研究（代表 金子隆一）基盤研究（B）（一般）（H26-H28）」の成果に基づくものであり，本稿で使用し

た「国勢調査」に関する分析結果には，統計法第33条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含ま

れている．



人労働者の労働市場での位置づけを明らかにしてきたものの，それらは制度分析，あるい

は小規模な調査に基づく事例分析がほとんどであり，諸外国で見られるように，センサス

データ等のナショナルレベルのデータを用いて，経済的達成やその要因を明らかにした研

究は稀であった．

こうした経緯を踏まえ，本研究では国勢調査の個票データを用いて，経済的同化理論を

援用しつつ，外国人労働者の経済的達成の特徴，及びその決定要因を分析することで，外

国人労働者の流入が日本の労働市場に対して与える影響について明らかにすることを目指

す．

Ⅱ．先行研究

1. 人的資本への注目

Becker（1962）以来，人的資本，つまり個々人の知識や技能といったものは，労働市

場での成果や生産性を高める主要な要因として捉えられてきた．それは，移民の経済的同

化においても同様であり，特に学校教育は移民が労働市場において成功する上で鍵とされ

てきた．

しかしながら，学歴は移民の経済的同化に対して限定的な影響しか持たないことが明ら

かにされてきている．ChiswickandMiller（2008）によれば，学歴水準の低い移民の

間でむしろ良好なパフォーマンスが見られること，つまり「積極的な選別（Positive

Selection）」効果が見られることが，移民の学歴に対する限界効果を低くするとされる．

更に，高学歴者ほど，受け入れ国で低い評価しか受けない「人的資本の国際的移転制約」

効果（LimitedInternationalTransferabilityofHumanCapital）が，こうした傾向を

助長するとされる．

これらの効果は，同じ学歴でも，より高い動機づけや生産性を有する人ほど国際移動を

選択する傾向があること，及び，外国で獲得した学歴は，受け入れ国で正当な評価を得る

ことが難しいことを反映したものといえよう．

2. 定住化に伴う社会的適応

一方，受け入れ社会における居住期間の長期化，あるいは現地人との国際結婚は，しば

しばこうした困難を軽減するとされてきた．移民は通常，受け入れ社会での就業経験，言

語能力，そして文化的適応といったことを居住期間の長期化に伴って獲得する（e.g.

Chiswick1978）．加えて，現地人との結婚により，こうした過程は更に進むとされてい

る．なぜなら，現地人の配偶者が，言語習得など，受け入れ社会への適応を助けると考え

られるからである（MengandGregory2005）．このように，学校教育以外で行われる人

的資本形成もまた，移民の経済的同化において重要な役割を果たすとされてきた１）．
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1）現地人との婚姻は現地社会との結びつき（社会関係資本）を強めるものと捉えることもできるが，本稿では

配偶者から得られるより直接的な影響として，人的資本への影響に焦点を当てることとした．



3. 受け入れの態様

このような視点はいずれも同化理論的な視点に立つものであり，移民と現地人の間の直

線的な収斂を強調するものである（PortesandRumbaut2001:44）．しかしながら，「分

節化された同化理論」（SegmentedAssimilationTheory）は，移民政策といった制度的

な要因を始めとする社会環境的な要因が，移民の同化過程に与える影響を明らかにしてお

り，近年の移民受け入れの経験が，より多様であることを主張している（Portesand

Zhou1993）．

つまり，移民の経済的同化の有無を見るにあたっては，人的資本といったミクロな属性

に注目するだけではなく，制度的要因といったマクロな側面に注目することが欠かせない．

これは特に，近年，移民研究が米国のような伝統的移民国から欧州に移っていく中で強調

されている点でもあり（Kogan2010,Adsere�aandChiswick2006），日本について研究

する上でも欠かすことのできない視点である．

4. 日本における外国人労働者についての先行研究

先述した通り，日本においては，1990年代以降，外国人労働者が急増したという経緯が

あり，それを受け，数多くの研究が行われてきた．そこでは，主に，ニューカマーの多く

を占める中国人，及び日系ブラジル人を対象とした研究が行われてきており，彼らが日本

における外国人労働者の典型的な特徴を備えていることが明らかにされている．

例えば，中国人は留学生として来日した後，日本企業へ就職することで，経済的に同化

しつつあるとされており（e.g.奥田・田嶋 1991:85-90，奥田・田嶋 1993:93-102，田嶋

2010:195-200,203-4,210-2，江・山下 2005，坪谷 2000，竹ノ下 2004，Takenoshita

2006），入管制度が想定する知識労働者の典型というべき存在といえよう．

その一方で，数多くの中国人が技能実習生として製造業や農林水産業といった分野で非

熟練労働に従事していることは，表向きは単純労働者の受け入れを否定しつつも，実質的

には技能実習生という形で受け入れるという，現行の制度の特徴を端的に表しているとい

えよう．

日系ブラジル人は，1989年の入管法改正の際，「定住者」の資格での来日が可能となっ

たことから，その後，多くの「デカセギ」労働者が来日することとなった．また，日系ブ

ラジル人の「デカセギ」を斡旋する企業も日ブラジル両国で生まれ，こうしたプロセス自

体が市場において構造化されていることが明らかにされている（e.g.桑原他 2001，大久

保 2005，梶田他 2005，丹野 2002，2007，下平 1999）．

日系ブラジル人は，就労に制限のない「定住者」，「日本人の配偶者等」，及び「永住者」

といったカテゴリーに属しており，日本に居住するブラジル人の大半を占めている．つま

り，日系ブラジル人は，日系人であるという条件により，ほぼ自由な国際移動が可能な存

在と捉えることができる．このことは，今後，単純労働者の受け入れを自由化した場合に

起きることを，端的に表していると考えられる．

以上の研究は，異なる受け入れの態様ごとの経済的達成の状況を記述的に分析したもの
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と捉えられ，本稿の目指す分析をする上で，貴重な知見を提供している．その一方で，多

くの研究がマクロな制度分析や，少数の事例を基にした分析にとどまった結果，移民理論

に基づき，大規模なデータを用いた研究が十分に行われてこなかったという問題が指摘さ

れている（梶田他 2005：4）．

Ⅲ．探究課題

以上の成果を踏まえ，本研究は経済的同化理論を援用し，外国人労働者の職業的地位と

その決定要因について明らかにする．本稿で援用する経済的同化理論とは，学歴を始めと

する人的資本の蓄積や，居住期間の長期化に伴う社会的適応を経験することによって，現

地人と同様の形で外国人の職業的地位が決定されるとするものである．

具体的には，以下の探究課題を設定する．1）外国人労働者の職業的地位の分布は，様々

な属性について考慮した後も，日本人と異なるのか．2）日本人と外国人労働者の職業的

地位の違いは，地位決定にあたって学歴の限界効果が日本人と外国人で異なるために生じ

ているのか．3）国内居住期間の長期化，及び日本人との国際結婚に伴う社会的適応によ

り，より高い職業的地位に就くといえるのか．4）全ての受入れの態様で同様の単線的な

経済的同化パターンを示すのか（経済的同化），あるいは態様間で異なったパターンを示

すのか（分節化された同化）．

これらの探究課題は，先行する移民研究において重要な論点とされてきた人的資本，定

住化，受け入れの態様に対応するものであると同時に，日本を対象とした先行研究におい

ても，その重要性が示唆されてきたものである．

また，これらの探究課題はいずれも，労働市場における日本人と外国人の職業的地位の

分布の差異を明らかにするものであり，両者の間に差異がない場合，経済的同化が完了し

たと判断される．また，差異が存在する場合，それらの要因は，探求課題に示されたよう

に，人的資本，あるいは受け入れの態様の違いといった点に求められる．

Ⅳ．データ，及び方法論

1. データ

本稿における分析単位は，2010年の国勢調査の個票データの内，外国人を含む世帯に属

する外国人男性の全数，及び抽出詳細集計用に作成された総人口の10％標本に含まれる日

本人男性である２）．

対象とする国籍は，中国，ブラジル，及び比較対象としての日本であり，この内，留学

生の影響を除くため，生産年齢人口（15-64歳）に属する学校卒業者に限定した．中国人，

ブラジル人は先述したように，ニューカマー外国人労働者の典型とでもいうべき存在であ
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2）推定にあたっては，日本人については抽出確率の逆数で重みづけをしている．



り，参照可能な先行研究も多く，分析対象として最適といえる．なお，今回の分析は男性

に限定した．その理由は，女性の場合，外国人であることに加え，ジェンダーの要素が加

わるため，外国人労働者という側面からのみとらえることは難しいと考えたためである．

女性については，稿を改めて検討したい．

2. 方法論

職業的地位決定に関しては，Becker（1962）の人的資本論を基礎とし，これまで移民

研究においてその妥当性が繰り返し検証されてきた経済的同化理論（Chiswick1978,

Borjas1985,1995）を援用する．つまり，ある個人の受け入れ国の労働市場における職

業的地位は以下のモデルによって決定されるとする．

Pr・Statusi・・F・HCi,STi,MIi・ …（1）

ある職業的地位に就く確率Pr・Statusi・は，人的資本・HCi・，定住化・STi・，そして，

受入れの態様・MIi・によって決定されるとする．

とりわけ，人的資本は職業的地位決定において普遍的な効果をもたらすとされ，さしあ

たって，教育や職業経験を積んだ国による違いはないものと仮定される．しかし，移民研

究においては，受け入れ国以外で形成された人的資本は，受け入れ国で形成された人的資

本とは異なる評価を受けることが明らかにされてきている．

HC・HCh・E …（2）

この場合，HChは，受け入れ国で形成された人的資本，Eは人的資本の国際移転可能

性の制約効果（LimitedInternationalTransferabilityofHumanCapital）（Dustmann

andFabbri2003）や，低学歴者の間での積極的選別効果（PositiveSelectionEffect）

（ChiswickandMiller2008）を意味する．経済的同化理論が成り立つとすれば，Eは0

となると考えられる．

定住化・STi・は，居住期間の長期化・Rsdi・や現地人との国際結婚・IMi・による社会

的適応による正の効果であり，受け入れ社会の言語習得などもこれに含まれる．この効果

は，移民の職業達成モデルにおいて職業的地位の現地人との差を縮める主要な要因であり，

同化理論の根幹をなすものである．

STi・F・Rsdi,IMi・・0 …（3）

最後に，受け入れの態様・MIi・は，これら個々人の属性によって決定される部分とは

異なり，国籍・Fgi・，現地人との結婚の有無などの違い等，特定の集団に共通する構造的

要因を指す．これは受け入れの態様が異なれば，同じ属性を持っている移民間でも異なる
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職業的地位に就くことを意味するものである．

よって，これらの関係を推定式の形で示すと以下の通りとなる．

Probit
Pr・UWi・

・1・Pr・UWi・・

・・i・Fgi・・・1・・2j・・
3

j・1
Eduji・・・3・Rsdi・・4・IMi・X

・
i・・5・e1i…（4）

Pr・UWi・：上層ホワイトカラー就業確率

Fgi：外国籍ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

Eduji：学歴ダミー（j＝1中学卒業以下，j＝2短大／高専卒業，j＝3大学／大学院卒業）

（Ref.＝高校卒業）（該当＝1／該当せず＝0）

Rsdi：国内居住期間が5年以上ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

IMi：日本人との国際結婚ダミー（該当＝1／該当せず＝0）

X
・
i：他の統制変数（就業経験（年）及びその二乗項，学歴，配偶関係，配偶関係と外国

籍ダミーの交差項，居住都道府県，居住市区町村の総人口，国勢調査の人口集中地区で

あるか否か，就業している産業），ベクトル

e1i：個人レベルでの誤差項

Probit
Pr・LPi・

・1・Pr・LPi・・
・・i・V

・
i・・1・e2i …（5）

Pr・LPi・：労働参加の確率（＝1/0）

V
・

i：統制変数（国籍，年齢（年）及びその二乗項，学歴及び国籍との交差項，配偶関係

及びそれぞれの外国籍ダミーとの交差項，日本人との国際結婚，配偶者の労働参加の有

無，居住都道府県，居住市区町村の総人口，国勢調査の人口集中地区であるか否か），

ベクトル

e2i：個人iレベルでの誤差項

式（4）は，従属変数を上層ホワイトカラー／非上層ホワイトカラーの2値変数３）とする

プロビット回帰分析である．推定にあたっては，日本人と外国人のペアの形で行い，特定

の属性効果が日本人と外国人でどのように異なるかを明らかにする差異法（differencein

difference）の手法を採る．また，労働参加の状況は日本人と外国人では異なる可能性が

あることから，労働参加の有無についてHeckprobit（VandeVenandVanPragg1981）

法による同時推定を行う（式（5））．

以下，それぞれの推定結果と探究課題との対応関係について整理する．

1つ目の探究課題である属性効果の有無については，式（4）における以下の条件の成立
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3）上層ホワイトカラーは管理的職業，及び専門的・技術的職業従事者のいずれかからなる．本稿では，管理的

職業従事者の内，従業上の地位が自営業に相当する者は除いた．



の有無を問うこととなる．

・1・・2j・・3・・4・0 …（6）

属性構成の違いのみが，日本人と外国人の職業分布の差異を説明するのであれば，式（6）

が成立すると考えられる．これらはそれぞれ，外国籍ダミー，学歴ダミー，居住期間ダミー，

国際結婚ダミーの係数であり，外国人に固有の属性効果がない，つまり外国人と日本人が

労働市場において同じ職業的地位の分布に従うのであれば，これらは全て0となるはずで

ある．

学歴ダミー・Eduji・は，高校を参照カテゴリーとして，「小中学校」，「短大／高専」，そ

して「大学／大学院」の3つのカテゴリーに分かれ，それぞれの効果の外国籍ダミーとの

交差項をとったものである．後述するように統制変数・X
・
i・に学歴の主効果は含まれてい

るので，これは日本人と外国人の学歴の効果の差を意味する．

本研究においては，以下の式，つまり最も高い学歴・・23・から最も低い学歴・・21・の効

果を引き，それがプラスであれば日本人と比較した学歴の限界効果が大きい，つまり学歴

に対する見返りが大きいとし，逆の場合には小さいとする．これが探求課題2に対する回

答となる．

・Edu・・23・・21 …（7）

・Edu：学歴の限界効果の日本人との差

探究課題3に答えるにあたっては，以下の2つの係数に注目する．

居住期間ダミー・Rsdi・は，5年前の居住地が国内／海外であるかを問うたものであり，

これが海外の場合には国内居住期間が5年に満たないと考え，国内の場合には5年以上と

みなす．この変数は居住期間の長期化が定住化につながるとの想定に基づくものであり，

外国人についてのみ設ける４）．

日本人との結婚ダミー・IMi・は，日本人との国際結婚の効果を表すものである．なお，

有配偶と外国籍ダミーの交差項も同時に投入されているので，これは日本人との結婚によ

る効果のみを意味することになる．

探究課題4については，推定された結果を用いて，受け入れの態様別の上層ホワイトカ

ラー就業確率を求めることで，受け入れの態様間の差異を明らかにする．特に，外国籍ダ

ミー・Fgi・は，ある国籍に属することの職業的地位決定に対する平均的効果を表すのみ

ならず，それ以外の属性と併せてみることで，受け入れの態様ごとの経済的達成の程度を
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4）なお，本研究において使用される国勢調査データは横断面データであるため，ここで明らかにされるのは，

あくまで居住期間の長短の違いによる一時点での職業分布の差異であり，個人レベルでの居住期間の長期化の

効果と必ずしも同じではない点に留意する必要がある．



表す．

統制変数・X
・
i・は，就業経験（年）及びその二乗項，学歴，居住都道府県，居住市区町

村の人口規模，人口集中地区か否か，就業している産業について統制するものである．就

業経験は，年齢からそれぞれの学歴を得るのに必要な最低修了年限を引いたものである．

また，労働市場における職業的地位達成の機会は地域労働市場の影響を強く受けることか

ら，居住都道府県や居住市区町村の人口規模について統制した．

最後に，式（5）は労働参加の有無について統制するものであり，ほとんどの変数は式（5）

と共通である．なお，式（4）と（5）の誤差項の相関が有意に0と異ならない場合には，サン

プルセレクションバイアスがないと考え，式（4）単独によるプロビット推定を行う．

Ⅴ．ニューカマー男性の職業的地位とその決定要因

1. 基本属性

本稿で分析対象とする外国人男性の年齢構成は，いずれも20-40歳代に集中しており，

高齢者，及び若年者は少ない（図1）．平均年齢で見ると中国人男性33.8歳，ブラジル人

男性38.5歳と，日本人男性の43.4歳よりも大幅に若い．また，中国人男性とブラジル人男

性を比較すると，ブラジル人男性の方が全ての年齢層に比較的均等に分散している．なお，

本稿で分析対象とする人口規模は，中国人男性が126,298人，ブラジル人男性が62,236人，

そして日本人男性が35,879,744人５）である．

学歴構成を見ると，中国人男性では小中学校と短大／高専以上の学歴を持つ者に二極化

している．つまり，中国人男性は，技能実習生を中心とした低学歴層と，専門的・技術的

職業等からなる高学歴層に分かれている可能性が高い（図2）．
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図１ 性・年齢別人口構成（2010年）

出所：国勢調査個票データより再集計

5）重みづけした値．



一方，ブラジル人男性の場合，高校卒業以下の学歴を持つ者が大半であり，日本人男性

と比較して学歴水準が低い．このことは，ブラジル人男性の大半が入国にあたって学歴面

での選別を受けない日系人であることを反映したものといえるだろう．なお，学歴水準を

平均教育年数で示すと，中国人男性で13.0年と日本人男性の13.2年に近い値を示すものの，

ブラジル人男性では11.5年と低い値にとどまった．

有配偶率を見ると，いずれの国籍も日本人男性とほとんど変わらない水準である（表1）．

また，その内，日本人女性と結婚している者の割合を見ると，中国人男性では18.2％，ブ

ラジル人男性では8.8％と，外国人同士での家族形成が多くを占めていることが示された．

2. 労働関連指標に見る外国人労働者の経済的達成の状況

外国人労働者の経済的達成の状況を，労働市場における各種指標に注目することで明ら

かにしていきたい（表2）．

まず，労働参加率は中国人男性が94.1％，ブラジル人男性が97.5％，日本人男性が94.4

％と日本人と同等かそれ以上であり，労働参加が十分に進んでいることが示された．
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図２ 国籍別に見た学歴構成及び平均教育期間（15-64歳，卒業者）

注：国籍の後ろカッコ内の数字は年で換算した平均教育期間．
出所：国勢調査個票データより再集計

表１ 国籍別に見た有配偶率，及びその内，日本人と結婚している者の割合

（15-64歳，卒業者）

中国人男性 ブラジル人男性 日本人男性

有配偶率 60.8％ 63.2％ 61.0％

内 日本人との結婚 18.2％ 8.8％ ―

出所：国勢調査個票データより再集計



失業率を見ると，中国人男性は7.5％と日本人男性（7.5％）と同等であり，この点，十

分な経済的達成が見られるといってよい．一方，ブラジル人男性の場合，同値は8.9％と

日本人よりも高い．この時期は2008年の世界的経済危機後，日系ブラジル人の失業が問題

化した時期であり（青木 2011，ウラノ 2011），製造業を中心として派遣労働者として働

く彼らの多くが失業したことが，背景にあるものと思われる．

これと関連して，総就業者に占める雇用期間に定めのある労働者（非正規雇用）の割合

を求めると，中国人男性で34.1％，ブラジル人男性で64.3％となる．これは，日本人男性

の10.8％よりもはるかに大きい値である．この背景には，中国人男性の場合，技能実習生

が多いこと，ブラジル人男性の場合，派遣労働者が多いことが（梶田他 2005），背景にあ

ると考えられる．

上層ホワイトカラーの就業者に占める割合を求めると，中国人男性の18.5％がそれに該

当し，日本人男性（17.0％）よりも多い．これは，中国人男性の多くが専門的・技術的職

業に就いているとする先行研究の結果と一致する．ブラジル人男性の場合，この値は2.5

％と非常に低く，このことも，彼らが主に「身分に基づく在留資格」で製造業を中心に派

遣労働者として就労していることを反映したものといえよう．

以上のように，経済的達成はブラジル人男性においてはあまり見られない一方で，中国

人男性の間では，かなり明瞭に見られることが示された．

以下ではこのことを産業別就業者の分布の観点から見てみたい（図3，4）．

中国人男性の場合，農業，建設業，製造業，情報通信業，卸売業・小売業，宿泊業・飲

食サービス業などの割合が高い．中でも，情報通信業では専門的・技術的職業に就くもの

が多いことから，中国人の上層ホワイトカラーの割合が大きいのは，同産業で就労する者

の割合の高さと関連しているといえよう．また，農業，建設業，製造業，卸売業・小売業，

及び宿泊業・飲食サービス業の割合が大きいことは，中国人内部で職業的地位が高く安定

した層と，技能実習生等，経済的達成が遅れている層に二極分化していることを示すと考

えられる．

ブラジル人の場合，建設業，製造業が多い他は，いずれの産業の割合もおおむね低く，

また，専門的・技術的職業等，上層ホワイトカラーもほとんど見られない．全体的に経済

的達成が遅れていることは，こうした製造業への過度の集中が背景にあるものと思われる．

また，中国人のように同一国籍内での二極分化も見られない．
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表２ 労働市場における各種指標（2010年）（15-64歳，卒業者）

中国人 ブラジル人 日本人

労働参加率 94.1％ 97.5％ 94.4％

失業率 7.5％ 8.9％ 7.5％

非正規雇用 34.1％ 64.3％ 10.8％

上層ホワイトカラー 18.5％ 2.5％ 17.0％

出所：国勢調査個票データより再集計
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図３ 職・産業別の構成（中国人，2010年）（15-64歳，卒業者）

出所：国勢調査個票データより再集計

図４ 職・産業別の構成（ブラジル人，2010年）（15-64歳，卒業者）

出所：国勢調査個票データより再集計



3. 多変量解析による分析

多変量解析によると，外国籍ダミーの係数は中国人男性，ブラジル人男性のいずれにお

いても，それぞれ-0.27及び-0.45とマイナスとなっており，平均的に見て，上層ホワイト

カラーに就く確率が，日本人よりも低いことが示された．更に，式（6）が満たされないこ

とから，外国人労働者の職業的地位の分布は，様々な属性を考慮した後も，日本人と異な

ることが示された．以上が，探究課題1に対する回答である．

学歴については，中国人男性の場合，小中学校では0.14と，プラスの結果が得られた．

これは，低学歴者に見られるとされる積極的選別効果に近い結果ということができるだろ

う．しかしその効果は，短大／高専（0.23），大学／大学院（0.77）と学歴が上昇するに

つれ上昇し，その結果，学歴の限界効果の差も0.63とプラスの値となった．これは，理論

的に示唆されるのとは異なり，高学歴者においてより大きな積極的選別効果が得られるこ

とを意味する．これは，なぜであろうか？

まず，考えられるのは，高学歴者にとって高い職業的地位を可能にする特別な構造があ

るということである．しかし，高学歴中国人の間では，日系ブラジル人のように構造化さ

れた雇用システムの存在は指摘されていないし，企業内転勤によるいわゆる駐在員も少な

く，来日プロセスは，主に個人単位で行われていると考えてよいだろう．その一方で，田

嶋（2010：211-2）が，高学歴中国人の場合，コンピュータと英語に堪能であれば，海外

から直接，日本での就業機会を得られることを明らかにしている．このことから，高学歴

層を対象として，日本人とは異なる労働市場が存在すると考えることができるだろう．こ

れが，高学歴者ほど大きな効果が得られることの理由と考えられる．

ブラジル人男性の場合，小中学校以外の学歴でプラスの有意な結果（0.20）を得ること

はなく，学歴の限界効果の差も-0.20と，マイナスである．これは，低学歴者の間で見ら

れる積極的選別効果の典型事例といえる．このことは，日系ブラジル人の多くが，学歴に

かかわらず，派遣労働者として非熟練労働に従事しているとの事実と整合的である．

以上のことから，外国人労働者にとって，学歴の限界効果は日本人と異なることが示さ

れ，いずれの国籍でも，学歴が低い場合に積極的選別効果が見られるとともに，更に，中

国人男性の場合，高学歴者間でより大きな積極的選別効果が得られた．以上が，探究課題

2に対する回答である．

定住化の影響の内，国内居住期間については，中国人男性の場合には0.07と，若干のプ

ラスとなった．一方，ブラジル人男性の場合には，有意な結果を得ることができなかった．

このことは，いずれの国籍においても居住期間の長期化が経済的達成に即結びつくわけで

はないことを意味する．

また，日本人との結婚については，中国人男性の場合，-0.10とマイナスの結果が得ら

れており，むしろ上層ホワイトカラーへ就く確率が低下することが示された．現地人との

結婚は，言語習得を始めとする社会的適応に有利に働くと考えられるにも関わらず，この

ような結果が得られたのは，彼らの職業的地位達成が日本語能力を始めとする，日本への

社会的適応を前提としないところで起きていることを示唆する．
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一方，ブラジル人男性の場合，0.54とプラスであり，想定通りの結果となった．ブラジ

ル人男性の場合，中国人男性のように高い職業的地位が得られる特別な労働市場へのアク

セスビリティを有さず，日本人との結婚は，派遣労働者からの脱却といった正の同化効果

をもたらすことを示唆している．

要約すると，居住期間の長期化，及び日本人との国際結婚に伴う社会的適応は，理論的

に想定されるのとは異なり，必ずしも経済的達成を促進するとは言えない．更に，居住期

間，及び国際結婚による効果が，中国人男性とブラジル人男性の間では異なる．以上が，

探究課題3に対する回答である．

では，受け入れの態様別に見た経済的達成はどのようなものとなるのであろうか．国籍

を軸に，学歴，国内居住期間，そして日本人との結婚６）の有無等によって区別された受

け入れの態様ごとの結果を求めることで，これを明らかにする．
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表３ 上層ホワイトカラーに就く確率の日本人との差に関する推定結果

中国人 ブラジル人

外国籍ダミー -0.27** -0.45**

学歴*外国籍ダミー

小中学校 0.14** 0.20**

短大／高専 0.23** -0.07

大学／大学院 0.77** 0.06

定住化

国内居住期間が5年以上 0.07** -0.04

日本人との結婚 -0.10** 0.54**

統制変数・X
・
・ 省略

標本数 3,552,861 3,510,135

注：**p<.01,*p<.05
出所：筆者推計値

表４ 学歴の限界効用の日本人との差

中国人 ブラジル人

学歴の限界効用の差・・Edu・ 0.63 -0.20

出所：筆者推計値

6）日本人の有配偶者との差を見るため，日本人との結婚，有配偶と外国籍の交差項の和を求めた．



その結果，中国人男性の場合，主に，大学／大学院卒業者の間で，日本人男性よりも高

い確率で上層ホワイトカラーに就くことが示された．これは，先行研究で指摘されてきた，

高学歴層による定住化と，そこにおける経済的成功という事実と一致するといえよう．こ

のことを経済的同化理論の観点から評価すると，学歴を分岐点とした「分節化された同化

（SegmentedAssimilation）」が起きていると考えられる．

ブラジル人男性の場合，中国人男性とは対照的に，日本人と結婚していること，及び学

歴が低い（小中学校卒）場合に，日本人男性よりも若干高い確率で上層ホワイトカラーへ

就くことが示された７）．なお，ブラジル人男性の場合，学歴が上昇しても日本人との差が

縮まることはない．つまり，日本人との結婚，及び学歴を分岐とした「分節化された同化」

が起きていると考えられる．以上が探究課題4に対する答えである．
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図５ 社会経済的属性別に見た上層ホワイトカラーへ就く確率の日本人との差

（中国人男性）

出所：筆者推計値

7）抽出詳細集計を用いて，詳細な職業分類を見ると，学歴が低い場合，あるいは日本人と結婚している場合に

ブラジル人男性が就くことの多い上層ホワイトカラーは，会社役員，法人・団体管理的職業従事者，他に分類

されない管理的職業従事者といったものとなっている．具体的には，日本人の家族が経営する中小企業におけ

る管理的職業が想定されるであろう．



以上のことから，日本の外国人労働者の経済的達成の現状については，国籍によりその

分岐点が異なるものの，「分節化された同化理論」が妥当するものと思われる．つまり，

外国人労働者の職業的地位は特定の要因を分岐点として，日本人よりも高い／低い層に二

極分化していくと考えられる．

Ⅵ．考察：二極化する労働市場とその分岐点

1990年代以降，日本において見られた外国人労働者の増加は，同時期に先進各国におい

て見られた現象と同じものと捉えることが可能である．この点について，欧米を中心に行

われてきた移民研究では，経済的同化理論を援用しつつ，移民労働者の経済的達成に注目

することで，移民労働者が受け入れ社会の労働市場に与える影響を明らかにしてきた．し

かし，日本ではこうした視点は弱く，制度分析や小規模なサンプルに基づく事例分析が主

であり，センサスデータのような大規模なデータを用いて，移民理論を援用した研究は稀

であったといえる．

こうした状況を受け，本研究では，国勢調査の個票データを用い，日本における外国人

労働者の経済的達成の状況，及びその決定要因の観点から，外国人労働者の受入れが日本

の労働市場に与える影響を明らかにすることを目指した．

その結果，中国人男性の間では，日本人男性と比較して経済的達成の遅れがあまり見ら

れず，一方，ブラジル人男性の間では，ほぼ全ての面で経済的達成が遅れていることが示

された．

―136―

図６ 社会経済的属性別に見た上層ホワイトカラーへ就く確率の日本人との差

（ブラジル人男性）

出所：筆者推計値



多変量解析の結果，外国籍ダミーはいずれもマイナスであること，及び外国人労働者に

固有の係数がいずれも0ではないことから，外国人の職業的地位の分布は，様々な属性を

考慮した後も，日本人と異なること，そしてそれは，平均的に見て，日本人よりも低いこ

とが示された．

第二に，学歴の限界効果は日本人と外国人では異なることが示された．中国人男性の場

合，理論的に示唆されるのとは異なり，高学歴者の間でより大きな積極的選別効果が見ら

れ，日本人男性よりも高い学歴の限界効果を示す．これは，高学歴中国人男性が日本人と

は異なって，特別な労働市場に位置づけられ，より高い確率で上層ホワイトカラーに就く

構造を有することによるものと考えられる．

一方，ブラジル人男性の場合，理論的に示唆されるのと同様，低学歴者の間でのみ積極

的選別効果が見られ，その結果，日本人男性よりも低い学歴の限界効果しか示さないこと

が明らかにされた．この背景には，日系ブラジル人の多くが，学歴に関して選別をほとん

ど受けておらず，その結果，非熟練労働分野で派遣労働者として就労することを余儀なく

されていることがあるだろう．

第三に，定住化の効果については，中国人男性の場合，居住期間の長期化に伴い，若干，

上層ホワイトカラーへ就く確率が上昇する反面，日本人と結婚している場合には，むしろ

同確率が低いとの結果が得られた．これは，経済的同化理論が想定する単線的な経済的達

成プロセスとは異なるものである．

一方，ブラジル人男性の場合，居住期間の長期化から有意な影響を受けないものの，日

本人と結婚している場合に，上層ホワイトカラーへ就く確率が高い傾向にある．これは，

現地人との結婚による社会的適応に伴い，派遣労働者からの脱却が進むためと考えられる．

最後に，受け入れの態様ごとの経済的達成の程度を求めると，中国人男性の場合には，

学歴水準，ブラジル人男性の場合には，学歴，及び日本人との結婚の有無によって経済的

達成の程度が大きく異なることから，分節化された同化理論が妥当するとの結果が得られ

た．つまり，日本における外国人労働者の職業的地位は受け入れの態様により，日本人よ

りも高い／低い方向に二極分化していくと考えられる．

更に，こうしたことから，日本において，今後，更に外国人労働者の流入が拡大した場

合，それが日本の労働市場へ与える影響について，示唆を得ることができるだろう．

第一に，現在，中国人男性の間に見られるように，高学歴層を中心とした流入が見られ

た場合，経済的達成の程度は，定住化の程度にかかわらず，日本人よりも高くなるであろ

う．一方，高学歴層以外では，日本人よりも低い職業的地位にとどまり，その結果，中長

期的には底辺層を構成する可能性があるといえよう．

第二に，日系ブラジル人のように，人的資本面での選別を入国段階で受けない自由な労

働力移動が拡大した場合，単純労働者を斡旋するビジネスの拡大といった現象を通じて，

底辺層が急増するものと考えられる．この場合，居住期間の長期化に伴う社会的適応によっ

ても，その後の，経済的達成の遅れの改善を期待することは難しく，わずかに日本人との

結婚を通じてのみ，若干の遅れが緩和される効果が見られるだろう．しかし，その場合で

―137―



も学歴が低い場合を除けば，日本人よりも相対的に劣った地位に甘んずるしかないと予想

される．

つまり，今後，更に外国人労働者が流入した場合，日本の労働市場は二極化する可能性

を有しているといえよう．

（2015年4月16日査読終了）
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ImpactsoftheIncorporationofImmigrantWorkerstotheJapanese
LaborMarket;TheirEconomicAchievementanditsDeterminants

YuKOREKAWA

Thenumberofforeignworkershasbeenincreasingsincetheearly1990's,howevertherehave

beenafewresearchesfocusingontheirimpactstotheJapaneselabormarket.Thepresentstudy

aimstorevealtheirimpactstothelabormarketanddeterminantsbehindthemfromtheviewpoint

ofaneconomicassimilationtheory.

ThedatausedinthepresentstudyisalltheindividualsofChineseandBrazilianmenintheirage

of15-64yearsold,whodonotenrollanyschool,and10%oftheJapanesemeninthesamecate-

goryinthepopulationcensusconductedin2010.

Asaresult,economicachievementsofChinesemenarenotnecessarilylowerthanthoseofthe

Japanesemen.Ontheotherhand,thoseofBrazilianmen'saremuchlowerthanthoseoftheJapa-

nesemeninalmostallaspects.

Moreover,multivariateanalysisrevealedthatrelativelyhigheconomicachievementsofChinese

menareonlyseenamonghighlyeducatedpersons.Ontheotherhand,lowereconomicachieve-

mentsofBrazilianmenarerelativelyalleviatedamonglowereducatedpersonswhoaremarriedto

theJapanese.

Finally,thoseresultsimplythattheJapaneselabormarketwillbepolarizedbyafurtherincor-

porationofimmigrantworkersinthefuture.
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特 集 Ⅱ

わが国の長寿化の要因と社会・経済に与える影響に関する人口学的研究（その２）

日本版死亡データベースの人口分析への応用

石 井 太

はじめに

「日本版死亡データベース（JMD）」は，国際的な死亡データベースであるHuman

MortalityDatabase（HMD）の方法論を基礎としつつ，国際比較可能性を阻害しない範

囲で，日本の死亡状況により適合させる改善を行った，死亡研究に最適化された生命表の

データベースである（石井 2015）．また，HMDでは提供されていない都道府県別の生命

表データベースも提供されていることから，わが国の地域別死亡状況の分析も可能となっ

ているという特色がある．

一般に，統計部局等が作成する生命表は，時宜にかなった国民の死亡状況測定として意

義が高いと考えられるものの，必ずしも同一の形式で作成されているとは限らず，また，

他国の生命表と比較する場合にも形式や作成方法などについて違いが出ることは避けられ

ない．わが国の公式生命表についても，国勢調査年に作成される完全生命表とそれ以外の

年の簡易生命表は必ずしも作成方法や表章方法が同一ではないことや，時代によって作成

方法に違いがあることもあり，必ずしも死亡分析に最適化されているとはいえない面も存

在している．

本研究は，JMDが死亡分析を行う上で有している有効性を明らかにするとともに，

JMDの人口分析への応用可能性および発展性を示すことを目的とするものである．
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「日本版死亡データベース（JMD）」は，国際的な死亡データベースであるHumanMortality

Database（HMD）の方法論を基礎としつつ，国際比較可能性を阻害しない範囲で，日本の死亡状

況により適合させる改善を行った，死亡研究に最適化された生命表のデータベースである．また，

HMDでは提供されていない都道府県別の生命表データベースも提供されていることから，わが国

の地域別死亡状況の分析も可能となっているという特色がある．

本研究は，JMDが死亡分析を行う上で有している有効性を明らかにするとともに，JMDの人

口分析への応用可能性および発展性を示すことを目的とするものであり，死亡分布の位置やばらつ

きを生命表関数を用いて表す指標の長期系列の推定，都道府県別死因別死亡確率の年次推移とそれ

を用いた都道府県別死亡構造の分析，また，JMDの都道府県別リスク対応生存延べ年数を都道府

県別出生指標に応用することについて示した．JMDは本研究で示したような分析をより容易に実

行可能としたことなどを通じ，わが国の人口学的分析の発展に大きく寄与するものと考えられる．



Ⅰ 背景と先行研究

生命表では生命表関数と呼ばれる年齢の関数を用いて死亡状況が表されている．これら

の生命表関数はそれぞれの年齢における死亡の状況を詳細に示すものであるが，JMDの

全国ベースの最も細かい生命表では「1年×1歳」単位で生命表関数が示されており，膨

大な量の関数値が与えられていることになる．このうち，dx（死亡数）は生命表上の死亡

分布を表す確率密度関数と考えられることから，この分布の位置やばらつきを表す代表値

などの指標によって情報を集約することがしばしば行われる．生命表関数でもあるe0は，

dxを確率密度関数と見た時の平均値（期待値）であり，分布の位置を表す代表値である．

この他，分布の位置を示す代表値としては，中央値（メディアン）と最頻値（モード）が

あるが，このうち中央値は公式生命表では「寿命中位数」と呼ばれ，報告書等においても

表章されている．また，近年では，最頻値である「死亡最頻値年齢（ModalAgeat

Death）」も長寿化の指標として注目がされるようになってきている（Horiuchietal.

2013）．

一方，死亡分布のばらつきを表す代表値は，生存数曲線の矩形化の度合を測る観点から

研究がなされてきた．WilmothandHoriuchi（1999）は，生存数曲線の矩形化や死亡分

布のばらつきを評価する10種類（FixedRectangle,MovingRectangle,Fastestde-cline,

Sharpestcorner,Quickestplateau,Prolateindex,Interquartilerange(IQR),Standard

deviation,GiniCoeffcient,Keyfitz'sH）の指標を比較し，これらの間の相関が強いこと

を示して主にIQR（四分位偏差）を用いて分析を行った．この他にも，水平化・垂直化・

長寿化の3指標を用いたCheungetal.（2005），SD10（10歳以上の標準偏差）を用いた

EdwardsandTuljapurkar（2005），C50（死亡分布の50％を含む最小区間の幅）等によ

る評価を行ったKannisto（2006）などが先行研究の例として挙げられる．

このような生命表から得られる指標は，死亡状況を集約して示すことが可能であり，時

間的・空間的比較にも有用である．本研究においては，このような指標を作成する上での

JMDの有効性について示す．

JMDのもう一つの有効性は，HMDにはない都道府県別の生命表を同形式で提供して

いる点にある．都道府県別生命表は公式生命表としても1960年以降，国勢調査年に作成さ

れているが，作成方法や表章方法は年次によって必ずしも同一ではない（石井 2003）．特

に，死因分析については，1975年以降について生命表関数を用いて行われているが，死因

別死亡確率は1980年と1985年の報告書には掲載されていない．また，報告書に掲載されて

いる時系列表以外にも，単一年の都道府県別生命表の解析や，連続する二つの年次の平均

余命の延びなどに関する分析が行われたものはあるが，長期的な死亡状況を生命表関数を

用いて分析したものはこれまで多くないといえる．そこで，本研究においては，長期的な

死因別死亡確率の推移をJMDを用いて示すとともに，死亡分析以外への発展可能性とし

て，JMDにおいて示されているリスク対応生存延べ年数を用いた都道府県別の出生指標
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への応用を示すこととする．

Ⅱ データと方法

前節で述べたように，生命表から指標を作成し，時間的・空間的比較に用いるためには，

いくつかの望ましい要件が挙げられる．第一は，生命表が統一的な作成方法に基づいてい

ることである．生命表をその指標の精度まで考慮して比較するためには，一般的な人口指

標で必要となる入力データの一次統計としての精度評価に加え，一次統計を生命表へと加

工する過程が指標にもたらす影響評価も必要である．例えば，一国のある年齢の生命表上

の死亡率を他国と比較する場合，基となった一次統計の精度評価に加え，生命表において

は，その死亡率の推定に用いられたデータ加工の過程，例えば，死亡率算定の分母の選択

（中央人口か生存延べ年数か），死亡データの年齢の誤報告などの取扱い（データ修正の有

無やその方法），死亡率の平滑化の取扱い，高齢死亡率の数学的関数による当てはめの取

扱い，などの様々な行程の影響も考慮が必要となる．したがって，生命表の国際比較，時

系列比較をより厳密に行うためには，生命表作成方法に対しても統一的な取扱いが必要と

なる．第二に，生命表が同一の形式で提供されていることである．年齢階級や作成基礎期

間，また，年齢の上限などが異なる生命表については，比較にあたってこれらを揃える必

要があり，ここでさらに加工の行程が生じる場合がある．特に，年齢の上限が十分でない

場合には開放区間を年齢別に分解する必要が生じるため，この取扱いも結果に影響を及ぼ

す可能性が存在する．

ここで，特に第二の点について，死亡分布の位置の代表値である死亡最頻値年齢，及び，

ばらつきの代表値であるSD10，KeyfitzのH（LifeTableEntropy）を例として採り上げ

て考えることとする．本研究では，死亡最頻値年齢について，Kannistoによって提案さ

れた二次関数近似を用いる方法（Canudas-Romo2008）によって算出を行う．なお，一

般に，死亡最頻値年齢は，生のdxから求めることが難しいことから，平滑化法が用いら

れることが多い．Horiuchietal.（2013）はP-splineによるノンパラメトリック平滑化

を用いて死亡最頻値年齢の評価を行っている．本研究においては，死亡最頻値年齢の評価

をするときのみ，まずGreville（1981）による3次9項の平滑化法をmxに適用し，平滑

化されたmxからdxを推定しなおして評価を行うこととする．

次に，ばらつきの指標を考える．まず，SD10は10歳以上のdxの分布の標準偏差である

が，一般にx歳での生存数lxについて，区間・x,x・1・における死亡者 dx1 の当該区間

における平均生存年数は ax1 であることから，SD10を生命表を用いて算定するためには，

10歳以上のlx,dx1 ,ax1 の関数値が必要となる．

一方，KeyfitzのHはl・0・・1として次式で定義される指標である．

H・・
・
・
0・logl・a・・l・a・da

・
・
0l・a・da

・・
・
・
0・logl・a・・l・a・da

e0
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この式に基づいてKeyfitzのHを算出するにあたっては，やはり全年齢に関するlxの値

が必要となる．

ここで，これらの算出の基礎となるlx，dxについて，1979年女性の場合の両関数を，

簡易生命表とJMDを比較して図1に示した．1979年以前の簡易生命表では85歳以上が開

放区間となっていることから，灰色で示した簡易生命表のグラフでは，lxが85歳で途切れ

るとともに，dxも85歳以上が一括となり大きい値を示していることがわかる．

この数値から死亡最頻値年齢を求める場合，簡易生命表ではdxのピーク近辺で年齢の

上限に達してしまっており，開放区間を年齢別に分解しなければ算出が難しいことがわか

る．また，その分解法によって死亡最頻値年齢が影響を受ける可能性がないとはいえない．

一方，分布のばらつきを表すSD10やKeyfitzのHについてもlx,dx1 の開放区間の分解

が必要であり，同じく分解法の違いによる指標への影響が考えられる．一方，JMDの生

命表は全ての表で年齢の上限は110歳となっており，年齢上限におけるdx，lxの値は小さ

いものとなっていることから，このような影響は限定的なものとなっている．このように，

JMDを利用することによって，全ての年次で同様の品質で死亡分布に関連する指標を示

すことが可能となるのである．

次に，都道府県別死因分析について述べる．本研究では，JMDで提供されている都道

府県別生命表と人口動態統計の死因統計を組み合わせて生命表上の死因別死亡確率を算出

し，1980年以降の推移を観察する．都道府県別生命表は，JMDの「5歳×5年（センサ

ス中心）」表を基礎とし，作成基礎期間が5年となっている1978～1982年，1983～1987年，

…，2008～2012年の7期間の生命表を用いた．なお，結果の表章については，中心となっ

ているセンサス年で期間を表示することとした．また，これらの期間に対応する都道府県
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図１ 生存数lx，死亡数dxの比較（簡易生命表とJMD,1979年女性）



別・年齢階級別死因別死亡数を用いて， R
i
xn ：年齢・x,x・n・における年齢階級死因i割

合を算定し，

l
i
x・・ ・

・

x・x・

dxn ・R
i
xn

により，死因別死亡確率を算出した（Prestonetal.（2001）,p.76）．本研究では，x・・0

の場合，すなわち，0歳の者が生命表に従って死亡するとした時に死因iで死亡する確率

を用いて分析を行うこととする１）．死因については，悪性新生物，心疾患（高血圧性を除

く），脳血管疾患，肺炎の4死因を分析の対象とした．死因分類については，人口動態統

計で用いられている死因年次推移分類を用いて分析を行う．

さらに，都道府県別死因構造の特徴の抽出を試みる観点から，これら4死因の死因別死

亡確率の都道府県別年次推移を用いて階層的クラスター分析を行い，都道府県のグループ

分けを行った．分析には，最遠隣法，ユークリッド距離を用い，男女それぞれ4つのグルー

プへの分類を行った．

Ⅲ 結果と考察

1. 死亡分布の代表値

JMDによる平均寿命，寿命中位数，死亡最頻値年齢の推移を示したものが図2である．

1947年については，平均寿命は男性49.8年，女性53.6年，寿命中位数男性59.2年，女性64.3

年に対し，最頻値年齢は男性70.6年，女性75.5年となっている．一方，2012年では，平均

寿命は男性79.9年，女性86.4年，寿命中位数男性83.0年，女性89.2年，最頻値年齢は男性

86.8年，女性91.6年であり，三者の差は概ね減少傾向にある．特に，2005年以降の女性の

指標の動きを見ると，最頻値年齢の増加が弱く，概ね横ばいで推移していることが観察で

きる．

最頻値年齢の動きについてより詳しく観察するため，5年おきの女性のdx関数と，最

頻値年齢及びその時のdxの値を黒丸で示したものが図3である．これを見ると，死亡最

頻値年齢は1950年以降堅調に増加するとともに，若年死亡率の減少と相俟ってdx値を上

昇させながら推移してきたが，1990年代において，黒丸が右方向へ強くシフトし，dx値

の上昇が抑えられたまま最頻値年齢のみが増加するという特色を有していることが観察で

きる．一方，2000年代に入ると，最頻値年齢の動きが鈍くなり，dx値の上昇による黒丸

の上方向への動きが強くなっていることがわかる．

同じく JMDを用いて線形差分モデル（石井 2013）による分析を行った Ishiiand

Lanzieri（2013）では，線形差分モデルにおいて死亡の集中化に関連するパラメータgt

が1980年から2000年にかけて概ね安定的に推移していることから，この期間においては死
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1）死因別死亡確率は，生命表上で各種死因によって起きる死亡の死因別割合（シェア）を示すものであり，死

亡率のような発生率を表すものではないことに注意が必要である．



亡の集中化の傾向はあまり強いものではなく，死亡曲線の強い平行シフトの特徴が現れて

いることを示している．特に，gtを詳細に観察すると，1990年代でその傾向はより顕著で

あることが見て取れる．一方，シフティングに関連するパラメータStは2000年代まで堅

調に増加し，死亡曲線が高齢側にシフトしていることを示しているが，2000年代から増加

がやや弱くなってシフティングの弱まりを表すとともに，gtが減少して死亡の集中化が起

きていることが示唆されている．図3におけるdx関数や死亡最頻値の動向は，この線形

差分モデルによる分析と整合的であり，特に，2000年代以降において，わが国の女性の死

亡動向にそれ以前とはやや異なる兆候が現れていることが示唆されていると考えることが

できる．なお，このような兆候が今後どうなっていくかについては，JMDを用いた分析

を通じ，慎重にデータの動向を見極めていくことが必要であろう．

一方，SD10とKeyfitzのHを示したものが，図4，5である．WilmothandHoriuchi

（1999）は，生存数曲線の矩形化や死亡分布のばらつきを評価する指標の間の相関が強い

ことを示したが，ここでも両者の動きは相関が強いことが観察される．特に，1970年辺り

までに急速に値が減少するのは，古典的疫学的転換に基づいて死亡分布が高齢中心へと移っ

ていくことを反映しているものである．一方で，KeyfitzのHが比較的単調な減少傾向

を示しているのに対して，SD10は1970年以降必ずしも単調には減少しないという違いも

観察できる．特に，女性のSD10が1990年代にやや上昇傾向にあるのに対して，2000年代

後半で再び減少傾向に戻ることは，先に見た死亡曲線の並行シフトや集中化の傾向を反映

しているものと見ることが可能であろう．このように，ばらつきの指標については，大き

な傾向としては同様の動きを示す一方，それぞれの指標が持つ固有の特性もあることから，

分析目的に応じた指標の選択も重要である．
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図２ 平均寿命，寿命中位数，死亡最頻値
年齢の推移

図３ dxと死亡最頻値の推移
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2. 都道府県別死因分析

図6，7は，男性の都道府県別の死因別死亡確率の推移を示したものである．男性では

悪性新生物（Hi02）による死亡割合のシェアが大きく，かつ，近年になるに従って拡大

傾向にある．ただし，その増加速度は近年やや逓減しており，シェアが減少に転じている

都道府県も存在する．反対に，概ね減少基調にあるのは脳血管疾患（Hi06）である．心

疾患（Hi05）については，1995年にICD-10を導入した際，死亡診断書の改定が行われた

ことによって心疾患による死亡数が大きく減少するという不連続性が生じていることから，

年次推移の傾向を見る時には注意が必要であるが，この改定の影響を受けない2000年以降

については概ね一定程度の推移と見ることができる．肺炎（Hi07）については1980年に

は低いシェアであったのに対し，次第にシェアを拡大し，近年では脳血管疾患や心疾患と

同じレベルとなっていることが観察される．

一方，図8，9は，女性の都道府県別の死因別死亡確率の推移を示したものである．女

性の死因別死亡確率を男性と比較すると，悪性新生物（Hi02）による死亡割合のシェア

が男性よりかなり低いのに対し，脳血管疾患（Hi06）と心疾患（Hi05）のシェアが高い

という特徴が見られる．一方，肺炎（Hi07）については男女とも同程度のシェアとなっ

ている．年次推移を見てみると，悪性新生物（Hi02）は男性と同様増加傾向にあるが，

全般的に男性よりも増加は緩やかなものとなっている．また，脳血管疾患（Hi06）につ

いても男性同様，減少基調にあることが観察できる．心疾患（Hi05）については，男性

のところで述べた通り年次推移の観察に注意が必要であるが，概ね男性と同様の傾向が見

られるといえる．肺炎（Hi07）についても，男性と同様，1980年から次第にシェアを拡

大する傾向にあり，直近では，多くの都道府県で脳血管疾患（Hi06）と近いレベルにま

で到達していることが観察されるが，男性と異なり，心疾患（Hi05）のシェアに並ぶ都

道府県は少ない．
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図４ SD10の推移 図５ KeyfitzのHの推移



次に，これらの死因別死亡確率から階層的クラスター分析を行った結果を地図に示した

ものが図10，11である．男性については，第1グループは宮城，秋田，山形，福島，茨城，

栃木，新潟，長野，第2グループは北海道，東京，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山，広

島，香川，福岡，佐賀，長崎，第3グループは沖縄，第4グループは青森，岩手，群馬，

埼玉，千葉，神奈川，富山，石川，福井，山梨，岐阜，静岡，愛知，三重，滋賀，鳥取，
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図６ 死因別死亡確率の推移（男性）
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図７ 死因別死亡確率の推移（男性）
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図８ 死因別死亡確率の推移（女性）
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図９ 死因別死亡確率の推移（女性）
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島根，岡山，山口，徳島，愛媛，高知，熊本，大分，宮崎，鹿児島となった．また，女性

については，第1グループは宮城，秋田，山形，福島，茨城，栃木，新潟，山梨，長野，

岐阜，静岡，三重，鳥取，島根，第2グループは北海道，東京，神奈川，石川，福井，滋

賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山，広島，徳島，香川，愛媛，福岡，佐賀，長崎，熊

本，第3グループは沖縄，第4グループは青森，岩手，群馬，埼玉，千葉，富山，愛知，

岡山，山口，高知，大分，宮崎，鹿児島となった．

男女とも第1グループには東北地方の県が多く含まれているが，特に図6，7で，この

グループに属する都道府県の男性の死因別死亡確率を見ると，1980年当時の脳血管疾患

（Hi06）のシェアが悪性新生物（Hi02）を大きく上回っているという特徴を有しているこ

とがわかる．また，女性についてもこのグループでは1980年当時の脳血管疾患（Hi06）

のシェアは大きい．一方，第2グループは北海道，東京の他，近畿圏の府県が多く含まれ

ている．このグループも男性についての図6，7を観察すると，第1グループとは反対に

1980年当時の脳血管疾患（Hi06）のシェアが悪性新生物（Hi02）よりも低いという特徴

が観察される．また，男女とも第3グループは沖縄県のみから構成され，残りが第4グルー

プに分類される．

第1グループは，特に男性について東北地方に多く見られるという地理的な傾向を示す

ことが特徴的であるということができよう．一方，第2グループは，東京・大阪・京都な

ど大都市がある都道府県を含む傾向があるものの，愛知は第4グループに分類されている

ことから，都市規模だけではなく別の要因も作用している可能性が考えられる．

一方，男女とも沖縄のみが第3グループとして一つのグループに分類される一つの要因

としては，4死因で占めるシェアが他の都道府県に比べて低いことが考えられる．沖縄の
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図10 死因別死亡確率によるグループ分け
（男性）

図11 死因別死亡確率によるグループ分け
（女性）



死亡率の年齢パターンは，若年層が全国値よりも高いのに対して高齢層では低く，死亡分

布のばらつきが大きいという特徴を有している．図12は2005年の都道府県別SD10の分布

をヒストグラムで示したものである．上側は男性，下側は女性を示したものであるが，男

女とも他の都道府県から離れて一県だけ高い値を取っているのが沖縄である．このように，

沖縄が持つ死亡の年齢パターンの特異性は，各年齢層の死因構造の違いを通じて死因別死

亡のシェアの特徴に影響を与えており，これが沖縄が一つの県のみでグループを形成する

理由であると考えることができよう．

3. 都道府県別出生指標

JMDは死亡研究に資する生命表を提供することを第一の目的として作成されているが，

ここで推定されている「リスク対応生存延べ年数（Exposuretorisk）」は，人口学的率

（人口動態率,DemographicRates）の分母となる指標であり，死亡に限らず，様々な人

口指標に対して利用することが可能である．現在，公式統計における都道府県別合計出生

率では，母の年齢5歳階級別出生数（日本人）をイベントとし，このリスク対応生存延べ

年数の近似として，国勢調査年は5歳階級別10月1日現在日本人人口，中間年は5歳階級

別10月1日現在総人口を用いて5歳階級別出生率を算出し，この合計を5倍することによっ

て算出している．しかしながら，詳細な人口分析を行う場合には，より精密な形での推定

が必要となる場合がある．例えば，人口学的率の分子に相当する出生数には，日本人女性

の出生数と外国人女性の生んだ日本国籍児の出生数の両方が含まれており，精密な観察に

際しては分母と分子を整合的に取扱う方が好ましい．また，5歳階級で算出されている出

生率についても，各年齢階級内の年齢パターンをより忠実に反映する観点からは，年齢別

に算定する方が精密である．さらに，生命表の死亡率の分母にリスク対応生存延べ年数を
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図12 都道府県別SD10の分布（2005年，上：男性，下：女性）
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使用したように，出生率の分母についても，10月1日現在人口を近似的に用いるより，直

接，リスク対応生存延べ年数を使用する方がより年齢パターンを精密に反映できるであろ

う．JMDの各年・各歳の都道府県別リスク対応生存延べ年数（日本人）を用いることに

より，上述の年齢各歳の取扱いと分母のリスク対応生存延べ年数の問題について，一定程

度の精密化を図ることが可能となる．

例として，東京都の国勢調査年について，年齢別出生率を推定したものが図13である．

ここでは，出生数・リスク対応生存延べ年数とも年齢を各歳としたものを用いている．グ

ラフの中で，実線で示されているのが分母に日本版死亡データベースのリスク対応生存延

べ年数を用いたもの，点線で示されているのが分母に10月1日現在日本人人口を用いたも

のである．ここで，1995年の両者の年齢パターンを比較してみると，20歳代後半のところ

で，分母に10月1日現在日本人人口を用いた場合，不自然な年齢パターンが生じているこ

とがわかる．これは，この年齢層にひのえうま生まれ世代が含まれることによるものであ

るが，分母にリスク対応生存延べ年数を用いることによりこの問題が解消され，分母と分

子の整合性が向上していることがわかる．

また，この年齢別出生率を合計した合計出生率の推移を示したものが図14である．ここ

で，実線で示したものが分母にJMDのリスク対応生存延べ年数を用い，分母・分子とも

年齢各歳で算定したものである．一方，国勢調査年に表示されている△印は図13に点線で

示したものに対応し，分母に10月1日現在日本人人口を用いるが，年齢は各歳で算定した

ものである．国勢調査年の◯印は公式統計同様，分母に10月1日現在日本人人口を用い，

分母・分子とも5歳階級で算出したものであるが，◯印と△印の乖離からわかる通り，各

年齢階級内の年齢パターンも合計出生率に影響を及ぼしていることがわかる．また，×印

は公式統計と同様の方法で中間年を算出したものである．
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図13 年齢別出生率（東京都）
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図14 合計出生率（東京都）
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このように，都道府県別出生指標にJMDのリスク対応生存延べ年数を利用することに

より，出生分析における出生率の推定において一定の精密化を図ることのできる可能性が

あることがわかる．しかしながら，一方で，このリスク対応生存延べ年数の推計にあたっ

ては，人口移動に関して，場合によってはやや強い仮定が置かれている可能性がある点に

留意が必要である．生命表の作成過程を見てもわかるように，一般に，人口分析に用いる

人口指標の算出にあたっては，分析目的等に応じて様々な推定が必要とされる場合がある

が，このような場合，前提の置き方や推定手法の変更によって，導かれる指標の値は変わ

りうる性格のものであり，算出された率を確定的なものと捉えるのは適当ではないことに

も注意が必要であるといえよう．

おわりに

本研究は，JMDが死亡分析を行う上で有している有効性を明らかにするとともに，

JMDの人口分析への応用可能性および発展性を示すことを目的として，死亡分布の位置

やばらつきを生命表関数を用いて表す指標の長期系列の推定，都道府県別死因別死亡確率

の年次推移とそれを用いた都道府県別死亡構造の分析，また，JMDの都道府県別リスク

対応生存延べ年数を都道府県別出生指標に応用することについて示した．

死亡最頻値年齢の動向からは，1950年以降，最頻値年齢は堅調に増加するとともに，若

年死亡率の減少と相俟ってdx値を上昇させながら推移してきたが，1990年代においてdx

値の上昇が抑えられたまま最頻値年齢のみが増加するという特色を有していることが観察

できた．一方，2000年代に入ると，最頻値年齢の動きが鈍くなり，dx値の上昇の動きが

強くなっていたが，このような動向は線形差分モデルを用いた分析と整合的であり，特に，

2000年代以降において，わが国の女性の死亡動向にそれ以前とはやや異なる兆候が現れて

いることを示唆しているものと考えることができることが明らかとなった．

また，都道府県別死因別死亡確率を用いた階層的クラスター分析によって都道府県を4

つのグループに分類して特徴を観察したところ，第1グループは，特に男性について東北

地方に多く見られるという地理的な傾向を示す一方，第2グループは，東京・大阪・京都

などの大都市がある都道府県を含む傾向が観察された．また，男女とも沖縄県のみが第3

グループとして一つのグループに分類されるが，この要因としてSD10が他に比べて極め

て高い値を取っているなど沖縄が持つ死亡の年齢パターンの特異性が，各年齢層の死因構

造の違いを通じて死因別死亡のシェアの特徴に影響を与えていることが考えられる．

さらに，都道府県別出生指標にJMDのリスク対応生存延べ年数を利用することにより，

出生分析における出生率の推定において一定の精密化を図ることのできる可能性があるこ

とが明らかとなり，JMDが持つ死亡分析への応用可能性とともに，死亡分析以外の人口

分析全般への発展可能性も明らかとなった．

生命表関数はそれぞれの年齢における死亡の状況を詳細に示すものであり，それ自体極

めて豊富な情報が含まれている．しかしながら，本研究で取り扱った代表値など，生命表

―152―



関数を加工し，新たな指標を開発することによって死亡の特徴の解明を行うことも人口分

析上重要な課題である．そして，このような分析を行うためには，生命表が統一的な作成

方法に基づいていること，生命表が同一の形式で提供されていることが重要であり，

JMDはこのような条件を満たすことから，死亡分析に最適なデータベースとなっている

ということができよう．本研究で示した分析は，JMDなしでは必ずしも容易に行うこと

ができなかったものであり，このような分析の充実を通じて，JMDはわが国の人口学的

分析の発展に今後も大きく寄与するものと考えられる．

今回，本研究で行った死因分析については，JMDの生命表に人口動態統計の死因統計

を組み合わせることによって行ったが，JMD自体への死因系列の追加に関しても計画が

されている．HMDプロジェクトでは従前より死因系列の提供に関する検討を行っている

ところであり，2010年に開催されたシンポジウムにおいて「HMDに死因データシリーズ

を含める拡張」というセッションが設けられ，100を超えない程度に分けられたHMD独

自の死因分類のプロトタイプとともに，この分類に基づいて年齢（階級）別死因別死亡数

やその割合などを提供する案が報告され，討論が行われた（石井 2010）．その後もHMD

プロジェクト内において死因分類の検討は継続されており，現在，いくつかの修正が施さ

れた新たな分類案が提示されている．JMDプロジェクトでも現在，これに対応した日本

の死因系列の提供に関する研究を行っているところであり，このような死因の系列を

JMDに含めることに取り組んでいくことは今後の大きな課題といえよう．

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「わが国の長寿化の要因と社会・経済に与え

る影響に関する人口学的研究」の研究成果であり，本稿で使用した「人口動態調査」に関

する分析結果には，統計法第32条の規定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含ま

れている．
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ApplicationsoftheJapaneseMortalityDatabasetoMortalityStudies

FutoshiISHII

ThisstudyaimstorevealtheusefulnessoftheJapaneseMortalityDatabase(JMD)tomortality

studies,anditsapplicabilityandpossibilitiesofuseindemographicanalyses.Weshowtheesti-

matedindicatorsforlocationsandvarianceinthedeathdistributionusingthelifetablefunctions

aslongtimeseries,trendsintheprobabilityofdyingbycause,andtheirapplicationstotheanalysis

ofthestructureofcauseofdeathbyprefecture.Furthermore,weshowanapplicationoftheexpo-

suretoriskbyprefectureintheJMDforfertilityindicators.

Fromthetrendsinthemodalageatdeath,weobservedasteadyincreasesince1950alongwith

anincreaseofthedxcausedbytheimprovementofyoungermortality.Inthe1990s,itisnotable

thattheincreaseofthedxtaperedandonlythemodalageincreased.Furthermore,anincreaseof

themodalagehasbeenweakenedwhereasanincreaseofdxhasbeenstrengthenedsince2000,

whichisconsistentwithanalysisusingthelineardifferencemodel.Wecouldrecognizethisasa

newtrendinJapanesefemalemortalitythatwasnotobservedbefore.

Weobservedprefecturalcharacteristicsofmortalitybycausewithhierarchicalclusteranalysis

usingtheprobabilityofdyingbycause,andthendividedallprefecturesintofourgroups.Weob-

servedthatthefirstgrouprevealedageographicalfeaturethatincludedmanyprefecturesinthe

Tohokuarea,whereasthesecondgroupcontainedprefectureswithbigcities,suchasTokyo,

Kyoto,andOsaka.ThethirdgroupforbothmalesandfemaleswasformedsolelybyOkinawa;the

proportionofdeathsbycausewasaffectedbythepeculiarityofthemortalitypatterninOkinawa,

whichinvolvedadifferentstructureofcauseofdeathbyage.

Furthermore,weshowedsomepossibilitiesofimprovinganestimationofthefertilityratebyus-

ingtheexposuretoriskbyprefectureintheJMD.WecouldshowtheapplicabilityoftheJMDon

mortalitystudiesaswellasthepossibilityofapplyingittodemographicanalyses.

Thelifetablefunctionsshowthemortalitysituationbyageindetailandincludeabundantinfor-

mationthemselves.However,itisalsoimportanttomodifythemanddevelopnewindicatorsto

elucidatethecharacteristicsofmortalityindemographicanalyses.Forthesekindsofanalyses,itis

necessarythatthelifetablesareconstructedbyuniformmethodsandprovidedascommonformats;

thisisaccomplishedbytheJMD,whichcanappropriatelybecalledanoptimizeddatabaseformor-

talityanalysis.Theanalysesthatwehaveshowninthisstudycouldnotnecessarilyhavebeenper-

formedeasilywithouttheJMD.Webelievethatitwillgreatlycontributetotheprogressof

demographicstudiesinJapanthroughtheenhancementofanalysesindemography.
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統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2013年

合計特殊出生率（TFR:TotalFertilityRate）は，ある国，地域における出生力水準を示す指標

として代表的なものである．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第

一子平均出生年齢を，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表している資料を基に，主要国に

おける時系列推移，国際比較等，人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

いずれの指標も女性についてのものである．なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている

全てではなく，最新（2007年以降）のデータが更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデー

タが得られている国に限定した．また，表中に示した国の配列は原典の配列を採用している．

（別府志海・佐々井 司）

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においては，ヨーロッパでは概ね2

から3程度の水準であるのに対し，それ以外の地域では4から8と極めて高い率を示す国が少なくな

い（図1，表1）．しかし，60年代以降は，それまで高出生率であった北アメリカ（カナダとアメリ

カ合衆国を除く），南アメリカ，アジア（日本を除く）の各国において出生率低下が顕著化し，2000

年以降はほとんどの国で2前後の水準に達しており，直近で4を上回る高い出生率を示しているのは

アフリカ等の一部の国に留まる．1960年代には既に低水準であったヨーロッパ諸国，アメリカ，日本

といった国々でも1970年代以降さらに出生率が低下し，2000年ごろには人口置換水準を大きく下回る

国が現れ始めた．それらの国々のなかには1990年代に入って人口置換水準にまで出生率を回復する国

が出始める一方，日本をはじめとする東アジア諸国やヨーロッパの一部の国々では依然低迷が続いて

いる．

今回掲載する90か国・地域のうち，最新年次における合計特殊出生率で最も高い率を示したのはシ

エラレオネの5.82（2012年），最も低い率はホンコン特別行政区の1.13（2010年）であり，その差は4.7

である（表2）．合計特殊出生率が相対的に低い国々は，（東）アジア，東・南ヨーロッパに多い．ま

た，出生率が2を下回る国は45か国と半数あり，1.5を下回る国も18か国あった．他方，3以上の国

は16か国である．

表3は年齢別出生率を89カ国・地域についてみたものである．合計特殊出生率が3以上を示す国で

は，複数の年齢階級で100‰を超える高い出生水準を示しているのに対し，低出生国ではすべての年

齢階級で低いことに加えて，最も出生率の高い年齢が30歳代前半に分布する傾向がみられる．ただし，

合計特殊出生率と年齢パターンには国・地域によって独自の関係がみられることから，注意深い考察

が必要である（図2）．
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1）UnitedNations,DemographicYearbook

（最新：2013年版．http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://w3.unece.org/pxweb/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2012年版までを用いた指標は佐々井司・別府志海「主要国にお

ける合計特殊出生率および関連指標：1950～2012年」『人口問題研究』，第70巻2号，2014年6月，pp.165-172

に掲載．



つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢をみると，ほと

んどの国で上昇傾向にある（表4）．日本と同様に第1子出生時の女性の年齢が高い国はヨーロッパ

のなかでも相対的に低出生国に偏在する傾向がみられ，なかでもギリシャ，イタリア，ルクセンブル

ク，スイスなどでは30歳を超えている．逆に，ジョージア，キルギス，モルドバ，ロシア，タジキス

タンなどでは出生年齢が比較的低くなっている．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2013年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2012年 2013年

〔アフリカ〕

ボ ツ ワ ナ … 6.70
7）

6.80
10）

7.07
15）

5.24
17）

4.40
20）

3.20
26）

2.79 … …

ガ ー ナ … 6.90
7）

6.80
10）

6.50
13）

6.40
17）

4.60
20）

4.40
24）

4.00
28）

… …

ケ ニ ア … 7.82
7）

8.12
10）

8.12
13）

6.80
17）

5.04 4.90
24）

4.60
28）

… …

リ ベ リ ア … 6.50
7）

6.25 6.80
13）

6.80
17）

6.80
20）

… 4.90 4.80 4.70

モーリシャス … 5.98
7）

4.25
10）

3.07
13）

2.32 1.99 1.82 1.47 1.54 …

モザンビーク … 6.29
7）

6.50
10）

6.50
13）

6.50
17）

5.80 … 5.60 5.50 5.40

ル ワ ン ダ … 7.38
7）

7.99
10）

8.74
13）

7.00
17）

6.20
20）

5.50
27）

5.38 5.30 …

セ ネ ガ ル … 6.90
7）

7.00
10）

7.00
13）

6.50
17)

5.60
20）

5.08
26）

4.86 … …

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
12）

4.16 2.73 2.08 2.20 2.17 2.42 2.37

シエラレオネ … 6.19
7）

6.39
10）

6.50
13）

6.50
17）

6.50
20）

… 5.82 5.82 …

南 ア フ リ カ … 6.51
7）

5.90
10）

5.09
13）

4.38
17）

2.86 2.61 2.38
29）

… …

スワジランド … 6.50
7）

6.50
10）

6.50
13）

5.25
17）

4.80
20）

… 3.80 3.60 3.60

チ ュ ニ ジ ア … 7.00
7）

6.09 4.51 3.35 2.23
20）

2.04 2.13 … …

タ ン ザ ニ ア … 6.82
7）

6.87
10）

7.10
13）

6.50
17）

5.50
20）

… 5.10 3.69 …

〔北アメリカ〕 …

バ ハ マ … … 3.97 2.78 2.52 1.99 2.05 1.83 1.76 1.73

バーミューダ … … … 1.64 1.76 1.65 1.76 1.76 1.76 1.63

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.54 1.67
29）

… …

コ ス タ リ カ … 7.14 … 3.63 3.20 2.00 2.00 1.81 1.88 1.76

キ ュ ー バ … 3.68
7）

3.70 1.64 1.83 1.60
20）

1.49 1.69 1.69 …

ドミニカ共和国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
17）

2.90
20）

2.77 2.49 2.44 2.42

エルサルバドル 6.06 6.81 6.62 5.70 4.52
17）

2.79
21）

… … 2.30 2.20

グリーンランド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.33 2.26 1.99 …

メ キ シ コ … 6.37 6.24 3.14 3.70 2.65 2.20 2.10
28）

… …

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
22）

2.40 2.40 2.50 …

アメリカ合衆国 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
18）

2.06 2.05 1.93 1.88 …

〔南アメリカ〕

アルゼンチン … 2.53
9）

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.39 … …

ボ リ ビ ア … 6.75
7）

6.56
10）

5.80
13）

5.00
17）

4.40
20）

3.54
27）

3.29 … …

ブ ラ ジ ル … 6.15
7）

5.38
10）

2.80 2.66 2.20 2.06 1.87 1.80 1.77

チ リ 4.21
6）

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.93 1.91 … …

コ ロ ン ビ ア 4.88
5）

6.76
7）

6.28
10）

4.14
13）

2.90
17）

2.73
21）

2.45 … 2.35 …

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.58 1.90 … …

ペ ル ー 3.36
3）

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.69 2.49 2.40 2.36

ウ ル グ ア イ 2.73 2.90 3.00 2.57 2.33 2.25 2.04 2.01
28）

… …

ベ ネ ズ エ ラ 5.51 6.58
9）

5.68 4.13 3.59 2.93
20）

2.65 2.55
28）

… …

〔 ア ジ ア 〕

バ ー レ ー ン … 6.97
7）

6.97
10）

4.40
15）

3.90 2.75 2.02 1.88 2.13 …

バングラデシュ … 6.62
7）

6.91
10）

4.97
15）

4.45
17）

2.56
22）

2.47 2.12 … …

カ ン ボ ジ ア … 6.29
7）

6.22
10）

4.10
13）

5.25
17）

3.88 3.68
25）

3.30
28）

… …

ホンコン特別行政区 … 4.70
7）

3.29 2.06 1.21 1.04 0.96 1.13 … …

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87
15）

1.61
19）

0.95 0.91 1.07 1.36 …

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.42 1.44 … …

イ ン ド … 5.92
7）

5.69
10）

4.40 3.80 3.20 2.90 2.50 2.40 …

インドネシア … 5.67
7）

5.57
10）

4.42 3.08 2.54 2.20 2.41 2.60 …

イ ラ ン … 7.20
7）

6.97
10）

6.50
13）

4.90
19）

2.50
22）

1.78
26）

1.79
30）

… …

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 2.84 3.03 3.05 …

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.26 1.39 1.41 1.43

ヨ ル ダ ン … 7.38
7）

5.12 8.40
14）

6.20
18）

3.50
22）

3.70 3.80 3.50 …
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2013年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2012年 2013年

ク ウ ェ ー ト … 7.21
7）

6.78 5.50 3.94
17）

4.23 4.63 2.69
29）

… …

ラ オ ス … 6.15
7）

6.15
10）

6.69
13）

6.69
17）

4.90 4.50 3.20 … …

マ レ ー シ ア … 6.94
7）

5.94
10）

4.16
13）

4.00
17）

2.96 2.36 2.14 2.12 …

モ ン ゴ ル … 6.00
7）

7.32
10）

6.65
13）

4.83
17）

2.20 1.95 2.40 2.70 3.00

ミ ャ ン マ ー … 6.05
7）

5.74
10）

5.02
13）

4.50
17）

3.30
20）

2.11 2.03 … …

ネ パ ー ル … 5.76
7）

5.81
10）

6.20
13）

5.90
17）

4.10
22）

3.60 2.60
30）

… …

オ マ ー ン … 7.20
7）

7.20
10）

7.20
13）

7.20
17）

4.70 3.13 3.00 2.80 …

カ タ ー ル … 6.97
7）

6.97
10）

6.35
13）

4.70
17）

2.77
23）

2.62 2.08 3.40 …

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.08 1.23 1.30 …

サウジアラビア … 7.17
7）

7.26
10）

7.28
13）

6.80
17）

4.30 3.28 2.98 2.87 …

シンガポール … 6.00
7）

3.10 1.74 1.82 1.60 1.26 1.15 1.29 1.19

ト ル コ … 6.54
7）

5.62
10）

4.51
13）

3.39
18）

2.27 2.19 2.11 2.08 …

ベ ト ナ ム … 6.05
7）

5.94
10）

5.59
13）

4.22
17）

2.50
20）

2.11 2.00 2.05 2.10

〔ヨーロッパ〕

オーストリア 2.03
5）

2.61
8）

2.31 1.68 1.45 1.36 1.41 1.44 1.44 …

ベ ラ ル ー シ … … 2.36 2.05
13）

1.91 1.66 1.21 1.44
29）

1.62 …

ベ ル ギ ー 2.35 2.53 2.24 1.69 1.57
17）

1.61
21）

1.81
27）

1.85 … …

ボスニア･へルツェゴビナ … 4.27
7）

3.17
10）

1.90 1.70
18）

1.28 1.21 1.27 … …

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.31 1.49 1.50 …

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.80 1.88 1.73 …

フィンランド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.80 1.87 1.80 …

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 1.92 2.02 2.00 …

ド イ ツ 1） 1.88 2.34 2.01 1.46 1.33
19）

1.38 1.34 1.39 … …

ギ リ シ ャ … 2.21 2.33
11）

2.23 1.43 1.29 1.34 1.50 1.34 …

ハ ン ガ リ ー 2.54
4）

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.32 1.26 1.34 …

アイスランド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.05 2.20 2.04 …

アイルランド … 3.79
9）

3.86 3.23 2.20 1.90 1.88 2.06 2.01 …

イ タ リ ア 2.37
5）

2.29 2.40
11）

1.62 1.36 1.26 1.32 1.41 1.39 …

ラ ト ビ ア … … 1.93
11）

1.87 2.04 1.24 1.31 1.36 1.44 …

ルクセンブルク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.62 1.63 1.57 …

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.37 1.36 1.44 …

オ ラ ン ダ 3.10 3.11 2.58 1.60 1.62 1.72 1.71 1.80 1.72 …

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.84 1.95 1.85 …

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.24 1.38 1.30 …

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.41 1.39 1.28 …

ル ー マ ニ ア … 2.62
7）

2.89 2.45 1.83 1.31 1.32 1.33 1.30 …

ロ シ ア 2） … 2.81
7）

2.26 1.90 1.89 1.21 1.29 1.54
29）

… …

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
15）

1.33 1.23 1.35 1.37 1.32 …

スウェーデン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.77 1.99 1.91 …

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.42 1.54 1.53 …

ウ ク ラ イ ナ … … 2.09 1.96
13）

1.89 1.10 1.21 1.43 1.53 …

イ ギ リ ス … 2.50
7）

2.52
10）

1.72
13）

1.84 1.64 1.79 1.91
30）

1.92 …

〔オセアニア〕

オーストラリア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.79 1.95 1.93 …

グ ア ム 5.35 5.95 4.76 3.21 3.35 4.00
20）

2.70
24）

2.52 2.45 2.41

ニュージーランド … 3.93
7）

3.16 2.03 2.16 1.98 1.97 2.15 2.05 1.95

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1）1980年以前は旧西ドイツ．2）1970年以前は旧ソ連．3）
1948年．4）1949年．5）1951年．6）1952年．7）1958年．8）1959年．9）1961年．10）1968年．11）1969年．12）1971年．
13）1978年．14）1979年．15）1981年．16）1982年．17）1988年．18）1989年．19）1991年．20）1998年．21）1999．
22）2001年．23）2002年．24）2003年．25）2004年．26）2006年．27）2007年．28）2008年．29）2009年．30）2011年．
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表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

ホンコン特別行政区

シ ン ガ ポ ー ル

ボスニア･ヘルツェゴビナ

ポ ル ト ガ ル

韓 国

ポ ー ラ ン ド

ル ー マ ニ ア

ス ペ イ ン

ハ ン ガ リ ー

ギ リ シ ャ

マ カ オ 特 別 行 政 区

イ タ リ ア

ド イ ツ

日 本

マ ル タ

キ プ ロ ス

オ ー ス ト リ ア

ラ ト ビ ア

ブ ル ガ リ ア

ス イ ス

ウ ク ラ イ ナ

ロ シ ア

モ ー リ シ ャ ス

ル ク セ ン ブ ル ク

ベ ラ ル ー シ

バ ー ミ ュ ー ダ

カ ナ ダ

キ ュ ー バ

オ ラ ン ダ

バ ハ マ

デ ン マ ー ク

コ ス タ リ カ

ブ ラ ジ ル

イ ラ ン

フ ィ ン ラ ン ド

ベ ル ギ ー

ノ ル ウ ェ ー

ア メ リ カ 合 衆 国

エ ク ア ド ル

チ リ

ス ウ ェ ー デ ン

イ ギ リ ス

オ ー ス ト ラ リ ア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

グ リ ー ン ラ ン ド

（2010）

（2013）

（2010）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2010）

（2013）

（2012）

（2010）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2009）

（2012）

（2012）

（2012）

（2013）

（2009）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

（2013）

（2013）

（2011）

（2012）

（2010）

（2012）

（2012）

（2010）

（2010）

（2012）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

1.13

1.19

1.27

1.28

1.30

1.30

1.30

1.32

1.34

1.34

1.36

1.39

1.39

1.43

1.44

1.44

1.44

1.44

1.50

1.53

1.53

1.54

1.54

1.57

1.62

1.63

1.67

1.69

1.72

1.73

1.73

1.76

1.77

1.79

1.80

1.85

1.85

1.88

1.90

1.91

1.91

1.92

1.93

1.95

1.99

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

フ ラ ン ス

ウ ル グ ア イ

ア イ ル ラ ン ド

ミ ャ ン マ ー

ア イ ス ラ ン ド

ト ル コ

ベ ト ナ ム

メ キ シ コ

マ レ ー シ ア

バ ン グ ラ デ シ ュ

チ ュ ニ ジ ア

バ ー レ ー ン

エ ル サ ル バ ド ル

コ ロ ン ビ ア

ペ ル ー

セ ー シ ェ ル

南 ア フ リ カ

ア ル ゼ ン チ ン

イ ン ド

グ ア ム

ド ミ ニ カ 共 和 国

パ ナ マ

ベ ネ ズ エ ラ

イ ン ド ネ シ ア

ネ パ ー ル

ク ウ ェ ー ト

ボ ツ ワ ナ

オ マ ー ン

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

モ ン ゴ ル

イ ス ラ エ ル

ラ オ ス

ボ リ ビ ア

カ ン ボ ジ ア

カ タ ー ル

ヨ ル ダ ン

ス ワ ジ ラ ン ド

タ ン ザ ニ ア

ガ ー ナ

ケ ニ ア

リ ベ リ ア

セ ネ ガ ル

ル ワ ン ダ

モ ザ ン ビ ー ク

シ エ ラ レ オ ネ

（2012）

（2008）

（2012）

（2010）

（2012）

（2012）

（2013）

（2008）

（2012）

（2010）

（2010）

（2012）

（2013）

（2012）

（2013）

（2013）

（2009）

（2010）

（2012）

（2013）

（2013）

（2012）

（2008）

（2012）

（2011）

（2009）

（2010）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

（2010）

（2010）

（2008）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

（2008）

（2008）

（2013）

（2010）

（2012）

（2013）

（2012）

2.00

2.01

2.01

2.03

2.04

2.08

2.10

2.10

2.12

2.12

2.13

2.13

2.20

2.35

2.36

2.37

2.38

2.39

2.40

2.41

2.42

2.50

2.55

2.60

2.60

2.69

2.79

2.80

2.87

3.00

3.05

3.20

3.29

3.30

3.40

3.50

3.60

3.69

4.00

4.60

4.70

4.86

5.30

5.40

5.82

表1に基づく．
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

〔 ア フ リ カ 〕

エ ジ プ ト （2012） 121.1 23.8 403.8 127.5 86.0 41.3 12.2 2.3

ガ ー ナ （2010） 98.1 31.0 103.4 151.1 147.1 124.6 68.3 30.4

リ ベ リ ア （2008） 73.1 37.4 89.4 98.9 91.5 79.8 53.5 40.5

マ ラ ウ ィ （2008） 160.1 101.2 284.1 241.6 153.2 116.8 57.8 25.0

マ リ （2009） 208.9 124.8 225.7 256.8 253.5 226.6 164.9 124.3

モ ー リ シ ャ ス （2012） 44.1 30.1 77.4 95.2 68.6 29.8 6.8 0.5

ナ ミ ビ ア （2011） 110.8 62.5 152.3 157.7 145.3 113.0 58.4 20.2

セ ー シ ェ ル （2013） 65.1 65.0 152.3 107.7 82.3 52.0 14.1 1.1

ザ ン ビ ア （2010） 141.4 75.4 200.0 205.1 178.4 139.5 72.5 23.7

〔北アメリカ〕

ア ル バ （2013） 43.6 33.7 99.3 93.9 70.2 43.8 6.4 0.4

バ ー ミ ュ ー ダ （2012） 43.7 6.8 56.9 77.4 83.9 67.0 19.2 3.0

カ ナ ダ （2009） 46.0 14.1 51.2 100.7 107.0 50.6 9.2 0.4

コ ス タ リ カ *）（2013） 54.8 57.6 92.4 93.7 69.0 36.9 8.3 0.6

キ ュ ー バ （2012） 43.8 53.1 105.8 93.1 57.7 25.0 5.1 0.2

キ ュ ラ ソ ー （2011） 52.3 35.0 103.6 119.2 98.7 51.7 12.6 0.4

グ リ ー ン ラ ン ド （2013） 58.5 39.8 115.2 112.0 89.1 41.0 8.3 -

ジ ャ マ イ カ （2011） 66.0 50.5 129.9 108.7 73.9 48.9 21.2 4.8

メ キ シ コ （2010） 66.2 56.7 119.0 110.6 81.7 42.7 13.3 2.0

プ エ ル ト リ コ （2008） 46.5 54.6 106.0 81.9 52.4 23.0 4.7 0.3

ア メ リ カ 合 衆 国 （2012） 53.6 29.4 83.1 106.5 97.3 48.3 10.4 0.7

〔南アメリカ〕

ボ リ ビ ア （2012） 213.4 115.6 113.8 111.9 110.5 109.8 110.4 110.9

チ リ （2011） 54.3 50.6 82.1 88.3 85.1 52.5 14.0 0.8

ウ ル グ ア イ （2011） 51.2 40.8 77.7 81.2 79.6 52.1 15.5 1.2

ベ ネ ズ エ ラ （2011） 79.4 101.9 135.0 115.8 83.2 44.4 12.9 1.5

〔 ア ジ ア 〕

ア ル メ ニ ア （2009） 48.4 27.6 125.8 95.4 43.1 15.3 2.6 0.2

アゼルバイジャン （2012） 64.6 51.4 157.0 112.3 54.8 23.0 5.1 0.5

ホンコン特別行政区 （2011） 45.9 3.8 39.6 83.2 102.9 67.8 13.2 0.6

マカオ特別行政区 （2012） 40.7 22.6 92.9 88.5 43.3 4.0

キ プ ロ ス （2011） 41.4 5.7 34.1 87.0 92.1 39.9 9.3 1.0

北 朝 鮮 （2008） 53.3 0.6 58.0 209.5 110.0 18.5 3.2 0.4

ジ ョ ー ジ ア （2012） 49.5 39.7 107.6 94.4 58.6 25.9 6.3 0.5

イ ス ラ エ ル （2012） 91.4 11.6 108.6 175.1 178.6 105.2 28.5 2.6

日 本 （2013） 39.7 4.5 31.2 86.7 100.0 52.5 9.9 0.3

カ ザ フ ス タ ン （2008） 80.7 31.1 158.2 160.5 112.0 60.7 14.9 0.7

キ ル ギ ス （2012） 101.7 42.1 192.7 178.4 125.3 70.5 22.5 2.6

マ レ ー シ ア *）（2012） 64.0 13.5 54.3 126.4 130.7 75.6 21.3 1.9

モ ル デ ィ ブ （2012） 75.0 13.8 116.1 135.5 108.3 59.5 17.7 1.1

モ ン ゴ ル （2010） 75.0 18.6 127.7 145.1 104.1 63.1 18.7 2.6

カ タ ー ル （2012） 70.3 14.5 96.8 105.0 101.0 63.6 25.2 4.4

韓 国 （2012） 37.4 1.8 15.7 76.5 122.6 40.3 5.2 0.2

シ ン ガ ポ ー ル （2013） 38.9 3.8 20.6 79.6 104.7 51.8 9.2 0.4

ト ル コ （2012） 63.8 29.6 108.6 128.3 94.7 44.6 10.7 1.4

〔ヨーロッパ〕

オ ー ラ ン ド （2012） 48.6 1.2 56.0 116.5 116.4 69.3 10.2 -

ア ル バ ニ ア （2013） 49.6 20.4 108.2 124.0 69.2 25.3 4.3 0.3
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

ア ン ド ラ （2012） 36.4 2.8 22.8 63.7 84.2 52.6 10.9 1.8

オ ー ス ト リ ア （2012） 39.3 8.6 43.7 87.6 92.7 45.9 8.9 0.5

ベ ラ ル ー シ （2012） 48.3 21.5 92.1 111.2 69.4 26.9 4.4 0.1

ベ ル ギ ー （2012） 50.6 8.5 50.4 124.7 116.0 49.1 9.5 0.5

ボスニア･ヘルツェゴビナ （2010） 35.2 13.5 59.4 86.2 66.8 24.3 3.9 0.2

ブ ル ガ リ ア （2012） 42.2 42.5 70.1 88.9 65.8 27.6 4.4 0.3

ク ロ ア チ ア （2012） 43.4 11.4 54.3 98.5 91.2 39.7 7.4 0.4

チ ェ コ （2012） 43.7 11.9 42.4 93.4 98.0 38.4 6.6 0.3

デ ン マ ー ク （2012） 46.0 4.4 37.5 112.4 124.0 55.6 10.1 0.6

エ ス ト ニ ア （2012） 46.3 15.3 56.7 98.0 85.8 46.2 11.3 0.5

フ ィ ン ラ ン ド （2012） 51.4 7.6 53.9 111.4 116.6 60.2 12.6 0.7

フ ラ ン ス （2012） 55.6 9.4 58.2 131.0 127.2 59.1 12.9 0.7

ド イ ツ （2012） 37.1 8.0 36.2 78.3 93.9 50.6 8.9 0.4

ギ リ シ ャ （2012） 39.2 8.6 32.7 76.5 91.6 47.9 10.2 1.5

ハ ン ガ リ ー （2012） 38.7 19.2 41.9 77.9 81.5 39.3 7.5 0.3

ア イ ス ラ ン ド （2012） 58.9 11.4 63.3 134.4 117.7 65.8 15.3 0.5

ア イ ル ラ ン ド （2012） 62.2 12.1 49.1 85.2 131.0 98.2 22.8 1.3

イ タ リ ア （2012） 39.6 6.4 33.4 73.2 95.3 61.1 15.1 1.1

ラ ト ビ ア （2012） 41.8 20.3 58.7 92.4 73.3 37.2 7.6 0.3

リヒテンシュタイン （2012） 40.3 - 21.7 77.5 105.5 72.3 20.7 0.6

リ ト ア ニ ア （2012） 43.0 14.5 55.9 117.0 88.6 35.4 6.7 0.2

ル ク セ ン ブ ル ク （2012） 46.1 6.6 41.8 83.1 113.7 60.5 12.8 0.7

マ ル タ （2012） 43.0 16.7 39.8 85.2 94.1 43.0 7.9 0.2

モ ン テ ネ グ ロ （2012） 49.7 13.2 74.1 114.2 90.0 40.1 9.6 0.6

オ ラ ン ダ （2012） 45.9 4.5 34.2 107.7 130.6 56.2 8.9 0.4

ノ ル ウ ェ ー （2012） 51.7 6.0 52.6 117.8 123.7 58.3 10.6 0.6

ポ ー ラ ン ド （2012） 41.0 14.1 50.8 89.2 70.8 30.6 6.2 0.3

ポ ル ト ガ ル （2012） 36.3 11.9 37.5 71.4 82.8 43.4 9.0 0.5

モ ル ド バ （2012） 40.7 79.3 79.7 47.2 20.4 3.9 0.1

ル ー マ ニ ア （2012） 37.8 35.9 63.4 74.1 57.5 25.0 4.3 0.3

ロ シ ア （2011） 48.3 25.2 85.1 101.2 68.6 31.8 6.3 0.3

サ ン マ リ ノ （2012） 36.0 - 19.2 64.2 88.6 66.3 14.0 0.7

セ ル ビ ア （2012） 41.6 19.1 63.4 91.8 77.2 32.0 6.0 0.5

ス ロ バ キ ア （2012） 40.7 21.6 49.0 83.4 76.1 32.8 5.8 0.2

ス ロ ベ ニ ア （2012） 46.7 4.5 43.9 110.6 107.7 43.7 7.5 0.4

ス ペ イ ン （2012） 40.2 9.0 29.3 57.9 91.6 62.7 14.0 0.9

ス ウ ェ ー デ ン （2012） 53.0 5.3 47.3 112.1 133.2 67.3 13.9 0.8

ス イ ス （2012） 43.3 3.5 30.6 81.8 112.9 64.6 12.5 0.7

マ ケ ド ニ ア （2012） 44.9 19.0 72.1 103.1 76.5 27.8 4.1 0.3

ウ ク ラ イ ナ （2011） 43.6 27.9 89.8 89.2 58.0 24.6 4.6 0.2

イ ギ リ ス （2012） 54.0 19.8 68.5 104.1 113.4 63.2 13.4 0.8

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア （2012） 56.2 16.0 53.3 103.1 126.9 71.6 15.2 0.9

フ ィ ジ ー （2008） 76.6 27.5 135.3 157.8 103.4 53.0 18.6 1.4

ニュージーランド （2013） 54.8 22.1 66.8 101.1 114.2 70.9 15.0 0.8

サ モ ア （2011） 133.8 39.2 218.3 238.6 206.1 144.1 69.9 16.9

UnitedNations,DemographicYearbook2013年版による．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の
算出による．
*）概数による．2）15～19歳女性人口に対する率．ただし，マカオ特別行政区，モルドバは25歳未満一括とす
る．3）45～49歳女性人口に対する率．ただし，マカオ特別行政区は40歳以上一括とする．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国における母の第１子平均出生年齢：1980～2012年
（歳）

国 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.5 22.3 22.7 23.3 23.5 …

オ ー ス ト リ ア … 25.0 25.6 26.4 27.3 28.2 28.5 …

アゼルバイジャン 23.1 23.0 23.8 24.1 23.9 24.4 23.4 …

ベ ラ ル ー シ … 22.9 22.9 23.3 23.9 24.9 25.1 …

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.5 27.3 27.9 28.2 … …

ボスニア･ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 … 23.9 24.4 25.9 26.3 …

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.1 22.2 23.5 24.8 26.2 26.3 …

カ ナ ダ 24.1 25.8 26.4 27.0 27.6 27.9 28.1 …

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.0 25.6 26.5 27.7 27.9 …

キ プ ロ ス 23.8 24.7 25.5 26.1 27.5 28.5 … …

チ ェ コ 22.4 22.4 22.9 24.9 26.6 27.6 27.8 …

デ ン マ ー ク 24.6 26.4 27.5 28.1 28.9 29.1 29.2 29.1

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 23.0 24.0 25.2 26.3 26.4 …

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.8 27.6 27.6 27.9 28.3 28.4 28.5

フ ラ ン ス … … 28.1 27.8 28.5 28.1 … …

グ ル ジ ア … 23.7 23.5 24.2 24.0 23.9 24.0 …

ド イ ツ 25.2 26.9 28.1 29.0 29.6 28.9 29.1 29.2

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 26.6 29.5 30.3 31.2 … …

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 23.4 25.0 27.0 28.2 28.3 …

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 24.9 25.5 26.3 26.8 27.0 …

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.0 27.4 28.6 29.4 29.8 29.9

イ ス ラ エ ル … … … … … … 27.3 …

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.0 28.6 29.6 30.2 30.3 …

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 22.2 23.4 24.3 25.0 25.0 …

キ ル ギ ス 21.8 22.2 21.9 22.7 23.4 23.6 23.4 …

ラ ト ビ ア 22.9 23.2 23.5 24.4 25.2 26.4 26.4 …

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.2 23.9 24.9 26.6 26.7 …

ル ク セ ン ブ ル ク … … 27.9 28.6 29.1 30.0 30.0 30.2

マ ル タ 24.9 25.9 25.8 25.7 26.1 26.9 … …

モ ル ド バ 22.5 … 22.0 21.8 22.4 23.5 23.7 …

モ ン テ ネ グ ロ … … … 25.6 25.5 26.3 … …

オ ラ ン ダ 25.7 27.6 28.4 28.6 28.9 29.4 29.4 …

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 26.5 27.3 28.1 28.2 28.4 28.5

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 23.8 24.5 25.8 26.6 26.9 …

ポ ル ト ガ ル 23.6 24.7 25.6 26.5 27.8 28.9 29.2 29.5

ル ー マ ニ ア 22.6 22.4 22.7 23.7 24.9 26.0 26.0 …

ロ シ ア 22.9 22.9 22.6 23.5 24.1 … … …

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.3 24.9 25.9 27.2 27.5 …

ス ロ バ キ ア … 21.0 21.8 23.9 25.7 27.3 27.8 …

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 25.1 26.5 27.8 28.7 28.8 …

ス ペ イ ン 25.0 26.8 28.4 29.1 29.3 29.8 … …

ス ウ ェ ー デ ン 25.3 26.3 27.2 27.9 28.6 28.9 … …

ス イ ス 26.3 27.6 28.1 28.7 29.5 30.2 30.4 30.4

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.9 21.7 20.9 … … …

マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 23.5 24.2 25.0 26.0 26.2 …

トルクメニスタン … 24.3 24.1 24.2 24.6 … … …

ウ ク ラ イ ナ 22.2 22.7 … 22.3 23.8 25.8 … …

イ ギ リ ス 24.7 25.5 26.1 26.5 27.2 27.7 27.9 28.1

ア メ リ カ 22.7 24.2 24.5 24.9 25.2 25.4 25.6 …

ウ ズ ベ キ ス タ ン … 22.4 22.2 23.2 23.6 … … …

日 本 １） 26.1 27.2 27.8 28.0 28.6 29.3 29.4 29.6

UNECE,StatisticalDatabese（オンライン版）による．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．
1）国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2013年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い，本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である． （別府志海）
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2013,NewYork．

2）2012年版によるものは，別府志海・佐々井 司「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料」，『人

口問題研究』，第70巻2号，2014年6月，pp.173～182に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢5歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2010年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は75.76歳，70歳以上は78.97歳，75歳以上は82.18

歳，80歳以上は85.66歳，85歳以上は89.44歳，90歳以上は93.44歳，95歳以上は97.53歳，100歳以上は101.87歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2013年

U.N.,DemographicYearbook,2013による．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数500万人以上の国

順位 国・地域 （年） 65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

日 本

イ タ リ ア

ド イ ツ

ギ リ シ ャ

ポ ル ト ガ ル

ブ ル ガ リ ア

ス ウ ェ ー デ ン

フ ィ ン ラ ン ド

デ ン マ ー ク

オ ー ス ト リ ア

ス ペ イ ン

ス イ ス

フ ラ ン ス

ベ ル ギ ー

セ ル ビ ア

ハ ン ガ リ ー

イ ギ リ ス

チ ェ コ

オ ラ ン ダ

ノ ル ウ ェ ー

ウ ク ラ イ ナ

ル ー マ ニ ア

カ ナ ダ

ホンコン特別行政区

オ ー ス ト ラ リ ア

ポ ー ラ ン ド

ベ ラ ル ー シ

ア メ リ カ 合 衆 国

キ ュ ー バ

ス ロ バ キ ア

ロ シ ア

韓 国

ア ル ゼ ン チ ン

イ ス ラ エ ル

チ リ

中 国

北 朝 鮮

タ イ

ス リ ラ ン カ

ト ル コ

ブ ラ ジ ル

エ ル サ ル バ ド ル

ベ ト ナ ム

コ ロ ン ビ ア

カ ザ フ ス タ ン

チ ュ ニ ジ ア

エ ク ア ド ル

ベ ネ ズ エ ラ

ペ ル ー

メ キ シ コ

ド ミ ニ カ 共 和 国

モ ロ ッ コ

（2013）

（2013）

（2013）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2013）

（2013）

（2013）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2013）

（2011）

（2012）

（2013）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2013）

（2012）

（2012）

（2013）

（2013）

（2012）

（2013）

（2011）

（2008）

（2012）

（2013）

（2013）

（2013）

（2011）

（2013）

（2013）

（2009）

（2008）

（2013）

（2013）

（2013）

（2010）

（2013）

（2013）

25.06

21.18

20.73

19.91

19.21

19.00

18.98

18.45

18.07

18.07

17.90

17.84

17.53

17.45

17.45

17.02

17.02

16.81

15.58

15.53

15.22

15.04

14.87

14.21

14.18

14.02

13.75

13.74

13.35

12.95

12.86

12.22

10.67

10.29

9.79

9.13

8.72

8.43

7.83

7.69

7.40

7.31

7.25

7.15

7.09

6.97

6.65

6.31

6.26

6.25

6.25

6.04

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

ボ リ ビ ア

ミ ャ ン マ ー

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

イ ラ ン

マ レ ー シ ア

イ ン ド

パ ラ グ ア イ

ア ル ジ ェ リ ア

ネ パ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

南 ア フ リ カ

バ ン グ ラ デ シ ュ

ガ ー ナ

ギ ニ ア

シ エ ラ レ オ ネ

カ ン ボ ジ ア

エ ジ プ ト

ニ カ ラ グ ア

ハ イ チ

フ ィ リ ピ ン

グ ア テ マ ラ

キ ル ギ ス

リ ビ ア

ホ ン ジ ュ ラ ス

ジ ン バ ブ エ

シ リ ア

マ ラ ウ ィ

ト ー ゴ

ア フ ガ ニ ス タ ン

ラ オ ス

セ ネ ガ ル

ケ ニ ア

カ メ ル ー ン

パ キ ス タ ン

マ リ

ナ イ ジ ェ リ ア

ヨ ル ダ ン

タ ジ キ ス タ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ブ ル キ ナ フ ァ ソ

イ エ メ ン

タ ン ザ ニ ア

イ ラ ク

エ チ オ ピ ア

ブ ル ン ジ

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

ベ ナ ン

ザ ン ビ ア

ニ ジ ェ ー ル

南 ス ー ダ ン

ル ワ ン ダ

ウ ガ ン ダ

（2012）

（2012）

（2012）

（2011）

（2013）

（2011）

（2013）

（2008）

（2011）

（2011）

（2013）

（2011）

（2010）

（2009）

（2010）

（2013）

（2013）

（2009）

（2011）

（2010）

（2010）

（2012）

（2006）

（2010）

（2012）

（2011）

（2008）

（2010）

（2012）

（2013）

（2013）

（2009）

（2010）

（2007）

（2009）

（2006）

（2013）

（2012）

（2007）

（2009）

（2013）

（2013）

（2013）

（2008）

（2008）

（2012）

（2012）

（2010）

（2008）

（2008）

（2012）

（2012）

5.95

5.87

5.75

5.72

5.50

5.49

5.40

5.34

5.27

5.24

5.17

4.75

4.73

4.55

4.46

4.43

4.41

4.39

4.38

4.35

4.32

4.29

4.24

4.13

4.08

4.06

3.83

3.81

3.68

3.67

3.52

3.45

3.33

3.30

3.24

3.23

3.23

3.13

3.08

3.08

2.98

2.95

2.93

2.80

2.79

2.73

2.65

2.65

2.56

2.56

2.31

1.36
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2008.4.16�
１） 34,080,030 9,552,068 22,673,344 1,819,647

2 ベ ナ ン 2012.7.1 9,364,619 4,200,966 4,915,382 248,271
3 ボ ツ ワ ナ 2011.7.1 1,849,692 626,367 1,127,693 95,632
4 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2009.7.1 15,224,780 7,304,574 7,451,832 468,374

5 ブ ル ン ジ 2008.8.16�
１） 8,053,574 3,549,152 4,195,263 221,925

6 カ ー ボ ベ ル デ 2011.7.1 527,269 179,104 322,768 25,397
7 カ メ ル ー ン 2010.7.1 19,406,100 8,465,364 10,295,330 645,406

8 コ ン ゴ 2009.7.1 3,838,238 1,479,516 2,239,204 119,518
9 エ ジ プ ト 2013.7.1 84,628,982 26,313,927 54,582,984 3,732,070
10 エ チ オ ピ ア 2008.7.1 79,221,000 33,870,239 43,131,810 2,218,953
11 ガ ー ナ 2010.9.26� 24,658,823 9,450,398 14,040,893 1,167,532
12 ギ ニ ア 2009.7.1 10,217,591 4,218,987 5,533,912 464,692
13 ケ ニ ア 2009.8.24�

１） 38,610,097 16,571,877 20,684,861 1,332,273
14 レ ソ ト 2006.4.13� 1,862,860 634,880 1,121,189 106,791
15 リ ベ リ ア 2008.3.21� 3,476,608 1,458,072 1,900,425 118,111
16 リ ビ ア 2006.4.15� 5,298,152 1,645,833 3,427,413 224,906
17 マ ラ ウ ィ 2008.6.8� 13,077,160 6,008,701 6,567,822 500,637
18 マ リ 2009.4.1�

１） 14,528,662 6,765,212 7,026,489 461,451
19 モ ー リ タ ニ ア 2013.3.24� 3,537,368 1,564,299 1,836,157 136,912
20 モ ー リ シ ャ ス 2012.7.1 1,255,882 266,053 886,952 102,877
21 マ ヨ ッ ト 2007.7.31� 186,387 82,495 99,496 4,396
22 モ ロ ッ コ 2013.7.1 32,950,445 8,643,284 22,315,855 1,991,306
23 モ ザ ン ビ ー ク 2007.8.1� 20,252,223 9,490,607 10,138,543 623,073
24 ナ ミ ビ ア 2011.8.28� 2,113,077 770,142 1,234,445 108,490
25 ニ ジ ェ ー ル 2008.7.1 14,197,601 7,087,227 6,746,320 364,054
26 ナ イ ジ ェ リ ア 2006.3.21� 140,431,790 58,736,297 77,158,732 4,536,761
27 南 ス ー ダ ン 2008.4.21� 8,260,490 3,659,337 4,390,069 211,084
28 レ ユ ニ オ ン 2010.1.1 828,054 210,187 547,694 70,173
29 ル ワ ン ダ 2012.7.1 11,033,141 4,694,764 6,083,614 254,763
30 セ ン ト ヘ レ ナ 2012.7.1１） 4,123 621 2,772 729
31 サントメ・プリンシペ 2006.7.1 151,912 62,597 83,014 6,299
32 セ ネ ガ ル 2013.11.19�

１） 12,873,601 5,416,284 7,003,888 453,419
33 セ ー シ ェ ル 2013.7.1 89,949 19,885 62,964 7,100
34 シ エ ラ レ オ ネ 2010.7.1 5,746,800 2,397,487 3,093,165 256,148
35 南 ア フ リ カ 2013.7.1 52,981,991 15,454,742 34,789,829 2,737,420
36 ス ワ ジ ラ ン ド 2013.7.1 1,093,158 404,936 650,101 38,121
37 ト ー ゴ 2010.11.6�

１） 6,191,155 2,600,697 3,341,763 235,245
38 チ ュ ニ ジ ア 2008.7.1 10,328,900 2,506,200 7,102,500 720,200
39 ウ ガ ン ダ 2012.7.1 34,131,400 17,311,000 16,357,900 462,500
40 タ ン ザ ニ ア 2013.7.1 47,132,580 20,937,134 24,804,442 1,391,004
41 ザ ン ビ ア 2010.10.16� 13,092,666 5,943,169 6,803,054 346,443
42 ジ ン バ ブ エ 2012.8.17�

１） 13,061,239 5,372,281 7,129,591 531,704
〔 北 ア メ リ カ 〕

43 アンチグア･バーブーダ 2011.5.27�
１） 85,567 20,412 58,461 6,558

44 ア ル バ 2013.7.1 105,976 20,527 73,378 12,071
45 バ ハ マ 2013.7.1 368,390 93,540 250,130 24,720
46 バ ル バ ド ス 2010.5.1� 277,821 54,757 187,095 35,969
47 ベ リ ー ズ 2013.7.1 349,728 124,473 210,519 14,736

48 バ ー ミ ュ ー ダ 2013.7.1 61,954 9,742 42,579 9,633
49 カ ナ ダ 2012.7.1 34,880,491 5,663,163 24,030,506 5,186,822
50 ケ イ マ ン 諸 島 2013.12.31 55,691 9,343 42,442 3,907
51 コ ス タ リ カ 2013.7.1１） 4,717,681 1,020,592 3,258,471 433,460
52 キ ュ ー バ 2013.7.1 11,191,608 1,909,655 7,787,688 1,494,265
53 キ ュ ラ ソ ー 2013.7.1 153,821 29,395 101,691 22,740
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

28.1 66.6 5.3 26.4 23.4 50.2 42.1 8.0 19.0 1

44.9 52.5 2.7 21.8 17.1 90.5 85.5 5.1 5.9 2
33.9 61.0 5.2 26.0 22.3 64.0 55.5 8.5 15.3 3
48.0 48.9 3.1 21.2 16.0 104.3 98.0 6.3 6.4 4

44.6 52.7 2.8 21.7 17.2 89.9 84.6 5.3 6.3 5
34.0 61.2 4.8 25.8 21.9 63.4 55.5 7.9 14.2 6
43.6 53.1 3.3 22.3 17.9 88.5 82.2 6.3 7.6 7

38.5 58.3 3.1 24.0 20.8 71.4 66.1 5.3 8.1 8
31.1 64.5 4.4 27.7 24.7 55.0 48.2 6.8 14.2 9
42.8 54.4 2.8 22.7 18.5 83.7 78.5 5.1 6.6 10
38.3 56.9 4.7 25.1 20.6 75.6 67.3 8.3 12.4 11
41.3 54.2 4.5 23.7 18.6 84.6 76.2 8.4 11.0 12
42.9 53.6 3.5 22.7 18.3 86.6 80.1 6.4 8.0 13
34.1 60.2 5.7 26.3 21.6 66.2 56.6 9.5 16.8 14
41.9 54.7 3.4 22.9 18.7 82.9 76.7 6.2 8.1 15
31.1 64.7 4.2 26.3 23.8 54.6 48.0 6.6 13.7 16
45.9 50.2 3.8 21.9 17.1 99.1 91.5 7.6 8.3 17
47.5 49.3 3.2 21.6 16.2 102.8 96.3 6.6 6.8 18
44.2 51.9 3.9 23.0 17.8 92.7 85.2 7.5 8.8 19
21.2 70.6 8.2 35.0 33.8 41.6 30.0 11.6 38.7 20
44.3 53.4 2.4 22.2 17.9 87.3 82.9 4.4 5.3 21
26.2 67.7 6.0 30.5 27.7 47.7 38.7 8.9 23.0 22
46.9 50.1 3.1 21.6 16.7 99.8 93.6 6.1 6.6 23
36.4 58.4 5.1 25.5 21.1 71.2 62.4 8.8 14.1 24
49.9 47.5 2.6 20.8 15.0 110.4 105.1 5.4 5.1 25
41.8 54.9 3.2 23.0 18.9 82.0 76.1 5.9 7.7 26
44.3 53.1 2.6 21.9 17.6 88.2 83.4 4.8 5.8 27
25.4 66.1 8.5 33.4 32.3 51.2 38.4 12.8 33.4 28
42.6 55.1 2.3 22.2 18.7 81.4 77.2 4.2 5.4 29
15.1 67.2 17.7 43.0 45.0 48.7 22.4 26.3 117.4 30
41.2 54.6 4.1 23.1 18.8 83.0 75.4 7.6 10.1 31
42.1 54.4 3.5 23.4 18.7 83.8 77.3 6.5 8.4 32
22.1 70.0 7.9 34.2 33.5 42.9 31.6 11.3 35.7 33
41.7 53.8 4.5 23.6 18.7 85.8 77.5 8.3 10.7 34
29.2 65.7 5.2 28.7 25.9 52.3 44.4 7.9 17.7 35
37.0 59.5 3.5 24.2 20.6 68.2 62.3 5.9 9.4 36
42.1 54.1 3.8 23.6 19.0 84.9 77.8 7.0 9.0 37
24.3 68.8 7.0 31.1 28.1 45.4 35.3 10.1 28.7 38
50.7 47.9 1.4 19.1 14.7 108.7 105.8 2.8 2.7 39
44.4 52.6 3.0 22.1 17.6 90.0 84.4 5.6 6.6 40
45.4 52.0 2.6 21.3 17.0 92.5 87.4 5.1 5.8 41
41.2 54.7 4.1 23.5 19.1 82.8 75.4 7.5 9.9 42

23.9 68.4 7.7 33.0 31.5 46.1 34.9 11.2 32.1 43
19.4 69.2 11.4 38.2 39.5 44.4 28.0 16.4 58.8 44
25.4 67.9 6.7 32.3 30.6 47.3 37.4 9.9 26.4 45
19.7 67.3 12.9 37.8 37.3 48.5 29.3 19.2 65.7 46
35.6 60.2 4.2 25.9 21.9 66.1 59.1 7.0 11.8 47

15.7 68.7 15.5 41.7 43.1 45.5 22.9 22.6 98.9 48
16.2 68.9 14.9 40.1 40.0 45.2 23.6 21.6 91.6 49
16.8 76.2 7.0 36.1 36.3 31.2 22.0 9.2 41.8 50
21.7 69.1 9.2 34.1 31.0 44.6 31.3 13.3 42.5 51
17.1 69.6 13.4 38.9 39.7 43.7 24.5 19.2 78.2 52
19.1 66.1 14.8 39.6 41.1 51.3 28.9 22.4 77.4 53
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 北 ア メ リ カ 〕

54 ド ミ ニ カ 2006.12.31 71,180 20,976 42,979 7,226

55 ド ミ ニ カ 共 和 国 2013.7.1 10,257,724 3,134,283 6,483,634 641,360
56 エ ル サ ル バ ド ル 2011.7.1 6,216,143 1,919,095 3,842,738 454,310
57 グ リ ー ン ラ ン ド 2013.7.1 56,483 12,128 40,138 4,217

58 グ ア ド ル ー プ 2010.1.1 401,784 87,772 258,847 55,165
59 グ ア テ マ ラ 2010.7.1 14,361,666 5,968,677 7,772,024 620,965
60 ハ イ チ 2011.7.1 10,248,306 3,633,143 6,165,986 449,177

61 ホ ン ジ ュ ラ ス 2010.7.1 8,045,990 3,087,979 4,625,457 332,554
62 ジ ャ マ イ カ 2011.4.4� 2,697,983 702,835 1,776,803 218,345
63 マ ル チ ニ ー ク 2010.1.1 396,308 77,732 258,170 60,406
64 メ キ シ コ 2010.6.12�

１） 112,336,538 32,515,796 71,484,423 6,938,913
65 モ ン ト セ ラ ト 2011.5.12� 4,922 971 3,260 691
66 ニ カ ラ グ ア 2009.7.1 5,742,316 2,017,977 3,472,172 252,167
67 パ ナ マ 2013.7.1 3,850,735 1,082,973 2,488,590 279,172
68 プ エ ル ト リ コ 2012.7.1 3,667,084 688,178 2,396,870 582,036
69 セ ン ト ル シ ア 2009.7.1 172,370 44,637 116,231 11,502
70 サンピエール･ミクロン 2006.1.19� 6,125 1,167 4,149 809
71 セントビンセント･グレナディーン 2008.7.1 99,086 30,377 61,491 7,218
72 トリニダード・トバゴ 2011.1.9� 1,328,019 273,414 935,575 119,029
73 ア メ リ カ 合 衆 国 2012.7.1 313,914,040 61,144,098 209,624,586 43,145,356
74 米 領 バ ー ジ ン 諸 島 2010.4.1� 106,405 22,134 69,887 14,384

〔 南 ア メ リ カ 〕
75 ア ル ゼ ン チ ン 2013.7.1 41,660,417 10,155,949 27,059,739 4,444,729
76 ボ リ ビ ア 2012.11.21� 10,059,856 3,160,766 6,300,945 598,145
77 ブ ラ ジ ル 2013.7.1 201,032,714 48,531,652 137,630,976 14,870,086
78 チ リ 2013.7.1 17,556,815 3,773,028 12,065,161 1,718,626
79 コ ロ ン ビ ア 2013.7.1 47,121,089 12,892,289 30,858,657 3,370,143
80 エ ク ア ド ル 2013.7.1 15,774,749 4,962,157 9,763,271 1,049,321
81 フォークランド諸島 2006.10.8� 2,955 471 2,218 266
82 仏 領 ギ ア ナ 2010.1.1 230,441 81,015 139,926 9,500
83 ガ イ ア ナ 2010.7.1 784,894 210,823 529,809 44,262
84 パ ラ グ ア イ 2013.7.1 6,783,374 2,187,813 4,229,068 366,493
85 ペ ル ー 2013.7.1 30,475,144 8,754,463 19,812,827 1,907,854
86 ス リ ナ ム 2011.7.1 539,910 151,420 353,750 34,740
87 ウ ル グ ア イ 2011.10.4� 3,285,877 714,965 2,107,186 463,726
88 ベ ネ ズ エ ラ 2013.7.1 30,155,352 8,569,701 19,683,820 1,901,831

〔 ア ジ ア 〕
89 ア フ ガ ニ ス タ ン 2012.7.1 25,500,100 11,758,171 12,802,328 939,601
90 ア ル メ ニ ア 2011.10.12� 3,018,854 566,138 2,135,577 317,139
91 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2012.7.1 9,295,784 2,069,721 6,691,286 534,777
92 バ ー レ ー ン 2011.7.1 1,195,020 250,037 918,216 26,767
93 バ ン グ ラ デ シ ュ 2011.3.15� 144,043,697 49,881,814 87,326,397 6,835,486
94 ブ ー タ ン 2013.7.1 733,004 224,607 471,889 36,508
95 ブ ル ネ イ 2011.6.20� 393,372 99,428 280,058 13,886
96 カ ン ボ ジ ア 2013.7.1 14,962,591 4,504,066 9,796,250 662,275
97 中 国 2011.12.31 1,347,304,706 221,870,5881,002,447,059 122,989,412
98 ホンコン特別行政区 2013.7.1 7,187,500 797,100 5,368,900 1,021,500
99 マ カ オ 特 別 行 政 区 2012.7.1 567,900 66,200 459,400 42,300

100 キ プ ロ ス 2011.10.1�
１） 840,407 134,948 593,593 111,767

101 北 朝 鮮 2008.10.1� 24,052,231 5,578,174 16,377,409 2,096,648
102 グ ル ジ ア 2012.7.1 4,490,700 762,000 3,110,400 618,300
103 イ ン ド 2011.2.9�

１） 1,210,854,977 372,444,116 767,735,726 66,185,333
104 イ ン ド ネ シ ア 2011.7.1 236,954,100 62,582,700 161,943,700 12,427,700
105 イ ラ ン 2011.10.24�

１） 75,149,669 17,561,778 53,244,800 4,296,769
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

29.5 60.4 10.2 31.4 28.1 65.6 48.8 16.8 34.4 54

30.6 63.2 6.3 29.2 25.5 58.2 48.3 9.9 20.5 55
30.9 61.8 7.3 29.0 24.2 61.8 49.9 11.8 23.7 56
21.5 71.1 7.5 34.8 33.9 40.7 30.2 10.5 34.8 57

21.8 64.4 13.7 38.0 38.7 55.2 33.9 21.3 62.9 58
41.6 54.1 4.3 23.7 18.8 84.8 76.8 8.0 10.4 59
35.5 60.2 4.4 25.7 21.9 66.2 58.9 7.3 12.4 60

38.4 57.5 4.1 24.8 20.5 74.0 66.8 7.2 10.8 61
26.1 65.9 8.1 31.5 27.7 51.8 39.6 12.3 31.1 62
19.6 65.1 15.2 39.4 40.4 53.5 30.1 23.4 77.7 63
29.3 64.4 6.3 29.5 26.2 55.2 45.5 9.7 21.3 64
19.7 66.2 14.0 38.8 39.1 51.0 29.8 21.2 71.2 65
35.1 60.5 4.4 25.7 21.7 65.4 58.1 7.3 12.5 66
28.1 64.6 7.2 30.9 28.1 54.7 43.5 11.2 25.8 67
18.8 65.4 15.9 39.0 37.9 53.0 28.7 24.3 84.6 68
25.9 67.4 6.7 30.4 27.2 48.3 38.4 9.9 25.8 69
19.1 67.7 13.2 39.1 39.5 47.6 28.1 19.5 69.3 70
30.7 62.1 7.3 28.9 24.8 61.1 49.4 11.7 23.8 71
20.6 70.4 9.0 34.7 32.6 41.9 29.2 12.7 43.5 72
19.5 66.8 13.7 38.3 37.5 49.8 29.2 20.6 70.6 73
20.8 65.7 13.5 38.3 39.1 52.3 31.7 20.6 65.0 74

24.4 65.0 10.7 33.7 30.8 54.0 37.5 16.4 43.8 75
31.4 62.6 5.9 28.1 23.9 59.7 50.2 9.5 18.9 76
24.1 68.5 7.4 32.4 30.1 46.1 35.3 10.8 30.6 77
21.5 68.7 9.8 34.9 32.9 45.5 31.3 14.2 45.6 78
27.4 65.5 7.2 31.0 27.7 52.7 41.8 10.9 26.1 79
31.5 61.9 6.7 29.1 25.3 61.6 50.8 10.7 21.1 80
15.9 75.1 9.0 37.6 37.5 33.2 21.2 12.0 56.5 81
35.2 60.7 4.1 27.3 24.0 64.7 57.9 6.8 11.7 82
26.9 67.5 5.6 30.6 27.4 48.1 39.8 8.4 21.0 83
32.3 62.3 5.4 27.8 23.9 60.4 51.7 8.7 16.8 84
28.7 65.0 6.3 29.7 26.5 53.8 44.2 9.6 21.8 85
28.0 65.5 6.4 30.5 27.8 52.6 42.8 9.8 22.9 86
21.8 64.1 14.1 36.7 34.2 55.9 33.9 22.0 64.9 87
28.4 65.3 6.3 30.1 27.1 53.2 43.5 9.7 22.2 88

46.1 50.2 3.7 22.6 17.1 99.2 91.8 7.3 8.0 89
18.8 70.7 10.5 35.9 33.3 41.4 26.5 14.9 56.0 90
22.3 72.0 5.8 32.0 29.6 38.9 30.9 8.0 25.8 91
20.9 76.8 2.2 30.3 30.1 30.1 27.2 2.9 10.7 92
34.6 60.6 4.7 27.0 23.5 64.9 57.1 7.8 13.7 93
30.6 64.4 5.0 27.9 25.1 55.3 47.6 7.7 16.3 94
25.3 71.2 3.5 29.6 28.1 40.5 35.5 5.0 14.0 95
30.1 65.5 4.4 27.4 23.8 52.7 46.0 6.8 14.7 96
16.5 74.4 9.1 36.5 36.2 34.4 22.1 12.3 55.4 97
11.1 74.7 14.2 42.2 42.4 33.9 14.8 19.0 128.2 98
11.7 80.9 7.4 37.9 37.3 23.6 14.4 9.2 63.9 99

16.1 70.6 13.3 38.4 36.6 41.6 22.7 18.8 82.8 100
23.2 68.1 8.7 33.4 32.4 46.9 34.1 12.8 37.6 101
17.0 69.3 13.8 38.5 37.1 44.4 24.5 19.9 81.1 102
30.9 63.6 5.5 28.5 24.9 57.1 48.5 8.6 17.8 103
26.4 68.3 5.2 30.3 28.3 46.3 38.6 7.7 19.9 104
23.4 70.9 5.7 30.4 27.9 41.1 33.0 8.1 24.5 105
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

106 イ ラ ク 2013.7.1 34,794,194 13,749,311 20,026,719 1,018,164

107 イ ス ラ エ ル 2012.7.1 7,910,525 2,227,129 4,869,209 814,187
108 日 本 2013.10.1 127,298,000 16,390,000 79,010,000 31,898,000
109 ヨ ル ダ ン 2013.12.31 6,530,000 2,437,340 3,881,870 210,790

110 カ ザ フ ス タ ン 2009.2.25� 16,009,597 5,397,887 9,476,416 1,135,294
111 ク ウ ェ ー ト 2011.4.20� 3,065,850 695,163 2,314,197 56,490
112 キ ル ギ ス 2012.7.1 5,607,511 1,718,224 3,648,904 240,383

113 ラ オ ス 2013.7.1 6,678,899 2,472,637 3,960,911 245,349
114 レ バ ノ ン 2007.3.3 3,759,134 927,972 2,468,722 362,440
115 マ レ ー シ ア 2013.7.1 29,947,560 7,798,984 20,500,984 1,647,592
116 モ ル ジ ブ 2013.7.1 336,224 88,456 231,597 16,171
117 モ ン ゴ ル 2013.7.1 2,899,011 788,563 1,999,539 110,909
118 ミ ャ ン マ ー 2012.10.1 60,975,993 17,690,680 39,708,343 3,576,970
119 ネ パ ー ル 2011.6.22� 26,494,504 9,248,246 15,848,675 1,397,583
120 オ マ ー ン 2012.7.1１） 3,623,001 799,133 2,727,878 95,967
121 パ キ ス タ ン 2007.7.1 149,860,388 62,350,988 82,570,202 4,939,198
122 フ ィ リ ピ ン 2010.5.1� 92,335,113 30,734,937 57,587,249 4,012,927
123 カ タ ー ル 2012.7.1 1,832,903 274,007 1,538,065 20,831
124 韓 国 2013.7.1 50,219,669 7,370,118 36,711,849 6,137,702
125 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2012.7.1 29,195,895 8,867,761 19,531,133 797,001
126 シ ン ガ ポ ー ル 2013.6.30 3,844,800 615,200 2,825,200 404,400
127 ス リ ラ ン カ 2013.7.1 20,483,000 5,171,000 13,708,000 1,604,000
128 パ レ ス チ ナ 2013.7.1 4,420,549 1,771,130 2,520,973 128,446
129 シ リ ア 2011.7.1 21,124,000 7,859,000 12,407,000 858,000
130 タ ジ キ ス タ ン 2012.7.1 7,897,313 2,790,052 4,860,439 246,822
131 タ イ 2012.7.1 67,911,720 13,370,140 48,815,119 5,726,461
132 東 テ ィ モ ー ル 2010.7.11� 1,066,409 441,906 574,269 50,234
133 ト ル コ 2013.12.31 76,481,849 18,751,000 51,854,000 5,879,000
134 ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 2005.12.5�

１） 4,106,427 800,578 3,268,916 33,529
135 ベ ト ナ ム 2013.7.1 89,708,892 21,746,086 61,461,878 6,500,928
136 イ エ メ ン 2013.7.1 25,235,079 10,436,008 14,046,488 752,583

〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕
137 オ ー ラ ン ド 2013.7.1 28,584 4,662 18,307 5,616
138 ア ル バ ニ ア 2013.7.1 2,897,365 565,763 1,988,842 342,760
139 ア ン ド ラ 2012.7.1 77,181 11,968 55,482 9,731
140 オ ー ス ト リ ア 2013.1.1 8,451,860 1,219,363 5,705,240 1,527,257
141 ベ ラ ル ー シ 2012.7.1 9,464,495 1,444,951 6,717,948 1,301,596
142 ベ ル ギ ー 2012.7.1 11,128,246 1,892,006 7,293,946 1,942,294
143 ボスニア･へルツェゴビナ 2010.7.1 3,843,126 670,958 2,592,146 580,022
144 ブ ル ガ リ ア 2012.7.1 7,305,888 984,970 4,932,643 1,388,275
145 ク ロ ア チ ア 2012.7.1 4,269,062 640,853 2,858,961 769,248
146 チ ェ コ 2013.1.1 10,516,125 1,560,296 7,188,211 1,767,618
147 デ ン マ ー ク 2013.7.1 5,608,784 973,278 3,621,949 1,013,557
148 エ ス ト ニ ア 2012.7.1 1,322,696 206,214 880,146 236,336
149 フ ェ ロ ー 諸 島 2008.7.1 48,618 10,695 31,101 6,822
150 フ ィ ン ラ ン ド 2012.7.1 5,385,543 885,532 3,506,536 993,475
151 フ ラ ン ス 2012.7.1 63,519,077 11,689,885 40,693,005 11,136,187
152 ド イ ツ 2013.1.1 82,020,578 10,736,998 54,280,665 17,002,915

153 ギ リ シ ャ 2012.7.1 11,092,771 1,625,871 7,258,246 2,208,654
154 チャネル諸島：ガーンジー 2012.3.31 63,085 9,545 42,628 10,912
155 ハ ン ガ リ ー 2012.7.1 9,920,362 1,435,578 6,795,990 1,688,795
156 ア イ ス ラ ン ド 2012.7.1 320,716 66,375 213,342 41,000
157 ア イ ル ラ ン ド 2013.4.15 4,593,125 1,007,683 3,017,339 568,103
158 マ ン 島 2011.3.27� 84,497 14,036 55,475 14,986
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

39.5 57.6 2.9 24.0 19.8 73.7 68.7 5.1 7.4 106

28.2 61.6 10.3 32.7 29.5 62.5 45.7 16.7 36.6 107
12.9 62.1 25.1 45.8 46.0 61.1 20.7 40.4 194.6 108
37.3 59.4 3.2 24.2 20.8 68.2 62.8 5.4 8.6 109

33.7 59.2 7.1 31.1 28.7 68.9 57.0 12.0 21.0 110
22.7 75.5 1.8 29.5 30.0 32.5 30.0 2.4 8.1 111
30.6 65.1 4.3 27.8 24.4 53.7 47.1 6.6 14.0 112

37.0 59.3 3.7 24.9 20.9 68.6 62.4 6.2 9.9 113
24.7 65.7 9.6 32.4 28.6 52.3 37.6 14.7 39.1 114
26.0 68.5 5.5 30.0 27.2 46.1 38.0 8.0 21.1 115
26.3 68.9 4.8 28.3 25.6 45.2 38.2 7.0 18.3 116
27.2 69.0 3.8 28.6 26.8 45.0 39.4 5.5 14.1 117
29.0 65.1 5.9 29.4 26.4 53.6 44.6 9.0 20.2 118
34.9 59.8 5.3 27.0 22.3 67.2 58.4 8.8 15.1 119
22.1 75.3 2.6 28.5 28.0 32.8 29.3 3.5 12.0 120
41.6 55.1 3.3 23.6 18.6 81.5 75.5 6.0 7.9 121
33.3 62.4 4.3 27.1 23.4 60.3 53.4 7.0 13.1 122
14.9 83.9 1.1 30.8 30.6 19.2 17.8 1.4 7.6 123
14.7 73.1 12.2 39.4 39.6 36.8 20.1 16.7 83.3 124
30.4 66.9 2.7 27.5 26.7 49.5 45.4 4.1 9.0 125
16.0 73.5 10.5 38.6 38.8 36.1 21.8 14.3 65.7 126
25.2 66.9 7.8 32.9 31.0 49.4 37.7 11.7 31.0 127
40.1 57.0 2.9 23.3 19.3 75.4 70.3 5.1 7.3 128
37.2 58.7 4.1 25.4 21.1 70.3 63.3 6.9 10.9 129
35.3 61.5 3.1 25.1 21.8 62.5 57.4 5.1 8.8 130
19.7 71.9 8.4 35.4 34.7 39.1 27.4 11.7 42.8 131
41.4 53.9 4.7 24.5 18.9 85.7 77.0 8.7 11.4 132
24.5 67.8 7.7 32.5 30.4 47.5 36.2 11.3 31.4 133
19.5 79.7 0.8 28.8 29.4 25.5 24.5 1.0 4.2 134
24.2 68.5 7.2 32.6 30.7 46.0 35.4 10.6 29.9 135
41.4 55.7 3.0 22.4 18.7 79.7 74.3 5.4 7.2 136

16.3 64.0 19.6 42.5 43.5 56.1 25.5 30.7 120.5 137
19.5 68.6 11.8 36.6 34.7 45.7 28.4 17.2 60.6 138
15.5 71.9 12.6 39.9 39.8 39.1 21.6 17.5 81.3 139
14.4 67.5 18.1 42.1 42.5 48.1 21.4 26.8 125.3 140
15.3 71.0 13.8 39.8 39.2 40.9 21.5 19.4 90.1 141
17.0 65.5 17.5 41.0 41.0 52.6 25.9 26.6 102.7 142
17.5 67.4 15.1 38.8 38.6 48.3 25.9 22.4 86.4 143
13.5 67.5 19.0 42.9 42.8 48.1 20.0 28.1 140.9 144
15.0 67.0 18.0 42.0 42.3 49.3 22.4 26.9 120.0 145
14.8 68.4 16.8 41.3 40.4 46.3 21.7 24.6 113.3 146
17.4 64.6 18.1 40.8 41.2 54.9 26.9 28.0 104.1 147
15.6 66.5 17.9 41.4 40.9 50.3 23.4 26.9 114.6 148
22.0 64.0 14.0 37.4 36.8 56.3 34.4 21.9 63.8 149
16.4 65.1 18.4 41.7 42.2 53.6 25.3 28.3 112.2 150
18.4 64.1 17.5 40.7 40.6 56.1 28.7 27.4 95.3 151
13.1 66.2 20.7 44.1 45.3 51.1 19.8 31.3 158.4 152

14.7 65.4 19.9 42.7 42.2 52.8 22.4 30.4 135.8 153
15.1 67.6 17.3 41.7 42.1 48.0 22.4 25.6 114.3 154
14.5 68.5 17.0 41.6 40.9 46.0 21.1 24.8 117.6 155
20.7 66.5 12.8 37.0 35.4 50.3 31.1 19.2 61.8 156
21.9 65.7 12.4 36.6 35.7 52.2 33.4 18.8 56.4 157
16.6 65.7 17.7 41.7 42.5 52.3 25.3 27.0 106.8 158
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

159 イ タ リ ア 2013.1.1 59,685,227 8,348,338 38,697,060 12,639,829
160 チャネル諸島：ジャージー 2011.3.27� 97,857 15,169 68,215 14,473
161 ラ ト ビ ア 2012.7.1 2,034,319 292,239 1,362,415 379,665
162 リヒテンシュタイン 2013.7.1 36,947 5,660 25,674 5,613
163 リ ト ア ニ ア 2011.3.1� 3,043,429 453,212 2,044,291 545,926
164 ル ク セ ン ブ ル ク 2013.1.1 537,039 91,233 370,749 75,057
165 マ ル タ 2011.11.20� 417,432 61,728 287,513 68,191
166 モ ナ コ 2008.6.9�

１） 31,109 3,965 19,060 7,366
167 モ ン テ ネ グ ロ 2011.4.1�

１） 620,029 118,751 421,693 79,337
168 オ ラ ン ダ 2011.1.1 16,655,799 2,907,075 11,153,778 2,594,946
169 ノ ル ウ ェ ー 2012.7.1 5,018,573 925,480 3,313,779 779,315
170 ポ ー ラ ン ド 2012.7.1 38,533,789 5,808,324 27,321,825 5,403,640
171 ポ ル ト ガ ル 2012.7.1 10,514,844 1,561,551 6,933,167 2,020,126
172 モ ル ド バ 2012.7.1 3,559,519 575,039 2,630,596 353,886
173 ル ー マ ニ ア 2012.7.1 21,316,420 3,192,063 14,918,037 3,206,320
174 ロ シ ア 2012.7.1 143,201,730 22,512,171 102,275,426 18,414,133
175 セ ル ビ ア 2012.7.1 7,199,077 1,033,953 4,908,775 1,256,348
176 ス ロ バ キ ア 2012.7.1 5,407,579 831,574 3,875,563 700,442
177 ス ロ ベ ニ ア 2012.7.1 2,056,262 295,533 1,412,049 348,680
178 ス ペ イ ン 2013.7.1 46,617,899 7,085,815 31,185,158 8,346,926
179 ス ウ ェ ー デ ン 2012.7.1 9,519,375 1,598,065 6,114,834 1,806,476
180 ス イ ス 2012.7.1 7,996,861 1,155,193 5,414,845 1,426,824
181 マ ケ ド ニ ア 2012.7.1１） 2,061,044 352,442 1,462,995 245,195
182 ウ ク ラ イ ナ 2013.1.1 45,372,692 6,620,598 31,846,776 6,905,318
183 イ ギ リ ス 2012.7.1 63,705,030 11,213,764 41,650,310 10,840,956
184 米 領 サ モ ア 2010.4.1� 55,519 19,425 33,827 2,267

〔 オ セ ア ニ ア 〕
185 オ ー ス ト ラ リ ア 2012.7.1 22,710,352 4,290,720 15,198,320 3,221,312
186 ク ッ ク 諸 島 2006.12.1� 15,324 4,701 9,461 1,162
187 フ ィ ジ ー 2008.12.31 842,621 242,166 559,212 41,243
188 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2011.1.1 269,989 67,520 185,619 16,850
189 グ ア ム 2013.7.1 160,378 42,286 104,989 13,103
190 キ リ バ ス 2010.10.10� 103,058 37,184 62,208 3,666
191 マ ー シ ャ ル 諸 島 2010.7.1 54,305 22,237 30,721 1,345
192 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2013.1.1 260,000 63,068 174,827 22,105
193 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2013.7.1 4,471,100 891,070 2,944,640 635,340
194 ニ ウ エ 2010.7.1 1,496 385 929 182
195 ノ ー フ ォ ー ク 諸 島 2011.8.9� 2,302 361 1,388 553
196 北 マ リ ア ナ 諸 島 2011.7.1 46,050 11,974 32,411 1,665
197 パ ラ オ 2005.4.1� 19,907 4,798 13,973 1,136
198 サ モ ア 2011.11.7�

１） 187,820 71,890 106,615 9,285
199 ソ ロ モ ン 諸 島 2009.11.22� 515,870 209,284 288,441 18,145
200 ト ケ ラ ウ 2013.12.1１） 1,383 413 852 97
201 ト ン ガ 2008.7.1 103,647 35,357 61,648 6,641
202 バ ヌ ア ツ 2009.11.16� 234,023 90,973 133,563 9,487

UN.DemographicYearbook,2013年版 （http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/
dyb2.htm）に掲載（Table7：掲載年次2004～2013年）の年齢別人口統計に基づいて計算したものであるが，
人口総数が1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の�はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口で，イタリック体は信頼性の
低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

14.0 64.8 21.2 44.0 44.3 54.2 21.6 32.7 151.4 159
15.5 69.7 14.8 40.5 40.7 43.5 22.2 21.2 95.4 160
14.4 67.0 18.7 42.0 42.0 49.3 21.5 27.9 129.9 161
15.3 69.5 15.2 41.0 42.2 43.9 22.0 21.9 99.2 162
14.9 67.2 17.9 41.2 41.2 48.9 22.2 26.7 120.5 163
17.0 69.0 14.0 39.3 39.1 44.9 24.6 20.2 82.3 164
14.8 68.9 16.3 41.0 40.4 45.2 21.5 23.7 110.5 165
13.0 62.7 24.2 46.4 47.8 59.4 20.8 38.6 185.8 166
19.2 68.0 12.8 37.7 36.7 47.0 28.2 18.8 66.8 167
17.5 67.0 15.6 40.3 41.0 49.3 26.1 23.3 89.3 168
18.4 66.0 15.5 39.3 38.8 51.4 27.9 23.5 84.2 169
15.1 70.9 14.0 40.0 38.6 41.0 21.3 19.8 93.0 170
14.9 65.9 19.2 42.6 42.4 51.7 22.5 29.1 129.4 171
16.2 73.9 9.9 36.9 34.7 35.3 21.9 13.5 61.5 172
15.0 70.0 15.0 40.2 39.2 42.9 21.4 21.5 100.4 173
15.7 71.4 12.9 39.3 38.3 40.0 22.0 18.0 81.8 174
14.4 68.2 17.5 42.3 42.7 46.7 21.1 25.6 121.5 175
15.4 71.7 13.0 39.2 38.0 39.5 21.5 18.1 84.2 176
14.4 68.7 17.0 42.0 42.1 45.6 20.9 24.7 118.0 177
15.2 66.9 17.9 42.0 41.6 49.5 22.7 26.8 117.8 178
16.8 64.2 19.0 41.2 40.9 55.7 26.1 29.5 113.0 179
14.4 67.7 17.8 42.1 42.3 47.7 21.3 26.4 123.5 180
17.1 71.0 11.9 37.8 36.6 40.9 24.1 16.8 69.6 181
14.6 70.2 15.2 40.5 39.7 42.5 20.8 21.7 104.3 182
17.6 65.4 17.0 40.1 39.7 53.0 26.9 26.0 96.7 183
35.0 60.9 4.1 27.2 22.6 64.1 57.4 6.7 11.7 184

18.9 66.9 14.2 38.3 37.3 49.4 28.2 21.2 75.1 185
30.7 61.7 7.6 30.6 27.5 62.0 49.7 12.3 24.7 186
28.7 66.4 4.9 29.2 26.4 50.7 43.3 7.4 17.0 187
25.0 68.8 6.2 31.5 29.3 45.5 36.4 9.1 25.0 188
26.4 65.5 8.2 32.6 29.7 52.8 40.3 12.5 31.0 189
36.1 60.4 3.6 25.5 21.6 65.7 59.8 5.9 9.9 190
40.9 56.6 2.5 23.0 19.0 76.8 72.4 4.4 6.0 191
24.3 67.2 8.5 33.3 31.7 48.7 36.1 12.6 35.0 192
19.9 65.9 14.2 38.0 37.1 51.8 30.3 21.6 71.3 193
25.7 62.1 12.2 34.9 33.5 61.0 41.4 19.6 47.3 194
15.7 60.3 24.0 47.4 52.1 65.9 26.0 39.8 153.2 195
26.0 70.4 3.6 30.9 30.0 42.1 36.9 5.1 13.9 196
24.1 70.2 5.7 32.4 32.3 42.5 34.3 8.1 23.7 197
38.3 56.8 4.9 25.9 20.7 76.1 67.4 8.7 12.9 198
40.6 55.9 3.5 23.9 19.7 78.8 72.6 6.3 8.7 199
30.3 62.6 7.1 30.2 24.8 59.9 48.5 11.4 23.5 200
34.1 59.5 6.4 27.3 22.4 68.1 57.4 10.8 18.8 201
38.9 57.1 4.1 24.8 20.5 75.2 68.1 7.1 10.4 202

1）人口総数に年齢不詳を含む．2）総務省統計局『人口推計 平成25年10月1日現在推計』による．
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書 評・紹 介

StanleyK.Smith,JeffTaymanandDavidA.Swanson

APractitioner'sGuidetoStateandLocalPopulationProjections

SpringerNetherlands,2013,411pp.

本書はSpringer社のDemographicMethodsandPopulationAnalysisシリーズの1冊で，2001

年にKluwerAcademicから出版されたStateandLocalPopulationProjections:Methodologyand

Analysisの改訂版である．

私事で恐縮だが，本書の旧版を社人研に入所後間もない頃，当時人口構造研究部長であった西岡八

郎氏から手渡され，しっかり勉強するようご教示いただいた．400ページ超に及ぶ旧版は本棚でもそ

れなりの威圧感を持っているが，一貫して簡潔明瞭な文章で記述されていることから，英語に難を抱

え，かつ人口学を本格的に学び始めたばかりの評者にとって格好の書であった．以来今日に至るまで，

業務として地域別将来人口推計に携わる上で最も役立っている本の1冊である（旧版の書評は本誌第

59巻第4号に小池司朗氏が執筆）．

そうした個人的な思い入れのある旧版が改訂されたのが本書であり，簡潔明瞭な文章はそのままに，

最新の知見も盛り込まれ，論点がより一層整理されたものとなっている．地域別将来人口推計の研究

や実務を担う人にとっては十分すぎるほどの内容であろう．

本書の構成は，大きくは4つのパートに分かれている．

まず1章から6章では，人口学の基礎について解説している．人口静態と人口動態について地域別

将来人口推計に特有の論点も盛り込みながら丁寧に説明し，両者がコーホート要因法では整合的に取

り扱われることについて論じている．

次に7章から11章では，推計モデルについて説明している．コーホート要因法に重点が置かれ，具

体的な推計計算の事例を提示している点は読者にとって特に有意義であろう．もちろんコーホート要

因法以外の推計モデルについても詳しく紹介している他，特定の地域（軍や大学，矯正施設が立地す

る地域）や属性（学校入学者や労働力，世帯）の将来推計の方法，部分地域と全体地域で整合的な将

来推計人口を得るための考え方等の実用的な論点についても言及している．

さらに12章と13章では，将来人口推計の評価と精度について論じている．12章では，将来人口推計

について9つの評価軸（求められた属性別人口は推計できているのか／方法やデータは妥当なのか／

推計に要するコストは適切なのか等々）を提示し，個々の評価軸のみならず複数の評価軸の相対的な

関係性についても丁寧に整理している．また13章では，将来人口推計の精度について実証的に整理し，

将来人口推計には一定の不確実さが含まれることを提示している．この2つの章は，将来人口推計と

いう道具の背後にある哲学を理解する上で非常に示唆に富んでおり，本書の重要な貢献の1つである

と考えられる．

最後に14章では，将来人口推計の実務の流れについて説明している．ここで目を引くのは，将来人

口推計を公表する前に関係者に対してきちんと説明をし，推計方法を文書化することの重要性を指摘

している点である．

旧版に無かった用語集が加えられ，引用文献が章ごとに整理されるなど読者の利便性も向上した本

書は，人口学の研究者はもちろんのこと実務家や他分野の研究者にも強く推薦したい一冊である．

（山内昌和）
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研究活動報告

国際セミナー「東アジア低出産力国における人口高齢化の

展望と対策に関する国際比較研究」

厚生労働科学研究費補助金・地球規模保健課題推進研究事業「東アジア低出産力国における人口高

齢化の展望と対策に関する国際比較研究」では，2015年2月19日に国立社会保障・人口問題研究所，

2月20日に京都大学で国際セミナーを開催した．科学研究費補助金により，韓国ソウル国立大学校社

会科学大学の朴京淑（ParkKeong-Suk）教授と，台湾中央研究院人文社会科学研究中心の于若蓉

（YURuoh-Rong）博士が招聘され，韓国と台湾に関する報告を行った．研究プロジェクトのメンバー

からは，筆者が導入部報告と進行をつとめ，馬欣欣・京都大学講師が中国に関する報告を行った．コ

メンテータは相馬直子・横浜国立大学准教授と小島宏・早稲田大学教授がつとめた．いずれの会場も

20名以上の参加があり，有意義で活発な議論が交わされた．

（共通プログラム）

1.Introduction:LowFertilityandPopulationAginginEasternAsia SUZUKIToru(IPSS)

2.NewMechanismofElderPovertyandInequalityinSouthKorea:FamilyChange

andStratifiedLabor-WelfareSystem PARKKeong-Suk(SeoulNationalUniversity)

3.FamilialSupportandLivingArrangementoftheElderlyPeopleinTaiwan

YURuoh-Rong(AcademiaSinica)

4.PopulationAgingandPublicHealthInsuranceReforminRuralChina

MAXin-Xin(KyotoUniversity)

（鈴木 透 記）

2014年度第２回日本人口学会東日本地域部会

2014年度第2回日本人口学会東日本地域部会は，2015年3月21日（土）に日本女子大学目白キャン

パスで行われた．多岐のテーマにわたる下記8本の研究報告があり，20名を超える参加者との間で活

発な議論が交わされた．

「新宿区の人口移動―住民基本台帳個票データによる分析―」 丸山洋平（福井県立大学）

「標準化による都道府県間移動数変化の要因分解」 小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

「飛騨白川村山家地区からの明治前期北海道移民について―最終仮説の提示―」

飯坂正弘（農研機構・中央農研センター）

「≪地方創生≫の結婚・出生促進効果について」 原俊彦（札幌市立大学）

「若い女性はなぜ西日本で多く，東日本で少ないのか～人口移動調査からの分析」

林玲子（国立社会保障・人口問題研究所）

「国際人口移動をめぐる東アジアの言説」 鈴木透（国立社会保障・人口問題研究所）

「なぜ高学歴女性の就業率は低いのか？―男女別学歴ミスマッチの影響の日蘭比較―」

…

……

……………………………………………………………

……………………………………………………………

……………

……

……………………………………………………

………………………………

……………………………………………………

…………………
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市川恭子（お茶の水女子大，院）

「同棲の社会的要因―2008年と2010年のデータを用いて」 嵐理恵子（シカゴ大大学院修了）

（小池司朗 記）

第48回国連人口開発委員会および専門家会合

2015年4月13日（月）から17日（金）まで，第48回国連人口開発委員会（以下CPDとする）が国

連本部（米国・ニューヨーク）で行われ，筆者は政府代表団の一員として参加した．またCPDに先

立ち，4月10日（金）に「ポスト2015年時代：人口と開発の世界的研究アジェンダのための示唆」と

題する専門家会合が行われ，こちらにもパネリストとして参加した．

今年のCPDの議題は，「望む未来を実現する：人口課題を持続可能な開発に統合し，ポスト2015

年開発アジェンダに取り入れる」である．昨年2014年のCPDにおけるカイロ国際人口開発会議20年

後の総括評価を踏まえ，今年の9月に国連総会で採択予定のポスト2015年開発アジェンダに人口開発

分野をどのように取り入れるか，という大きなテーマの流れの中で，会合自体は例年通り，国連事務

総長報告の説明，各国の経験に関するステートメントや決議案の討議，基調講演・パネルディスカッ

ション等が行われ，多くのサイドイベントも開催された．

国連事務総長報告は，人口開発の大きな柱，つまり人口数と人口構造の変化，ジェンダー平等と女

性のエンパワメント，都市人口の増加，国際人口移動について，今後の見通しと対処案について述べ

ている．特に人口構造の変化については，出生児，子ども，若者，高齢者それぞれの年齢層の人口変

動とニーズについて章を分け詳述している．これらの論点は，1994年のカイロ国際人口開発会議で採

択された活動計画とほぼ同じ構造であるといってもよいだろう．さらに，今回の報告では，環境の持

続可能性についても章が設けられ，地球温暖化や生物多様性保全の取り組み，食料・水の確保，エネ

ルギーの効率的な利用の必要性を人口増加と対比させ分析している．これは，ポスト2015年開発アジェ

ンダが，1992年のリオ環境会議を起点に発展した持続可能な開発目標（SDGs:SustainableDevelop-

mentGoals）を基軸に構築されていることの表れであろう．

我が国のステートメントは筆者が行い，高齢化，少子化，人口減少と地方活性化，国際人口移動に

対する日本の取り組みを紹介し，国際開発協力においても，リプロダクティブヘルス，人間の安全保

障やUHC（ユニバーサルヘルスカバレッジ）を中心に，今後も推進していく用意があることを述べ

た．

毎回議論が紛糾する決議案については，今年も議論は最終日までもつれ込み，最終的に議長案が提

案されたが，ナイジェリアが代表するアフリカグループが反対し，議長は去年のように密室会議を行

わず，決議案を撤回するという決断をし，CPD始まって以来の決議案が採択されない事態となった

（正確には，決議案を採択するようになった1999年以来ということであるが）．アフリカグループが反

対した理由は，「包括的な性教育（Comprehensiveeducationonhumansexuality）」という用語が

受け入れられない，という点にあり，性教育は年齢に応じて内容を変えるべきだ，というその主張は

アラブ・グループも同様である．もう一つの紛糾の理由である，Sexualrights，つまり同性愛者も

含めすべての人の性的指向が尊重される権利については，Sexualandreproductivehealthand

reproductiverightsという用語となり，Sexualrightsという用語を挿入するべきであると強く主張

するUNFPAや欧米諸国は妥協したので，結局，決議案非採択の原因はアフリカ・グループにあっ

た，という事になる．この結果を受けて，UNFPAのオショティメイン事務局長は，自身の出身国

であるナイジェリアが代表するアフリカグループの反対，ということもあり，深い遺憾の意を述べた．

………………………………………………………………

…………
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しかし，ある意味で，今年のCPDにおいて決議案が採択されなかったのは，「理解が足りない」

アフリカ・アラブの国々に責任があるのではなく，多様な価値観を容認できない現在の国際社会の在

り方を示したものであり，今回の顛末は，人口開発分野に一つの区切りをつけたようにも感じられる．

1970年代の世界的な人口爆発に対する懸念から，「人口問題」は地球規模課題となり，世界的に対策

が講じられた．その効果もあり人口増加率は低下し，人口爆発の危機は避けられたと思われた1990年

代に，人口問題はマクロからミクロへ変換し，女性，リプロダクティブ・ヘルスを中心に据えたカイ

ロ国際人口開発会議の行動計画が策定された．履行期間である20年間に，行動計画に盛り込まれた事

項は実施されたが，その後に追加が試みられたSexualrightsや「包括的な性教育」といった，いわ

ば「進歩的」な権利は，結局20年経っても世界全域では受け入れられなかった，ということであり，

今後は，これまでとは異なったアプローチで人口開発を進める必要があるのだろう．

実際に国連では，安全保障理事会のみならず，CPDを包括する経済社会理事会の改革について議

論されており，すでに国連総会議決（A/RES/68/1）が2013年12月に採択されている．それに基づ

いて，来年4月に行われる第49回CPDには，人口開発委員会の機能と作業方法についての見直しが

行われることが今回決められた．国連人口部長ウィルモス氏の言葉を借りれば，今回の決議案が採択

されなかったことは苦い薬のようなもので，これをばねに，今後の人口と開発について，そのあり方

を見直すべき時期に来ている，という事である．折しも来年度のCPDのテーマは「ポスト2015年開

発アジェンダのために人口のエビデンス・ベースを強化する」に決定し，人口というエビデンスをど

のように生かして開発を進めるのか，評価とモニタリングにおける役割が，より重要になってくると

思われる．

（本会合に関する文書類はすべて国連のwebで公表され，会議ビデオも閲覧可能である．また社

人研ウェブにそれぞれのリンクを掲載している．） （林 玲子 記）

アメリカ人口学会2015年大会

アメリカ人口学会（PopulationAssociationofAmerica）の2015年大会が4月30日～5月2日の

日程でカリフォルニア州サンディエゴで開催された．セッション数は計239であり，分野の内訳は，

「出生・家族計画・性行動・リプロダクティブヘルス」（36），「結婚・家族・世帯」（35），「子ども・

若者」（15），「健康・死亡」（44），「ジェンダー・人種・エスニシティ」（8），「移民・都市化」（25），

「経済・労働・教育・格差」（22），「人口・開発・環境」（10），「人口・高齢化」（12），「データ・方法

論」（17），「応用人口学」（6），「その他」（9）であった．また，ポスターセッションは9セッション

（各90報告程度）設けられていた．

当研究所からは，林玲子国際関係部長，山内昌和人口構造研究部室長，菅桂太人口構造研究部室長，

鎌田健司人口構造研究部主任研究官，福田節也企画部主任研究官と筆者の6名が参加した．このうち，

林部長がセッション“Family,Fertility,andWell-being:Studiesform InternationalCensus

Microdata”にて“AssessmentoftheDisabilityIndicatorAvailablethroughIPUMSInterna-

tionalfortheCalculationofHealthyLifeExpectancy”，山内室長がポスターセッションにて

“AnEmpiricalAnalysisoftheEffectofFertilityMeasurementChoiceonSubnationalPopula-

tionProjections:ACaseStudyof47PreferencesinJapan”，菅室長がポスターセッションにて

“HowMuchDoMortalityDifferentialsAffectanAccuracyofaPopulationProjection?Evidence

from aProjectionforJapaneseMunicipalities”，鎌田主任研究官がポスターセッションにて

“SpatiotemporalAnalysisofMarriageandMaritalFertilityinJapan:UsingGeographically
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WeightedRegression1980-2010”，福田主任研究官がセッション“MarriageMarketsandAssort-

ativeMating”にて“TheNewSocioeconomicMarriageDifferentialsinJapan”との報告を行っ

た．

年次大会の開催に先立ってサイドミーティングが開催されたが，筆者らは国際的な出生データベー

スであるHFD（HumanFertilityDatabase）のミーティングに出席した．そこでは，HFD発足の

経緯やデータベースの利用方法の紹介，実際にデータベースを利用した研究のプレゼンテーションな

どが行われ，最後はHFDプロジェクトの今後の方針について参加者の間で議論が交わされた．

（余田翔平 記）

日本アフリカ学会第52回学術大会

2015年5月23日（土）・24日（日）に，愛知県犬山市犬山国際観光センター・フロイデにて，日本

アフリカ学会第52回学術大会が開催され参加した．本大会では口頭発表95件，ポスター発表が12件あ

り，参加者は約350名であった．

筆者は，「アフリカの人口高齢化：健康・生活・ケアの現在と未来」と題するフォーラムに参加し，

「アフリカにおける障害と健康寿命―センサスデータを使って」という報告を行った．アフリカはい

まだ出生率が高水準であるため，高齢者割合の増加のスピードは遅いが，今後の高齢者の絶対数の増

加はアジア・ラテンアメリカと同程度の規模であり，医療・介護制度の拡充など課題は大きい．また

フォーラムでの意見交換などを通じて，アフリカにおける，高齢期以外の障害，つまり先天障害や交

通事故，戦争により生じた障害や，精神障害についての研究が，現在数多く進行中であることが判明

した．アフリカ学会のような地域学会では，多分野の研究者が集まり，新たな知見が得られ，有益で

ある． （林 玲子 記）
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